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■ ■■第2章 情報通信政策の動向

第2-0-1表

4月

5月

6月

7月

8月

9月

ユ0月

基本政策

6電 通 審 諮 問

日本 電 信 電 言舌才朱

式 会社 の在 り方
に つ い て 一情 報

通 信 産業 の ダ イ

ナ ミズ ム の創 出
に 向 け て 一」

29電 通審 答申
グローバルな知
的社会の構築 に
向けて一情報通
信 基盤 のための
国際指 針 一」

1加 入者系光 フ
ァイバ網整備特
別融資制度の創
設(電 気通信基
盤充実臨時措置
法 の一部改正の
施行)
28公 共分野 の情
報化実施指針の
取 りまとめ及 び
制度見直 し部会
の設置(高 度情
報通信社 会推進
本部)

技術政策

22電 才支審…一一音匡答

申 「情 報 通 信 標
準化 プ ロ グラ ム

、相 互接 続 性 ・

相 互 運 用性 の推
進 方 策等 」

22電 技 審 答 申 「

宇 宙 電 波 監視 シ
ステ ム の在 り方

」
26電 技審答申
未来創造型技術
立国 に向けて一
情報通信先端技
術開発 プログラ
ムー」

24電 技審諮問
携帯電話等の周
波数有効利用方
策」

技術基準

4第2世 代ED
TVの 技術基準
の決定(改 正省
令施行)

8Sバ ン ドを利
用する国内移動
衛星通信の技 術
基準 の決定(改
正省令施行)

25電 技審諮問
非 静止衛星 を利
用する移動衛星
通信 システムの
才支術的条件」
28ケ ーブルテ レ
ビの光 デマ ン ド
アクセス方式の
技術基準 の決定
(改正省令施行
)

電気通信産業

1定 期検査不要
局 の拡大等の無
線局検査の簡素
化(改 正省令施
行)

1特 定 ラジオマ
イク用周波数の
増波 、ペー ジン
グの容量増加(
改正省令施行)
26国 際専用回線
と公衆網の接 続
制限 の緩和
30(財)道 路交通情
報通信 システム
セ ンターの設立
許可
lPHSサ ー ビ
ス の 開始

21無 線従 者国
家試験事務 を行
う指定試験機関
の指定(上 級8
資格)
21無 線局の免許
手続 の簡素化(
指定証 明機 関の
指定)

1付 加 的機能の
提供 に係 る電気
通信役務 に関す
る料 金の届 出制
へ の移行等(電

気通信事業法 の
一部 改正 の施行

)
6FM多 重ペ ー
ジングの事業化
方針 発表
12イ ンマルサ ッ
ト高速デー タ通
信 システム、F
M多 重ペー ジヤ
ーシステム等の

制度化(改 正省
令施行)

放送産業

10CS-PCM
音声放送 にお け
るマ スメデ ィア
集 中排除原則 の
見直 し(改 正省
令施行)

8CSテ レビジ
ョン放送用周波
数の追加割当 て
(改正省令施行)

21ハ イ ビジ ョン
放送実用化試験
局の免許方針 の
修正
14「 受信設備制
御型放送番組 の
制作の促進 に関
す る臨時措置法
」施行
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7年 度情報通信政策の動き

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

災 害 ・防災

20阪 宇 ・淡路
大震災」寄附金
付郵便 切手の販
売

30大 地震対応
の通信 ネ ッ トワ
ーク体制 に関す

る検討会」報告

29郵 政省防災
業務計画」の修
正

地域振興 ・雇用

14テ レ ワー ク
セ ン ター研 究 会

」 報 告
27YRP研 究 セ
ンター(仮 称)

整 備 計 画 に対 す
る民 活 法特 定 施

設 の 認定

27テ レコム タ ウ
ン構 想 に基 づ く

事 業 化 第1号 プ
ロジ ェ ク トの運

用 開始(厚 木 テ
レコ ムパ ー クの

開業)

消 費 者 ・福祉
/皿 培

3電 気通信 と
消費者保護に関
する研究会」・報
告

郵便事業

1活 活 情幸艮

交 流 サ ー ビ スの

情 幸艮提 供 自2台体
の 拡'大(50-・80)

(通 達)

28小 形 包 装 物 の
エ コ ノ ミー殉充空

扱 い の開 始(改
正省A施 行

1小 包郵便物の
夜 間再配達 の充
実 ・強化(通 達
)

19広 告郵便物の
料金減額制度の
改善等(郵 便法
の一部改正及び
改正省令 の施行
)

10個 人輸入支援
サ ービスの全国
の普通局への拡
大
30郵 政審答 申 「
新郵便番号制を
導入することに
ついて
1ゆ うパ ック転

居 先通 知 サ ー ビ
ス の 開始

郵政行政の
情 ヒ

6平 成7年 通
信に関す る現状
報告(通 信 白書
)」 閣議報告
20「 平成7年 通
信白書CD-R
OM」 発売
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第2章 情報通信政策の動向

11月

12月

1月

2月

3月

基本政策

18電 通 一諮問
高度情報通信社
会の構築 に向 け
て、西暦2000年
まで の情報通信
高度化 の推進 目
標 と、その実現
のために講ずべ
き推進方策」
23「 「第2次 情報
通信改革」 に向
けた規制緩和の
推進 につ いて」
公表
20高 度情報通
信社会推進 に向
けた基本方針」
等の フ ォローア
ップ(高 度情報
通信社会推進本
部)
29電 通審答 申 「
日本電信電話オ朱
式会社の在 り方
につ いて一情報
通信産業の ダイ
ナ ミズムの創出
に向 けて一」
29規 制緩和推
進計 画の改定 に
つい て」(閣 議
決定)

技術政策

1通 信 ・放送機
構 の業務の追加
(通信 ・放送機
構法の一部改正
の施行)

22電 技 諮問
技術創造立国 に
向けた情報通信
技術 に関す る基
本計画」

技術基準

27電 技 一部
申 「地上 デー タ
放送の技術 的条
件」

19小 型船舶用 レ
ー ダーを技術基

準適 合証明対象
設備 に追加(改
正省令施行)

28衛 星 デジタル
多チ ャンネル放
送 の導入(改 正
省令施行)

7イ ンマルサ ッ
ト陸上移動衛星
通信 システムの
技術基準 の決定
(改正省令施行)
7ル ー ラル加入
者無線設備 を技
術基準適 合証明
対象設備 に追加
(改正省令施行)

電気通信産業

26NTTと 長距
離系新事業者 と
の間の接 続協 定
の認可

24第 一 電気通
信事業の許可 申
請書の明確化等
(改正省令施行
)

放送産業

11訂 正放送 制
の改善(改 正省
令施行)
27電 技審諮 問 「
我が 国の放 送技
術 の将来展望並
びにこれ らに関
す る諸課題」

31FM文 子 夕重
放送への有料放
送の導入(改 正
省令施行)

16又 託 国内放
送 におけ るデジ
タル放送 トライ
アル ・サー ビス
に係 る免 許 ・認
定方針」 の策定
28衛 星デ ジタル
多チ ャンネル放
送 に関す るマス
メデ ィア集中排
除原則 の緩和等
(改正省令等施
行)

19デ ジ タル放送
を行 う放送衛星
局(受 託 国内放
送)に 対 し予備
免許 を付与
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11月

12月

1月

2月

3月

災 害 ・防 災

28情 艮通 信 ネ

ッ トワ ー クの安

全 ・信 頼 性 に 関

す る研 究 会」 報

告

21災 害に対 心
したCATVの
在 り方 に関する
調査研 究会」報
告

地域振興 ・雇用

16民 活G疋 施
設整備事業の支
援 の拡充(民 活
法 の一部改正の
施行)

9テ レ ワー ク推

進 会議 の 開催

消 費 者 ・福 祉

/匹 培

21電 気通イ言利
用の適正化 に関
する法制度研 究
会」報告

8郵 政省環 兄基
本計 画推進委員
会(委 員長:事
務次官)の 設置

郵便事業

1小 包郵便物の
地帯表 の見直 し
等の郵便サー ビ
スの改善(改 正

省令施行)
1書 留郵便物の
夜 間再配達等の
サー ビス改善(
通達
13新 郵便番号
制導入の基本的
事項」の策定

郵政行政の
化

29情 報 システム
推進委員会(委
員長:事 務次官
)の 設置

注1)項 目の数字 は日付 を表す。
(注2)各 略称 の意味 は次 の とお り。

電通審:電 気通信審議会
電監審:電 波監理審議会
電技 審:電 気通信技術審議会
郵政審:郵 政審議 会
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第2章 情報通信政策の動向

＼ 」

第1節 高度情報通信社会の実現に向けた政府の取組

」

1公 共分野の情報化実施指針の策定

内閣 に設置 された 「高度情報通信社会推進本部」は、7年2月 、 「高度情報通信社 会推進 に向 け

た基本方針」を決定 した。本基本方針 にお いては、公共分野の情報化等(公 共分野のアプ リケー

シ ョンの開発 ・普及等)を 推進す るために、7年 中に本基本方針を受 けて関係省庁 が分野 ご との

目標、中期的施策、 その進 め方等 を内容 とす る実施指針 を策定 し、明 らか にす るこ ととされ、 ま

た、本基本方針 に基づ く情報化施策の実施状況 につ いてフォローアップ を行 うこ ととされた。

7年8月 、本基 本方針に基づ き、行政 情報化推進計画の進 ちょ く状況 について報告が行 われ る

とともに、関係省庁 において、「教育 ・学術 ・文化 ・スポー ツ分野 にお ける情報化実施指針」、「研

究開発活動の情報化実施指針」、「保健医療福祉分野にお ける情報化実施指針」、「道路 ・交通 ・車両

分野 にお ける情報化実施指針」、「気象 ・航空管制部門等公共輸送部門 におけ る情報化 実施指針」及

び 「防災分野にお ける情報化実施指針」が取 りまとめ られた(第2-1-1表 参照)。

また、8年2月 、高度情報通信社会推進本部会合 において、高度情報通信社会推進 に向 けた基

本方針及 び公共分野の各情報化実施指針のフォローアップが行 われた。

第2-1-1表 公共分野の情報化推進計画及び情報化実施指針の概要

行政情報化推進計画

教育 ・学術 ・文化 ・

スポー ツ分野におけ

る情報化実施 指針

行政 の情報化は、行政運営 の質的向上 と行政サ ー ビスの向上 を図 るため 、 「紙

」 に よる情報の処理か らネッ トワー クを駆使 した電子化 され た情報の処理へ移行

し、 「電子的 な政府」の実現 を進 めるものである。 このため、行政機関 にお ける

情報通信基盤の整備 と一般行 政事務 における情報 システム化の推進、省庁 間で利

用で きるデー タベースの整備 、行政情報 を国民等 に提供す る情報 システ ムの整備

、行政手続の電子化 ・オンライン化 などを推進 する。

教育分野 については、①初等 中等教育において、将来 の高度情報通信社 会に生

きる児童生徒 に必 要な基礎 的な能力 の育成 とコンピュー タ等の情報機器の活用 に

よる学校教育の活性化、②高等教育 において、先端的科学技術の研 究開発 の推進

、優 れた研究者 ・技術者の養成 とすべての学生 が情報処理 ・活用能力 を身 につ け

るこ とがで きる体制の整備 ・③社 会教育 において、学 習ニー ズの高度化 ・多様化

等 に対応 し、各々の効果的な学習 を可能 とする情報機器 や高度情報通信 ネ ッ トワ
ークの活用 を図る。

学術分野 については・学術情報 の円滑な流通 に対応 し、我が国の研 究成果等 の

海外への発信機 能を強化するため・ 「学術情報 ネ ッ トワーク」の高度化 ・高速化

、国際接 続の拡充 、学内LANの 高度化等 を図る。

文化 ・スポーツ分野 については・高度情報通信 ネ ッ トワー ク等 を利用 した文化

に関す る情報 ・各種 スポー ツ情報 の国内外へ の提供体制 の整備、 日本語教育の指

導内容 ・方法等 の充実・競技力 の向上やスポーツ指導者 の養成へのマ ルチ メデ イ

アの活用 を進める。
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第1節 高度情報通信社会の実現に向けた政府の取組一

研究開発活動の情報

イヒ実方缶才旨針

保健医療福祉分野に

おける情報化実施指

針

道路 ・交通 ・車両分

野における情報化実

施指針

気象 ・航空管制部門

等公共輸送部門にお

ける情報化実施指針

防災分野における情

報化実施指針

研究 開発活動の情報化 によ り創造 的な研究成果が期待 され る とともに、研究 開

発 の情報化 は高度情報通信社会実現 の先導的役割 を果 たす ことが期待 される.

こうした観点か ら、①高性能 コンピュー タ等の研究機 関内の情報 通信基盤 の整

備 、②省庁や国の枠を越 えて接続する研究情報 ネッ トワークの整備 、③実験 、観

測等 のデータ、研究成果等のデー タベース化等の コンテ ンツの質的 ・量 的充実、

④研 究情報基盤 を最大 限活用するための基盤技 術や応用 システ ム、 ソフ トウェア

等の利用技術の高度化 といったアプリケーシ ョンの高度化の推進等 に取 り組 む。

国民等 に対す る情報 ・サ ービスの提供の分野においては、① 生活 に役立 つ情報

の提 供のための各種情報 ネ ッ トワー クの整備、②大量 の情報の高速 な伝送 ・正確

な蓄積 といった情報化 のメ リッ トを活用 した医療 ・介護等の支援 策の展 開、③ 医

療機関 における診断治療等の支援等 につ なが るICカ ー ド等の活用等 に努 める。

保健医療福祉行政の支援の分野 においては、効果的 な行政の実現 ・住民 に対す

る行政サー ビスの向上を もたらす保健医療福祉 行政機 関の連携 を推 進す る。

情報化 の基盤 ・推進体制の整備の分野 においては、①情報 の利 用共通性 ・再現

性 ・安全性が確保 される情報機器や情報 システムの普及のため、標準化 を進め る

体制の整備 、②継続的な制度や規制の点検等 に努める。

最先端の情報通信技術 を用 いて人 と道路 と車両 とを一体の システム として構築

す る高度道路交通 システムの研究開発、実用化等に積極的 に取 り組 む。

そのため、政府 において、学民 との連携 を図 りなが ら、高度道路 交通 システム

の全体構想 の策定、研 究開発 、フィール ドテス ト、 インフラ整備 、普及、標準化

に関す る検討等 の一層 の推進 を図る とともに、国際協力 を積極的に進める。

公共輸送部門における国民サー ビスの向上の観点 か ら、鉄 道等乗 車券類 にお け

るICカ ー ドの実用化に向けた検討等を行 い、公共輸送の利便性 の向上 を図る。

また、運輸 多 目的衛星に よる気象観測体制 の整備等 を行 い、気象サー ビスを充実

させ る とともに、海洋デー タ提供体制の整備 を行 う。

公共輸送部 門の安全性 の向上の観点か ら、航空衛星 システ ムや災害時バ ックア

ップ体制の整備 による航 空管制能力の向上や、GMDSS体 制の整備 、電子海図

システムの普 及推進、ポー トステー トコン トロール情報 ネ ッ トワー クの整備等 を

図る。

物流効率化 の観点か ら、運輸分野へのEDIの 導入推進等 によ り、鉄道 貨物輸

送、 トラック輸送、港湾物流等の情報 システム化 を図る。

防災分野 の情報化の推進 に際 して は、従来の防災行 政の推進の一環 として実施

す るとともに、阪神 ・淡路大震災の経験 を踏 まえた情報化関連施策 を推進 するこ

ととす る。

災害予防 ・予知 ・観測につ いては、不 断の観測 ・監視体制の維持 による収集 デ
ー タの適切 かつ迅速 な伝達 、警報 ・注意報 の適時適切 な発表 、自然現象の解明 ・

予知 ・予報 、災害防止技術 の研究開発が重要である。 発災直後の初動期対 応等 に

つい ては、耐災害性 ・信頼性 及び各種情報 の収集 ・伝達体制 を強化 した情 報通信

基盤整備 が必要である。応急対策 ・被災者支援 については、災害時 におけ る適切

な行政サー ビスの維持確保 に努め ることが必要である。

2高 度情報通信社会推進本部制度見直し部会の設置

「高度i青報通信社会推進 に向 けた基本方針」 においては、情報通信の高度化のための諸制度の

見直 しについての基本的方向が示 されてお り、現行法体系 について、諸制度の 目的 に配意 しっっ、

検討を行 うこと、 また、 当面、書類 の電子データによる保存、申告 ・申請手続の電子化 ・ペーパ

ーレス化等 について、検討 を推進す る必要があ ることが定め られていた。

これを受 けて、7年8月 、高度情報通信社会推進 本部 の下 に制度見直 し部会が設置 された。本
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部会では、業界団体及び関係省庁か らの ヒア リング を行 うな ど、8年6月 まで に検 討結果 を取 り

ま とめるべ く、作業 を行 っている。

3行 政情報化の推進

政府 は、行政 の情報化 を中期的、計画的 に推進す るため、6年12月 、「行政情報化推 進基本計 画」

を閣議決定 し、7年3月 には、本基本計画に基づ き、行政情報 システム各省庁連絡会議 にお いて

「行政情報化推進共通実施計画」 を了承 した
。 なお、本共通実施計画 につ いては、毎年度見 直 し

を行 うこととされてい る。

これを受 けて、省庁間 を結ぶ霞が関WANに よる電子メール システムの運用、統一的 な仕様 に

基づ く白書 ・年次報告書 ・調査研究報告書等のデータベー ス化、電子化 に対応 した各種 申請 ・届

出等 の手続の見直 しにつ いて検討が進 め られている。8年3月 には 「行政情報化推進共通実施計

画」 の改定が行 われ、霞が関WANに ついては、当面、霞が関内の各省庁のLAN同 士 を接続 す

るもの として、9年1月 を目途 に運用 を開始 す る予定 とされている。

第2節 様々な情報通信政策の展開

121世 紀の高度情報通信社会の構築に向けた情報通信基盤の整備

(1)高 度情報通信社会の構築に向けた2000年 までの情報通信高度化の推進 目標とその実現のた

めに講ずべき推進方策の電気通信審議会への諮問

高度肩報通信社会の早期構築に関しては・7年2月 に、「高度晴報通信社会推進に向けた基本方

針」が内閣の高度晴報通信社会推進本部で決定されたほか、6年5月 及び7年5月 の電気通信審

議会答申においても・その基本的考え方が示されている・また、7年12月 に閣議決定された 「構

造改革のための繊斉社会計画」においても・高度1青報通信社会の早期構築を目指す必要1生と発展

基盤の確立のためなど・ それぞれの対応すべき重点課題における情報通信の高度化の重要i生が記

述されている。

これ らを受 けて・郵政省では・8年1月 ・電気通信審議会に対 し、高度肩報通信社会の構築に

向けて・2000年 までの情報通信高度化の推進 目標と、その実現のために講ずべき推進方策にっい

て諮問を行った。

電気通信番議会では・通信政策部会において検討を行い、8年5月 を目途 として答申をも 、予

定である。
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(2)加 入者系光フ ァイバ網の整備の推進

ア 加入者系光ファイバ網整備特別融資制度の創設

21世 紀 の高度情報通信社会の基盤的な社会資本であ る光 ファイバ網 の円滑 な整備 を促進 す る

ため、第一種 電気通信事業者及びケーブルテレビ事業者 による加入者系光 ファイバ網の整備 を対

象 とした、投資負担軽減のための特別融資制度(加 入者系光 ファイバ網整備特別融資制度)が7

年度 に創設された。

本制度 は、「電気通信基盤充実臨時措置法」を改正 して、通信 ・放送機構 に基金 を設置 し、「日本

電信電話株式会社の株式の売払収入の活用 による社会資本の整備 の促進 に関す る特別措置法 」に

基づ く加入者系光 ファイバ網 整備 に係 るNTT-C'融 資 に対 して、通信 ・放送機構か ら2%の

範 囲で利子助成 を行い、2.5%を 下限金利 とす る超イ邸1」融資 を実現 す るもので、7年 度 においては、

第一種 電気通信事業者9社 及びケーブルテレビ事業者2社 に対 して、300億 円の融資が行われた。

さ らに、7年 度 には、過疎地域、離島地域、特別豪雪地帯、振興山村及び半島振興対策実施地

域 における加入者系光 ファイバ網 整備事業については、ふ るさ と財団による無利子融資制度(地

域総合整備資金貸付制度)の 特例措置(新 規雇用確保要件の緩和)が 設 けられた。

イ 加入者系光 ファイバ網整備特別融資制度の抜本的拡充等

光 ファイバ網の円滑 な整備 を一層促進 す るため、8年 度か ら、7年 度 に創設された加入者系光

ファイバ網整備特別融資制度の抜本的な拡充 を行 うこととしている。

具体的には、加入者幹線部分のみであった対象設備 に光端末回線装置及 び受信用光伝送装置 を

追加 し、2.5%で あった下限金利 を融資当初 の5年 間 につ いて2.0%に 引 き下げ、7年 度 において

300億 円であったNTT-C'融 資枠 を8年 度 にむいて420億 円に拡大す ることとしている。なお、

この特 別融資のための通信 ・放送機構 の基金の原資 として、8年 度において25億 円を措置す るこ

ととしている(第2-2-1図 、第2-2-2図 参照)。

また、8年 度税制改正 において、電気通信事業者が整備す る端末系光端 局装置 を固定資産税の

特例措置の対象 に追加す ることとしてい る。

第2-2-1図 加入者系光ファイバ網整備特別融資制度のスキーム

国債整理基金
特別会計

無利f原 資

【105億円】

資金運用部

特別会計等

財 投 原 資

【315乖意1り】

郵政省所管
一般会計

基金原資

【25f意「1】

日本開発銀行等

【420億円】

NTT-C 無 不り」ρ:貝オ払と

(1:3)

通信 ・放送機構

基金

利 ∫助成

下限金利[〉 〔1:辮 讐 鵬 卜犀男)

畢
悸 構 業者(第一醜 気通静 業者 ・ケーブルテ・ビ蝶 者)

【 】は8年 度の数値
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第2-2-2図 光 ファイバ網の構成

(事 業 者交換局) (加 入者)

中
継
系

交
換
機

〈加入者幹線部分〉

端末系光

端局装置
端末系光幹線路 配線

き線点

光端末回線

装置・受信用

光伝送装置

端
末

加入者系光 ファイバ網の範囲

(3)通 信 ・放送の融合に関する検討

近年 の技術革新の結果、通信 に も放送 に も利用可能なネ ッ トワー クの実用化 と通信 と放送の融

合 による新 たなサービスの開発が想定 されてお り、この ような通信 と放送の融合動 向に対応 した、

ニュー ビジネスの振興、メデ ィア産業の再編成、関連 す る法制度の在 り方等 につ いて総合的 な検

討が必要 となっている。

そこで、郵政省では、広帯域 ・双方向ネ ッ トワー クの進展 に伴 う通信 ・放送の融合動 向に対応

す るため、6年7月 か ら 「21世紀 に向けた通信 ・放送の融合 に関す る懇談会」を開催 し、2年 間

程度の予定で、①広帯域網の構築 と情報通信サービスの多様化、②1青報通信サー ビスのマルチメ

デ ィア化、③ 通信 と放送の融合 に伴 う制度的課題 と対応 について検討 を行っている ところで あ る。

7年6月 には、論点を 「中間取 りまとめ」として整理 した。 「中間取 りま とめ」においては、①

近年の技術革新 に伴 うマルチ メデ ィア化 は産業、生活 に大 きな変革 を もた らしつつあ るとの認識

を示 し、② マルチメデ ィア化 に対応 した情報通信基盤 の早期整備、プ ライバ シーの侵 害や青少年

に有害な情報の流通への対処等、情報環境の変化 に伴 う課題等 を指摘、③ また、通信 と放送の融

合動向 に即 して、通信 ・放送の規律原則 の見直 しにつ いて も検討 を進 め るこ とが求 め られ る と指

摘 してい る。

現在、「中間取 りま とめ」で指摘 された論点 を中心 に、議論 をさ らに進 めてお り、8年6月 を目

途 に最終取 りまとめを行 う予定であ る。

(4)21世 紀に向けた新 しい情報通信産業の将来像 についての検討

ボーダ レス社会やマルチメデ ィア時代 において我が国経済 力の維持 ・向上及 び消費者の利益 を

図 る観 点か ら、情報通信市場の一層の活i生化を促進す るためには、国際的 な動向 も踏 まえつっ、

21世 紀 に向けた我が国の情報通信産業の将 来像 を検 討す る必要がある。

そこで、郵政省では、6年12月 か ら 「21世紀 に向 けた新 しい情報通信産業の将来像研究会」を

開催 し、世界の情報通信戦略の調査や我が国の競争実態の検証 を行 うとともに、21世 紀 に向 けた

新 しい情報通信産業 の将 来像 を検討 して きたが、7年10月 、報告が取 りまとめ られた。 その概要

は次のア～ウの とお りであ る。

ア 新 しい情報通信産業の将来像

① マルチメデ ィアは、情報通信 インフラ、情報 受発信機 器 及びコンテン トの三つの要素か ら成
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り、 この三つの要素 に基づ いて、既存 の製造 ・サー ビス業が新事業 を創出 した り、新 しいネ ッ

トワー クビジネスが成長 した りす るこ とで、 多様 な新 しい事業が創出されてい くもの と予想 さ

れ る。

② 情報通信分野 にお いては、今後、異業種 の融合が展開 されてい くこ とが予想 され るが、融合

の形態には、例 えば通信事業者 とケーブル テレビ事業者の提携 といった情報通信 インフラの分

野内で の融合の ような、各要素内における 「水平的融合」 と、例 えば通信事業者 とコンテン ト

事業者 の提携 といった情報通信 インフラ とコンテン トの融合の ような、三つの要素間の 「垂直

的融合」の2通 りがあ る(第2-2-3図 参照)。

そして、 この ような異業種の融合 によって、ユーザーの高度なニー ズをよ り的確 に充足で き

る情報通信の実現が可能 になるもの と期待 され る。

第2-2-3図 水 平 的融 合 と垂 直 的融 合 の イ メー ジ

〔水平的融合〕三つの 各要素内における融合

(例)「 情 報通1、、インフラ」分野内の融合

通信 インフラ

(国内)牽 国際

⑧ 茸(璽)

(固定)蓉(匝)

放送 インフラ

@ 地上放送 衛星放送

〔弔直的融合〕三つの要素間にまたかる融合

(例)「 梢報通信インフラ」と 「コンテン ト」の融合

コ ンテ ン ト

情報 通信 インフラ

③ 情報通信 インフラを利用 した インターネ ッ トの よ うなユーザネ ッ トワー クの発展のた めに

は、情報通信 インフラが誰 に対 して もオープ ンで、使 いやす く、低廉な料金で提供 されること

が望 まれ る。 また、光 ファイバ網の整備が競争的 に行われるために も、情報通信 インフラ自体

の競争促進が重要 な課題 となっている。

イ 多元的な競争軸の形成 と独 占的地域通信網の取扱い

新事業の創 出、異業種の融合の進展が真 に市場のダイナ ミズムの創出につなが るためには、 ま

た、研究開発力や国際競争力の向上 のためには、多元的な経営主体が相互 に競争を行 うこ と、す

なわち、多元的 な競争軸の形成が必要で あ る。

しか し、独 占的な地域網の解消が、多元的な競争軸の形成の観点か ら、大 きな課題 となってい

る。

115一



第2章 情報通信政策の動向

ウ マルチメデ ィア時代の利用環境の創出

情報セキュ リティの確保、 ソフ ト流通の円滑化等、マルチ メデ ィア時代 の利用環境 を創出 して

い くことが必要であ り、行政 の果 たす役割 としては、民間への支援制度の充実、情報通信ユーザ

ー としての先導的役割
、競争促進政策の積極的 な展開等 の政策環境 の整備等 が挙げ られ る。

(5)知 的活動のネッ トワーキングに関する検討

大量消費 による物質的な豊かさの実現 という工業化の手法 につ いて、 その限界が指摘 されてい

る現在、 これを克服す るためには、個 人の知的活動が最大限に行われ るような社会の構築が課題

であ る。

そこで、郵政省で は、7年1月 か ら、「知的活動のネ ッ トワーキング に関す る研究会」を開催 し、

次代の高度情報通信社 会にお ける知的活動の最終的 な担 い手であ る個 人に注 目 し、個 人が能動的

に情報 を収集 ・分析 ・発信す るこ とで新 しい知見 を獲得 ・伝達 してい く活動 を知的活動 として と

らえなお し、 その活動が円滑 に行 われるための諸課題 や在 り方 につ いてネ ッ トワーク化の見地 か

ら調査 ・分析 してきたが、7年8月 、報告が取 りまとめ られた。本報告 にお ける主 な提 言は次の

ア～ ウの とお りであ る。

ア 知的活動 を展開する場のネッ トワーク化

ISDNの 学校等への敷設は、パ ソコン通信やインターネ ットへの高速のアクセスを可能 とす

るが、 その費用負担の増加 につ いて、 どの ような方策が採 り得 るか検討す ることが必要で ある。

学校等のネ ッ トワー ク化 を専門的観点か らサポー トす る資格制度の創設や人材育成 システムの

整備 を通 じた人材供給体制の一層の充実が図 られ るべ きで ある。

イ 知 的活動のツールへのアクセシビ リテ ィ

ネ ッ トワー クサービスへの より高速 なアクセス手段であ るISDNに ついて、選択料金等料金

の多様化 を積極的 に推進す ることが必要で ある。

ウ インターネッ トの利用促進のための環境整備

インターネ ッ トの ドメイン名の割 当て等の業務 を行 っている 「日本ネ ッ トワー ク ・インフォメ

ー ション ・センター(JPNIC)」 の安定的 な運営 のため
、 その運営体制の確立等 のインターネ

ッ トサービスの基盤整備が必要で ある。

暗号 ・認証技術 をはじめ電子取引 を円滑化す るための諸課題の解決 に向 け、検 討 ・実験 を進 め

る必要がある。

総括的 な管理 主体が存在 しないインターネ ッ トで は障害 ・ふ くそうに対応 した効率的なルー テ

ィングを行 うことが困難であ るこ とか ら、従来はエン ド ・トゥ ・エ ン ドのサー ビスを保証す るも

のではなかったが 今後幅広 い需要 にこた えるためには、エン ド ・トゥ ・エン ドのサー ビスにっ

いて も一定の高信頼性の確保が必要であ る。

(6)電 子情報 とネ ッ トワーク利用に関する検討

21世 紀 に向 けて情報通信基盤の整備 ・高度化が進 め られてい く中で、様々な情報のデータベ_

ス化、ネ ッ トワーク化が進み・情報 の自由な流通 と共有化が進んで きているが、情報通信基盤 の

恩恵を最大限 に享受す るためには・情報通信基盤 が安心 して利用で きる もので なければな らない。

そこで・郵政省で は・7年1月 か ら・「電子1青報 とネ ッ トワー ク利用 に関す る調査研究会」を開

催 し、個 人1青報 ・プ ライバ シーの保護 と電子情報の安全 ・信束頁1生確保 につ いて検討 を行って きた

が・7年8月 に報告が取 りまとめ られた・本報告 における主な提 言は次のア～イの とお りで あ る
。
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ア 個人情報 ・プライバ シーの保護

① 個 ノ晴 報の収集 ・利用に当たっては、収集 目的 を事 前に明確 にす るな どの適正化が必要であ

る。

② 暗号 ・認証技術の活用によ り、個ん1青報 の解読 を困難 とした り、個 ノ晴 報 を安全 に保存す る

ことが有効であ る。

③ 一般的 なプライバ シー保護 に関す る法律の制定が有効で ある。

④ 「自分の情報 は自分で管理 し、 自分で守 る」 とい う情報の 自己管理意識 を定着 させ るよう、

消費者啓発、情報 リテラシーのかん養 を進 めてい くこ とが必要であ る。

イ 電子情報の安全 ・信頼性の確保

① 暗号 ・認証技術 について、実験 を通 じて、標準化 や認証機関の設立等の制度の在 り方 につ い

て検討す るこ とが必要であ る。

② 電子情報 の安全 ・信頼1生の向上 に対応 した法制度 について検討を行い、EDI、EC及 びC

ALSの 普 及を促進 してい くことが必要であ る。

③ ネ ッ トワーク上 を流通す るコンテン トの在 り方について、霊充、麻薬等の違法 な取 引行為の掲

載等 を認 めないようなルール作 り、消費者保護 に資す るシステム設計 ・構築 につ いて検討す る

こ とが必要で ある。

(7)マ ルチメデ ィアに対応 した人材育成の在 り方に関す る検討

近年の情報通信分野の技術革新の進展等 によ り、企業活動等 において情報通信 の果 たす役割 は

ます ます重要 になってお り、情報通信 に関す る専門的な知識 と技能を有す る人材の育成が急務 と

なっている。

そこで、郵政省では、7年1月 か ら、マルチメディア時代 における人材育成の在 り方について

総合的かつ具体的 な指針 を策定す ることを目的 に、「マルチメデ ィアに対応 した人材育成の在 り方

に関す る調査研究会」 を開催 し、求 め られ る人材像及びこれに対応 した人材育成推進方策等 にっ

いて検討 を進 めて きたが、7年4月 、報告が取 りまとめ られた。

本報告 においては、求 め られ る人材像 として 「マルチメデ ィア技術者(仮 称)」 の概念 を検討 し

た上、 その育成のためのカ リキュラムの骨子 となる 「基本 カ リキュ ラム」の構成案 を提示す ると

ともに、次の ような人材育成推 進方策 を提言 している。

① 指導者の養成 ・再教育の実施や、研修の一環 として企業現場で の実習機会の提供 といった産

業界 との連携等 の人材育成体制の整備が必要で ある。

② 本人及び企業等 に とって、個 人の能 力を客観的 に判断す る評価基準 となるなどの効果がある

こ とか ら、任意資格 として、マルチメデ ィア技術者(仮 称)資 格制度を創設す るこ とが望 まれ

る。

③ ② の有資格者 に対 し、試験時以降の技術革新 に伴 い新 たに必要 となる知識 ・技能を具備 させ

るため、一定期間 ご との資格更新の要件 として再研修 を行 うな どの体制の整備 が望 まれる。

④ 国においては、様 々な関係者 との連携 ・協 力に努 め、 人材育成推進方策 を総合的 に展開す る

ことが重要であ る。

(8)「 第2次 情報通信改革」に向 けた規制緩和の推進

「第1次i青 報通信 改革」 と言 える昭和60年 の電気通信改革後10年 が経過 し
、我が国の情報通信

市場で は、活発な新規参入が行 われ るとともに、競争的な分野におけ る料金の大幅 な低廉 化が実

現す る一方、地域通信網 においてはNTTの 事実上 の独 占が継続 し、基本料金等の値上 げが行 わ
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れた。

郵政省 は、 このよ うな状況 を踏 まえ、8年1月 、競争の一層 の促 進を通 じて、情報通信市場 の

活1生化 と我が国の高 コス ト構造の是正 を図 るため、「第2次1青 報通信改革」の早期実現 に向 けて取

り組 む として、規制緩和の一層の推進 に向 け当面講ず る措置 を公表 した。

その中で は、電気通信事業 につ いて、①第一種 電気通信事業 のネ ッ トワー ク設備 に対す る公益

事業特権 付与の新 しい仕組みの確立 を条件 に、第一種電気通信事業の参入許可の基準 の一つで あ

る過剰設備防止条項の削除 を検討す るこ と、②現在認可制 となっている携帯 ・自動車電話、PH

S、 無線呼出 し等 の移動通信の料金 について、8年 度の事前届 出制への移行 を検討す るこ と等、

放送 について、有料放送市場 にお ける標準契約約款 の導入、有料放送料金 の事前届 出制への移行

について、8年 度中に検討す るこ と等が示 されてい る。

2NTTの 在り方について

(1)NTTの 在 り方につ いての検討の経緯

昭和57年7月 、臨時行政調査会の 「行政改革に関す る第三次答 申」において、電電公社 を活 力

を持つ、状況変化 に弾力的 に対応で きる事業体 とす る という基本的考 え方 に基づ き、5年 以 内に

中央会社 と複数の地方会社 に再編成す ること等が提言 された。

昭和60年4月 、電気通信制度の改革時 に、電電公社 は、NTTと して全国1社 体制で民営化 さ

れた。 この とき、民営化後5年 以内 にNTTの 在 り方 を見直す旨が、 日本電信電話株式会社法附

則 第2条 に規定された。

2年3月 の電気通信審議会答申 においては、NTTの 巨大 ・独 占性 の弊害 を除去す る ととも

に、電気通信市場 にお ける構造上 の問題(独 占的分野 と競争的分野の一体 的経営)を 解消 し、N

TTの 経営の向上 と公正有効競争の実現 を図 る観点か ら、①長距離通イ諜 務の分離 ②市 内通信

会社の再編成 は引 き続 き検討課題 とし、 当面1社 、③移動体通イ諜 務の分離等が提言 された。

そして、政府 は、電気通信審議 会答 申の精神 を生か し、2年3月 、事業部制の導入 ・徹底等 に

よる公正有効競争の促進、合理化 の推進等 によるNTTの 経営 の向上等 を内容 とす る 「日本電信

電話株式会社法附則第2条 に基づ き講ず る措置」(い わゆ る 「政府措置」)を決定 した。 この政府

措置で は、公正有効競争の促進、NTTの 経営 の向上等の措 置の結果 を踏 まえ、NTTの 在 り方

につ いて7年 度 に検討を行 い、結論 を得 るこ ととされた。

また、NTTの 在 り方 につ いて7年 度 に検討 を行 い、結論 を得 る旨を、7年 中に3度 にわた り

閣議決定 してお り、7年12月 には、行政 改革委員会か ら「規制緩和の推進 に関す る意見(第1次)」

が出 され、政府 として これを最大限尊重す るこ とを閣議決 定 した。

②NTTの 在 り方についての電気通信審議会答申

7年4月 、郵政大 臣は、電気通信審議会 に対 して、NTTの 在 り方 につ いて諮問を行 い、国民

利用者の利益 の増進 と情報通信産業の活i生化 を基本的視 点 として、約1年 間 にわた る総合的 ・多

角的な検討 を経 た後、8年2月 、「日本電信電話株式会社 の在 り方 につ いて一情報通信産業のダ イ

ナ ミズムの創出に向けて一」 と題 した答申を受 けた・ その概要 は次のア～カの とお りであ る。

ア 検討の視点

21世 紀 に向けて現在 の経済構 造、社会構造 を変革 してい くこ とが求 め られてい る中で、21世 紀
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の リーデ ィング産業 と期待 されている情報通信 について、昭和60年 の電電公社民営化、競争原理

の導入をは じめ とす る第1次 情報通信改革に次 ぐ第2次 情報通信改革が、国民利用者の利益の増

進及 び情報通信産業の活 性化 とい う視点か ら、不可欠 となっている。

情報通信分野 においては、1985年 前後 世界的に国営の事業体の民営化、競争原理の導 入を柱

とす る第1次 情報通信改革が行 われた ところであ るが、それ以降約10年 の節 目に当た り、世界各

国は、改めて第2次 情報通信改革 に取 り組みつつあ る。例 えば、米国 においては、1996年 電気通

筒 去の成立 によ り、競争 を更 に一層促進 しよ うとす る新 しい政策の展開が図 られつつあ り、競争

を導入あ るいは強化す ることによって、情報 通信改革 を進 めようとす る政策潮流 は世界的 な もの

となってい る。

イ 我が国の情報通信市場の現状 と課題

第!次 情報通信改革 による競争の導入による成果 として、多数の事業者の参入、競争分野の料

金の低廉化、サー ビスの多様化、料金体系の多様化等が挙 げ られ るが、一方で、今後の課題 とし

て、独 占的分野での料金低廉化、地域通信分野の競争促 進、公正有効競争の促進 、国際競争力の

向上、研究開発力の向上等が指摘 されている。

また、2年3月 のいわゆ る 「政府措置」につ いては、郵政省及びNTTは 、公正有効競争の促

進、NTTの 経営向上等 の措置の推進 ・実現 に努力 し、成果 を挙 げた もの もあ るが、構造的措置

を伴わない ものであった ことか ら、総合的に見れば不十分 な点が多い。

ウ 第2次 情報通信改革の姿

第2次 情報通信改革は、相互参入の促進、多様 なネッ トワー クの形成、地域の競争の促進、接

続の確保、国際競争力の向上、研究開発力の向上、NTTの ボ トルネ ック独 占の解消等 を通 じて

情報通信産業のダ イナ ミズムを創出 し、多様 なサー ビス、料金の低廉 化等 によ り、国民利用者 に

とって望 ましい情報通信 を実現す るこ とを目指 す ものであ る。

エNTTの 在 り方

(ア)NTTに 期待 され る役割

NTTに は、低廉 な料金 ・多様 なサー ビスの実現、公正有効競争条件の整備、接続の円滑化、

情報通信産業の国際競争力 ・研究開発力の向上、情報通信基盤整備への寄与等 につ いて、 その役

割が期待 されている。

(イ)NTTの 再編成の意義

ボ トルネ ック独 占解消 による競争の促進、国民利用者 に対す る低廉かつ多様 なサー ビスの実現、

強力な競争単位創出による国際競争力の向上 のために、NTTの 再編 成が必要であ る。

仮 に、NTTの 再編成 を行わない場合 には、 これ らの効果が期待で きないほか、①ボ トノレネ ッ

ク独 占の存続 によ りNTTの 経営効率化のインセンテ ィブが高 まらず、 また、公正有効競争上 の

問題が継続 し、 その結果、利用者へのサービス向上、料金低廉化への インセンティブが高 まらな

いなどの問題 が残 る、②非構造的措 置のみによる競争促進策 につ いては、 その実効1生に限界があ

るとともに、規制の時間 とコス トが大 き くな りかねないなどの問題があ る。

また、再編成 に際 しては、ユニバ ーサルサー ビスの確保、災害時 その他非常時の通信の確保、

利用者の利便 の確保及び再編成 に伴 う統合の利益の確保 につ いて考慮が必要であ る。

(ウ)再 編成の具体像

NTTの 経営形態 については、NTTの 潜在的 な力を全面的 に開花 させ得 る、 自由化 を目指 し

た体制 とす るこ と、多元的 な主体 による公正有効競争 を促進す る体制 とす るこ と等 を、再編 成の
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基本的視点 として、次の ような措 置を講ず るこ とが必要で ある。

① 現行NTTを 長距離通信会社 と東西2社 の地域通信会社 に再編成す る。

② 長距離通信会社 は完全民営化 を図 り、国際通信、CATV、 コンテン ト等の新規事業へ の参

入 を可能にす るとともに、地域通信分野への参入 も認め る。 さらに、現在 のエヌ ・テ ィ ・テ ィ

データ通信㈱、エヌ ・ティ ・ティ移動通信網㈱、エヌ ・ティ ・ティパー ソナル通信網各社 の株

式 を継承す る。

③ 地域通信会社 は、既存営業エ リア内において電話サー ビスをあ まね く提供 す るこ とを確保す

るた め特殊 会社 とす るが、地域通信市場 における競争の進展状況に応 じて、最終的 には完全民

営化 を目指す。地域通信会社 には、地域間の相互参入を認め、既存営業エ リア外での電話、C

ATV、 コンテン トその他の業務への参入は可能 とす るが、既存営業エ リア内においては、独

占力が行使 されるお それがあ るため、当面、長距離通信(エ リア内、エ リア発信)、 国際通信、

CATV、 コンテン ト等への参入は制限され る。

④ ① ～③の措置は、株主、債権者の権利確保 に十分配慮 しつつ行 う。

⑤ 再編成の時期 は、10年 度中を目途 とす る。

オKDDの 在 り方

KDDに つ いては、国際通信専業の特殊法人 として、ユニバーサルサービスの確保、緊急時 に

おける国際通信の確保、国際情報通信基盤 の整備 といった重要 な役割 を果た して きたが、国際通

信分野 における世界的連携、国内 ・国際間の相互参 入の進展、国際 通信分野の一層の競争の進展

等の国際通信市場をめぐる環境 変化 を踏 まえ、次の ような措置 を講ず ることが必要で ある。

①NTTの 再編成 に先立 ち、早期 に国内通イ諜 務 の提供 を認 める。

② 国際電信電話株式会社法 については、KDD以 外の事業者 によ りKDDに そん色の ない対地

が安定的 に確保 された段階で、廃止す る方向で検討 を行 う。

力 政府の役割

(ア)規 制緩和の推進

情報通信産業のダ イナ ミズムを創出す るためには、第2次1青 報通信改革 に向 け、社会経済i青勢

の変化や急速 な技術革新 を踏 まえ、上記工、オで述べた措置 を着実 に実施す るとともに、社会1青

勢の変化や急速 な技術革新 を踏 まえ、積極的 に規制緩和を推進 してい くことが望 まれ る。

電気通信分野 においては、透明性 の確保 に十分配慮 しつつ、事業者 のお う盛 な事業意欲 を促 す

べ く、①参入規制、②料金規制、③専用線 の利用 自由化、④外資規制等 において、積極的 に規制

緩和 を推進 してい くこ とが必要で ある。なお、規制緩和 を進 め るに当たっては、市場支配 力の濫

用を防止 し、公正有効競争の確保 と消費者 の保護 を図 るな どの観点か ら、支配的事業者 に対 して

は、 いわゆ る非対称規制 を導入す るこ とを検討すべ きで あるが これにつ いて も、競争の進展状

況 に応 じ緩和 し、最終的 には廃止すべ きで ある。

また、情報通信 インフラ整備 の円滑化を図 るため、土地等利用関係 の諸規制の見直 しを進 める

とともに、社会の幅広 い分野 において、情報通信の高度利用が期待 され る分野の諸制度の見直 し

を積極的 に推進す るこ とが必要で ある。

(イ)接 続 に関する政策の推進

現在の接続 に関す る制度 は・事業者間で接続の可否及び条件 を協議 し、合意が成立すれば接続

が実現す る仕組み となっている。

しか し、NTT地 域通信網の ように、他事業者 に とって当該ネ ッ トワー クへの接続が不 可欠な
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設備の場合、電気通信事業者全体のサービス多様化の実現や料金の低廉化の観点 か ら、 この設備

との多様 な接続が合理的かつ無差別な条件 によ り迅速 に実現 す ることが不 可欠で ある。

したがって、事業者 間の協議 に委ね る現行の制度を改め、NTT地 域通信網等の一定の市場 シ

ェアを有 し不可欠な設備 を有す る事業者 と他の事業 者 との接続 に関す る基 本的ルールを策定す る

とともに、ルール遵守の実効1生を担保す る観点か ら必要 な措置 を講ず る必要があ る。

(3)政 府決定にっいて

8年3月 、閣議決定 された規制緩和推進計画の改定において、NTTの 在 り方については次の

とお り定め られた。

「NTTの 在 り方 については
、現在の情報通信の国際市場 をめぐる情勢、国内における競争状

態 を とりま く環境 に留意すれば、早急 に措置すべ き重要課題であ るが、7年 度内に結論 を得 るこ

とは困難であ る。

したがって、本件 については、電気通信審議会の答申の趣 旨に沿って、関係者の十分 な意見 も

聴取 しつつ、規制緩和 と、接続関係 の円滑化 を積極的 に推進す るとともに、次期通常国会に向 け

て結論 を得 るこ とがで きるよう引 き続 き検討 を進め る。」

3地 域情報化施策の推進

(1)テ レ トピア構想の推進

テレ トピア構想 は、ケーブル テレビ、 ビデオテックス、データ通信等のメデ ィアを活用 して地

域の情報化 を促進 し、地域社会の活1生化を図 るこ とを目的 として昭和58年 に提唱 された構想であ

る。

支援措置 としては、事業主体 に対す る日本開発銀行等 か らの無利子融資及び低刑 融資並びに民

問企業 に対す る税制の特例措置(指 定地域 において債務保証、利子補給等 を行 う公益 去人(テ レ

トピア基金)に 対 して出 えん した場合の損金算入)等 が講 じられている。

7年 度 においては、鹿沼市(栃 木県)、 足立区(東 京都)、 北区(東 京都)、 品川区(東 京都)、 三

鷹市(東 京都)、 長野市、新川広域 圏 〔魚津市、黒部市、宇奈月町、入善町、朝 日町〕(富 山県)、

豊橋市(愛 知県)、 京都市、豊中市(大 阪府)、 泉州4市3町 広域行政圏 〔貝塚市、泉佐野市、泉

南市、阪南市、熊取町、 田尻町、岬町〕(大 阪府)、 東広島市(広 島県)、 周南地 区広域市町村 圏

〔徳山市、下松 市、光市、新南陽市、大和町、田布施町、熊毛町、鹿野町〕(山 口県)及 び須崎市

(高知県)の14地 域 が新たにテレ トピア構想モデル地域 として指 定され(第2-2-4表 参照)、

8年3月 末現在、149地 域がモデル地域 に指 定されている。

第2-2-4表 テレ トピア追加指定地域の計画概要

地域名

鹿沼市
(栃木県〉

テーマ(理 念)

人と自然 が彩 る

「風景のある住

み よい まち」

タイプ
コミュニティタウン型

福 祉 ・医 療 型

観 光 ・レ刎 工一ション

型

構築予定システム
行 政サービス情 報 システム

コミュニティ映 像情 報 提 供

システム

図書 館情 報 ネットワークシス

テム

緊急 通 報システム

観 光 情 報提 供 システム

主なメデ ィア
テ㌧ タ通 信

CATV

テ㌧ タ通 信

無 線 、多 機 能電 話 、FAX

ハ.ソコン通 信

12圏_
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地域名
足立区
(東京都)

北区

(東京都)

品川区
(東京都)

(東京都)

長野

(長野県)

新川広域圏

〔魚津市 、黒

部市、宇奈月

町、入善 町、

朝 日町〕

(富山県)

テーマ 理念)

情報 アメニテ ィ
ー都市の実現

地,情 報の同又
化が築 く快適地
域社会の実現

区民一人ひと り

が活 き活 きと し、

充実 した生活 を

お くるまち

楠 艮通信 の

整備 と情報通信

システムの活用 によ

り、

○豊 かで快適 な
生活社会の地域

的実現

○地域社 会の活

性化 による 『活

力ある三鷹』の

実現

○新 しいコ ミュ
ニテ ィの形成 ・

創造

をめ ざす。

21世紀に花ひら

く高度情報先進
都市長野

地域 ・住民 の交

流 による新 しい

新川圏域づ くり

タイプ
コミュニティタウン型

福祉 ・医療型

都市 問題 解 決 型

観 光 ・レクリエーション

型

都 問題解消型

福 祉 ・医 療 型

コミュニティタウン型

云統地,

コミュニティタウン型

型

都市問題解消型

福祉 ・医療型
コミュニティタウン型

福祉 ・医療型

都市問題解消型

観 光 ・レクリエーション

型

コミュニティタウン型

観 光 ・レクリエーション

型

都市問題解消型

福祉 ・医療型
コミュニティタウン型

福祉 ・医療型
都市問題解消型

構築予定システム
タウン↑青 システム

生 涯 学 習 情 報 システム

図 書 館 情 報 システム

保健 ・福祉 総 合相 談

システム

新 防 災センターシステム

文化 ・スホ.一ツ施 設 管 理

予約 システム

防災情 システム

福祉TV電 話システム

生涯学習支援システム

地域情報システム

中小 企 総 己'シ ス

テム

公 共 施 設 ・案 内予 約

システム

品 川 歴 史館 歴 史 情 報

提 供 システム
ハ.ソコン通信 システム

品 川 図書 館 ネットワークシス

テム

音 声 ・ファックス情 報提 供

システム

映 像 情 報提 供 システム

地 図 情 報提 供 システム

リサイクル情 報提 供 システム

健康 管理システム
三 、.、総 自行 政 情

システム

生 涯学 習 システム

公共施設予約システム

地域映像システム

市民総合か ドシステム
地域安全情報システム

スホ㌧ ツ支援 システム

β 情'艮 システム

生 涯学 習 システム

交 通 情 報 システム

駐 車 場1青 幸艮システム

積 雪 ・凍結 対 策 システム

防 災情 報 システム

医 療 ネットワークシステム

新川地域情報ネットワーク

システム

防災情報 緊急通報シス
テム

行 政サービス情報システム

生涯学習情報 システム

主 なメデ ィア

CATV

CATV、 ハ.ソコン通 信

ハ.ソコン通 信

テ㌧ タ通 信 、ハ.ソコン通 信

無 線 、ハ.ソコン通 信 、CATV

キャプ テン、ハ.ソコン通 信

CATV

CATV

テ㌧ タ通 信 、ハ.ソコン通 信 、CATV

ハ.ソコン通 信 、CATV、FAX

ハ.ソコン通 信 、CAIV、FAX、 インターネット

開放端末、CATV

開放端末

ハ.ソコン通 信 、 インターネット

開 放 端 末 、テ㌔ タ通 信 、ハ.ソコン通 信

電話 、FAX

CATV

開 放 端 末

電 話 、 開放 端 末 、 ハ.ソコン通 信 、

FAX

開 放 端 末 、テ㌧ タ通 信

デ ータ通 信

テ"汐 通 信 、 ハ.ソコン通 信 、CATV、

VOD

テ"一タ通 信 、 ハ.ソコン通 信 、CATv

CATV

ICカード

CATV、 テ"一タ通 信 、 防 災 無線 、

電 子 掲 示 板

ICカ ード 、 テ"一タ通 信

VOD、 ハ.ソコン通信 、 日戸FAX 、

双 方 向CATV、 コミュニティ放 送 、

大 型映 像 装 置 、テ㌧ タ通 信

VOD、 ハ.ソコン通 信

VOD、 ハ.ソコン通 信 、デ ータ通 信

VOD、 ハoソコン通 信 、テ㌧ タ通 信

ハ.ソコン通 信 、テ㌧ タ通 信

VOD、 ハ.ソコン通 信 、テ㌧ タ通 信

ハ.ソコン通 信
、 音 声FAX

インターネット、 ハ.ソコン通 信

防 災無 線 、テ㌧ タ通 信 、 多機 能

電 話

テ㌧ タ通 信 、インターネット、ハ.ソコン通 信

ハ.ソコン通 信 、 テ㌧ タ通 信 、FAX
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地域名
豊二橋

(愛知県)

京都市
(京都府)

豊中

(大阪府)

7艸43町

広域行政圏

〔貝塚市、泉

佐野市、泉南

市 、阪南市、熊

取 町、田尻町、

岬町〕

(大阪府)

東広島市
(広島県)

周 地区広 或

市 町村圏

〔徳山市、下

松市 、光市、新

南 陽市、大和

町、田布施町

、熊毛町、鹿

野町〕

(山口県)

須崎市
(高知県)

テーマ 理念)

情 ・との共生 に
よる豊かで住み

よい まちづ くり

情報通信基盤 を

整備 し、情報通

信システムを活用 し
て、多彩 なストック

を生か した 「21

世紀の文化首都

京都」
っ とコ ミュニ

ケーシ ョン

出会いの ひろが

る情報都市 とよ

なか

侑 最通信 システ
ムを活用 して、

情報が行 き交い

、海 と緑 に囲 ま

れた世界 にはば

た くりん くう都

市 一関西国際空

港 と地域社会の

調和あ る発展 を
め ざして 一

人間と自然の調
和のとれた学園
都市

ゆ とり る豊 か

な生活環境 と都

市 の賑わいを創
出す る情報交流

圏

「テ レポ リス周

南」

活力とふれあい
の海洋都市

タイプ
コミュニティ舛 ン型

福祉 ・医療型

都 市 問題 解 消 型

観 光 ・レクリエーション

型

コミュニティタウン型

観 光 ・レ列 工一ション

型

コミュニティタウン型

都市問題解消型

観光 ル 列工一ション
型
コミュニティタウン型

福祉 ・医療型

都市問題解消型

観 光 ・レクリエーション

型

物流 ・商流型

コミュニティタウン型

福 祉 ・医療 型

コミュニティタウン型

福祉 ・医療型

都市問題解消型

観 光 ・レクリエーション

型
コミュニティタウン型

福祉 ・医 療 型

伝統地域産業型
先進農業型

都市問題解消型
物流 ・商流型

構木予定 システム
生 涯 学 習情 報システム

教 育 支 援 システム

行 政 情 報 システム

保 健 ・医 療 ・福祉 シス

テム

地 域 防 災システム

タウン情 報 システム

映像文化情 報システム
スポーツ情 報システム

生 涯学習情 報システム

観光文化情 報システム

生活情報システム

地域映像情 報システム

防災情報提 供システム
スポーッ施 設案内予

約 システム

生1情 システム

行政 ・図書館情報シス
テム

緊急通報サービスシステム

広域防災緊急通報シス

テム

観光情報システム
スホ㌧ツ施設案内 ・予

約システム
空港情報案内サーピス

システム

総 合行 政サービ スシステム

コミュニティシステム

学 習 支 援 システム

保 健 福 祉 支援 システム

周 生1情 艮システム

図書 館 総 合情 報 ネソト

ワークシステム

コミュニティ放 送 システム

保 健 ・福祉 ・医 療 情

報 システム

緊急 通 報システム

防 災情 報システム

駐 車 場 案 内システム

観 光 ・レクリェーション情 報

システム

安全快適な街づ くり
システム

海 洋 ロマン都市 づ く りシ

ステム

活力ある地場産業シス
テム

潤いあ る市民生活シス
テム

主 なメデ ィア

デ ータ通 信 、 ハ.ソコン通 信 、 電 話

テ"一タ通 信 、 ハ.ソコン通 信

テ㌧ タ通 信 、 ハ.ソコン通 信 、 電 話

テ㌧ タ通 信 、 電 話

無 線 、CATV、 コミュニティ放 送

テ㌧ タ通 信 、CAT>、 コミュニティ放 送 、

ハ.ソコン通 信

CATV

テ㌧ タ通 信

テ㌧タ通 信

データ通 信

CATV、 公 衆 回線

双 方 向CATV

CATV、 地 域 防 災無 線 、公 衆 回線

公 衆 回線 、FAX、 ハ.ソコン通信 、

CATV

双 方 口CATV、 ハ.ソコン通 信

LAN、 ハ.ソコン通 信

電 話

CATV、FAX、 電 話 、無 線

CATV

ハ.ソコン通 信 、FAX、 電 話

CATV

テ"一タ通 信 、FAX

CATV

テ㌧ タ通 信 、 ハ。ソコン通 信

テ"一タ通 信 、FAX、ICカ ード

ハ.ソコン通 信

ハ.ソコン通 信

CATV

ハ.ソコン通 信

無線、電話

無線

電子掲示板
ハ.ソコン通信

CATV、 ノ、イピ シ"ヨ ン、 ハ.ソ コン通 信

ハ.ソコン通 信 、CATV、 テ"一樋 信

テ"一タ通 信 、CATV、FAX、 ハ.ソコン

通 信

テ㌧ タ通 信 、FAX、 防 災 無 線
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(2)民 活法施設整備事業の推進

昭和61年 に施行 された 「民間事業者の能力の活用 による特 定施設の整備 の促進 に関す る臨時措

置法(民 活法)」 は、民間事業者の能力を活用 して経済社会の基盤 の充実 に資す る特 定施設の整備

を図 ることによ り、内需の着実 な拡大 と地域社会の活1生化等 に寄与す るこ とを 目的 とした法律で

あ り、支援措 置 としては、事業主体 に対す る日本開発銀行等か らの無利子融資及び低利融資並 び

に税制の特例措置(特 別償却、不動産取得税等の減 免)等 が講 じられている。

郵政 省が所管す る特定施設 としては、① テレコム ・リサーチパ ーク(電 気通信研究開発促進施

設)、 ② テレコムプ ラザ(電 気通信高度化基盤施設(映 像 ソフ ト交流促進施設 を含 む。))、③ マル チ

・メデ ィア ・タワー(多 目的電波利用基盤 施設)
、④ テレポー ト(衛 星通信高度化基盤施 設)及 び

これ と一体的 に設置 され るインテ リジェン トビル(特 定高度情報化建築物) 、⑤特定電気通信基盤

施設及 びこれ と一体的 に設置 され るインテリジェン トビルの5類 型があ る。

民活法 は、8年5月 末 までの時限立法であったが、7年9月 の経済対策 において、経済構造改

革の一層の推進 を図 るため、純粋民間事業者 に対す る支援 を強化す る とされた こと等 を受 けて、

同法の一部改正 が行われ、7年11月 施行 された。

この改正 によ り、同法の期限が10年 間延長 される とともに、民活法施設整備事業の支援措置の

拡充が行われた。

具体的には、一般会計か らの出資金 によ り通信 ・放送機構 の中に基金 を創設 し、 日本開発銀行

等が郵政省所管の特定施設を整備す る純粋民間事業者 に社会資本整備特別措置法 に基づ くNTT

-C'融 資 を行 う場合 に
、 当該基 金の運用益 を財源 として通信 ・放送機構 が同行等 に対 して最大

0.5%の 利子補給 を行 う制度が追加 された(第2-2-5図 参 照)。

第2-2-5図 民活法施設整備事業の支援拡充

〈制 度 の スキ ー ム 〉

般 会 計

出資

通 信 ・放 送機 構

特別 通信 ・放送基盤 施設

整備基金

運 用 益

無

利

子

融

資

補

助

金

財

投

出

融

資

税

制

措

置

低

利

融

資

利子補給金
▼ ▼ ▼ ▼ ▼

目 本 開 発 銀 行 等
低 利 融 資 一〇.5%

民 活 法 施 設 事 業 者
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7年 度 にお いては、郵政省所管 の特 定

疑聯1驚 禦繍 繍 類 嚢㌃ 一

欝綴灘羅
横須賀 リサーチパ ーク(YRP)全 体 イメージ

(3)電 気通信格差是正事業の推進

電話やテレビジ ョン放送等 の情報通信は報道 ・教養 ・娯楽等 の分野で生活に密着 した情報の入

手 ・発信手段 として 日常生活 に不可欠の もの になってい るが、過疎地域、離 島等 を中心 に携帯 ・

自動車電話 の利用で きない地域、民間 テレビジョン放送が1波 も受信で きない地域、民放中波 ラ

ジオが良好 に受信で きない地域等が存在 している。

そこで、このような地域 と他地域間 に存在す る情報格差 をな くすため、3年 度か ら公共投資 とし

て 「電気通信格差是正事業」が実施 されてお り、国は地方公共団体等が行 う事業 に対 して、施設

整備 に要す る経費 について、事業内容等 に応 じて、経費の4分 の1又 は3分 の1を 補助 している。

7年 度 にお いては、「地域 ・生活 情報通信基盤高度化事業」、「移動通信用鉄塔施設整備事業」、

「民放 テレビ放送難視聴解消事業」、「小笠原地区 テレビ放送難視聴解消事業」、「民放 中波 ラジオ放

送受信障害解消事業」及び 「都市受信障害解消事業」の6事 業 を実施 した ところで あ り、 この う

ち、「小笠原地区テレビ放送難i視聴解消事業」 は7年 度で終 了 した。

8年 度 は、「移動通信用鉄塔施設整備事業」について、対象地域 に半島振興対策実施地域、振興

山村、特 定農山村 及び豪雪地帯 を追加 し、また、「沖縄県南 ・北大東地区 テレビ放送難視聴解消事

業」 を新 たに実施す ることとしている(第2-2-6表 参照)。

(4)地 方拠点都市地域の整備の推進

4年8月 に施行 された 「地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進 に関す る法

律」によ り、8年3月 末現在、85地 域が地方拠点都市地域 として指定されている。郵政省 として

も、電気通信 の高度化 による地方拠点都市地域の整備 を促進 してい くこととしてお り、次の よう

な支援措置が講 じられている。

① テレビ会議 高速データ通信等の大容量の電気通信 を行 うための機能 を備 えた中核的施設(サ

テ ライ トビジネ スセ ンター)の 整備 を行 う第三セクターに対す る、通信 ・放送機 構か らの出資

及び日本開発銀行等か らの無利子融資

② 情報通信サー ビス提供 関連施設等の整備 を行 う民間事業者 に対す る日本開発銀 行等か らの低

利融資

③ 産業業務施設(電 気通イ諜 、放送業 に係 る事務所及び研究所 を含む。)に 係 る税制特例

④ 地方拠点都市地域の電気通信の高度化の促進 のための調査研究
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一 第2章 情報通信政策の動向

第2-2-6表8年 度電気通信格差是正事業

項 目

地域 ・生活情報通信基盤高度

化事業

移動通信用鉄塔施設整備事業

民放テレビ放送難視聴解消事

業

民放中波ラジオ放送受信障害

解消事業

都市受信障害解消事業

沖縄県南 ・北大東地区テレビ

放送難視聴解消事業

目 的

公共分野における情報通信の利活用方法の開発 ・普及を図るための施

設整備を進めることにより、情報通信基盤整備の促進を図る。

携帯 ・自動車電話等の移動通信サービスを全国どこでも使えるように

するため、移動通信用鉄塔施設を整備する地方公共団体等に対 して、

その設備経費の一部を補助する。

民放テレビ放送の難視聴を解消するため、民放テレビ放送中継施設及

び民放テレビ放送共同受信施設を整備する者を助成する地方公共団体

等に対 して、その経費の一部を補助する。

民放中波ラジオ放送の受信障害を解消するため、民放中波 ラジオ放送

施設を整備する者を助成する地方公共団体に対 してその経費の一部を

補助する。

テレビジョン放送の受信障害のうち、その原因となる建築物その他の

工作物を特定できない受信障害の解消を図るための有線テレビジョン

放送施設に係る施設及び設備 を設置する地方公共団体に対 し、その経

費の一部を補助する。

沖縄県南 ・北大東地区における地上系テレビ放送の難視聴を解消する

ため、放送番組受信用衛星回線施設及びテレビ放送中継施設を整備す

る沖縄県に対 して、その経費の一部を補助する。

(5)人 材研修事業の推進

3年6月 に施行 された 「電気通信基盤充実臨時措置法」に基づ き、通信 ・放送分野の技術等 の

研修 ・実習の実施、電気通信 システムの設計又は放送番組の制作の実践指導等 を内容 とす る人材

研修事業が推進 されている。

支援措置 としては、通信 ・放送機構 か らの出資、 日本開発銀行等か らの無利子融資、税制 の特

例措置(同 事業 を行 う公益法人に対 して、民間企業が出 えん した場合の損金算入等)等 が講 じら

れてお り、㈱北海道 テレコムセンター、㈱北陸 メデ ィアセンター及び㈱神奈川 メデ ィアセンター

の人材研修事業の実施計 画が認定 されてい る。

(6)地 域 ・生活情 報通信基盤 高度 化事業の推進

21世 紀の高度1青報通信社会の実現 に向けた高度 な情報通信基盤の整備 に当たっては、光 ファイ

バ網の整備 とともに、 その優れた機能 を生か した具体的な利用方法の開発 ・普及が必要であ る。

特 に、立 ち上が り時期 においては、公共分 野 にお ける高度なネ ッ トワークインフラの利用 を積極

的に促進 し、①高度な情報通信ネ ッ トワー クの全国的 に公平 な利用の確保、②企業等 の民間分野

にお ける需要の喚起等 を図ってい くことが必要で ある。

この ような観 点か ら、「電気通信格差是正事業」の一環 として、6年度か ら新た な公共投資 によ る

情報通信基盤の整備 の施策 としての「地域 ・生活 情報通信基盤高度化事業」が積 極的 に推進 されて

いる。

本事業 は、地方公共団体等が高度 なネ ッ トワークインフラを利用 して公的サー ビスを提供 す る

ための先導的な施設整備 を支援 す るもので、 自治体ネ ッ トワー ク、 テレワー クセンター、新世代

地域 ケーブル テレビ及び情報還流促進 センターの4種 類 の情 報通信基盤施 設の整備 を行っ てい

る ところであ る(第2-2-7表 参照)。
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第2節 様々な情報通信政策の展開

第2-2-7表8年 度地域 ・生活情報通信基盤高度化事業

項 目

自治体 ネ ッ トワー ク

テ レ ワー クセ ン ター

新世代地域ケーブル

テ レビ

田園型

都市型

情報還流促進 セ ンター

対象地域
地方の発展の拠点 と

なるべ き地域

情報通信の活用によ

る新たな雇用機会の

創出効果あるいは環

境保全効果の期待で

きる地域

過疎地域、辺地、離

島、半島振興対策実

施地域、振興山村又

は豪雪地帯

過疎地域、辺地、離

島、半島振興対策実

施地域、振興山村及

び豪雪地帯を除 く地

域

情報が著しく集中 し

ている地域

施設概要

地域情報センターを整備

①映像ライブラリー装置

②送受信装置

③構内伝送路

④センター施設
テ レ ワー クセ ン ター を整 備

①センター施設

②構内伝送路

③外構施設

④電源設備

⑤監視装置

⑥用地取得費 ・道路費等

自主放送を行うケーブルテ

レビを整備

①受信施設

②センター施設

③伝送路施設

既設のケーブルテ レビの伝

送路の増設

高度 なアプリケーシ ョンの

提供 を行 う高度なケーブル

テ レビを整備

情報還流促進センターを整

備

①蓄積型中継伝送装置

②構内伝送路

③センター施設

事業主体

都道府県

市町村

市町村

市町村

第三セ クター

第三セ クター

公益法人

補助率
1/3

1/3

1/3

1/4

!/4

1/3

7年 度 においては、 自治体ネ ットワー クについては、長野市、浜松市(静 岡県)、 岡崎市(愛 知

県)、 大垣市(岐 阜県)、 長洲町(熊 本県)及 び大分県の6事 業、テレワークセンターにっいては、

阿蘇 町(熊 本県)の1事 業、新世代地域 ケーブル テレビ(田 園型)に つ いては、三沢市(青 森県)、

米沢市 ・南陽市 ・高 畠町(山 形県)、 氷見市(富 山県)、 福井市、上野市(三 重県)、 飯南町(三 重

県)及 び弓削町(愛 媛県)の7事 業、新世代地域 ケーブルテレビ(都 市型)に ついては、茅 ヶ崎

市(神 奈川県)の1事 業、情報還流促進 センターについては、東京都 の!事 業が行われ、合計で

約30億4千 万円の補助金が交付 された。

(7)テ レワークの推進

ア テレワークセンターに関する検討

高齢社会の到来、東京一極集 中等の諸課題 を解決す る上で、情報通信 を活用 して仕事 を行 うテ

レワーク及びテレワークが行 われ る施設であ るテレワークセンターの重要i生はます ます高 まるも

の と考 えられ る。

そこで、郵政 省で は、6年4月 か ら 「テレワークセンター研究会」を開催 し、 テレワー クセン

ター事業の普及促進のための環境整備 の在 り方等 につ いて検討 を行ってきたが、7年4月 、報告
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一 第2章 情報通信政策の動向

テレコムタウン構想は、広域情報圏の中枢 酵 づ/

'中核都市の開発拠 点に・高度な龍 通信基盤 ㌔ 諸 曜

皇搬 猫製儲 辮 膿 織 欝 ・'、團r
け ノダ

提 唱された構想であ る。 藩'1禦

性 に応 じたビション作 りを行 うため、研究会 を ＼

毎年2～3地 域で開催 してお り、7年 度 は、石 鷺

巻市(宮 城 県)、 下関市(山 口県)及 び久留米市

(福岡県)の3地 域で開催 した。 づr

また、7年 度 においては、テレコムタウン構

想 に基づ く事業化第一号プ ロジェク トとして、

が取 りまとめ られた。本報告の概要は次の(アトイィ)のとお りであ る。

励 田園型テレワークセンターの整備 ・運営 に関す る課題 と指針

テレワー クセンターは、 その 目的 ・効果 によ り、都市型、田園型及び災害対策型の三つ に分類

す るこ とが可能であ る。中で も、労働力の域外流出の問題 を抱 える地方 において、地方公共団体

等の公的部門が主体 となって労働の場所を提供す る ものであ る田園型 テレワークセンター につ い

ては、多 くの地方公共団体が、「雇用機会の創出」とい う地域課題 を解決す る新たな手段 として大

きな関心 を寄せている。

その設立 に当たっては、 まず当該地域 にお けるテレワー クセンター事業の意義 を明確 に し、 こ

れを踏 まえ、事業内容、人材の確保 ・育成、施設 ・設備 の整備、資金の確保、需要の創出等 につ

いて十分な検討を行 う必要があ る。 また、 その立 ち上 が り期 においては、関係地方公共 団体 をは

じめ とす る公的部門による側面支援が必要不可欠で ある。

(イ)国 における環境整備方策

テレワークセンター事業の環境整備 を図 る観点か ら、国 においては、公共的サー ビス分野への

導入促進、公共的施設 とテレワー クセ ンターの併設の促進、 テレワークセンター施 設への加入者

系光 ファイバ網 の先行的整備、 テレワークセンター問の連携等 につ いて、所要の施策 の展開を図

るべ きで あ る。

イ テレワーク推進会議の開催

テレワー クは、通勤負担 を軽減 し、労働者 に とってメ リッ トのあ る柔軟 な働 き方 を実現す る と同

時 に、雇用機会の拡大 に資す ると考 えられ、豊かでゆ とりある社会の実現 のため有効 な役割 を果

たす もの として、普及への期待が高 まって いるが、その一 方で、テレワー クの幅広 い普及のた めに

は様 々な課題 を克服することが必要で ある。

そこで、テレワークに関す る現状及 び課題 を適切 に把握 し、コンセンサ スの形成 を図 りつつ テレワ

ークの普及促進 を図 るこ とを目的 として
、8年2月 か ら、郵政省、労働省及び テレワー クに関心 を

持っ企業等 によ り構戒 され る「テレワーク推進会議1が 開催 された。本会議 で は、テ レワー クの現状

把握 、テレワーク普及支援策 の検討等 を行 い、8年11月 に最終報告が取 りまとめ られ る予定で あ る。

(8)テ レコム タウン構想の推進

鐵遜螺　 　 灘
鎌
助

厚木 テ レコムタウン

畿.
＼漕

,

厚木 テレコムタウンにおいて・地区内内線交換サー ビス、各種施 設管理サー ビス等 の提供 を行 う

厚木 テレコムパー クが7年9月 に竣工 し、7年10月 か ら運用 を開始 した。
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第2節 様々な情報通信政策の展開■■■■

(9)地 域情報化ア ドバイザー制度

テレコムタウン構想をはじめ とす る地域i青報化施策全般 を支援 す る団体 として、昭和63年 に設

立 された情報基盤協議会 によ り、7年1月 か ら 「地域1青報化ア ドバ イザー制度(愛 称:テ レパ イ

ロッ ト)」が運用 されてい る。

本制度は、地方公共団体等 による地域情報化 の取組 を支援 す るため、 その推進過程 にお ける諸

課題 の解決 について適切 な助 言を行 うことので きる有識者 を派遣す るもので、ア ドバイザー は、

地域 の情報化 を推進す る地方公共団体等 に対 して、情報化計画の策定か ら各種サー ビスの構築 ・

運用 に至 る幅広 い助言 を行ってお り、7年 度は24か 所 に派遣 された。

4生 活者・消費者重視の情報通信政策

(1)電 気通信 と消費者保護 に関する検討

情報通信分野 においては、電気通信事業者間の競争の進展、技術革新等 によって、一層高度化

・多様化 したサー ビスが提 供されるようになって きてお り、消費者利益の増進 につながっている

が、一方で、消費者が必ず しも適切 な選択が行 えな くなって きている面があ る。

そこで、郵政省で は、7年2月 か ら 「電気通信 と消費者保護 に関する研究会」を開催 し、消費

者保護の観点か ら、今後i青報通信分野 において問題 となる主 な検討課題 を抽 出 し、各課題 に対す

る今後の検討の方向1生を探 ってきたが、7年8月 、報告が取 りまとめ られた。本報告にお ける主

な提言 は次のア～エの とお りであ る。

ア 消費者取引の適正化

電話 による勧誘 につ いては、勧誘者の匿名性 ・覆面性等の電話 とい うメデ ィアの特性 に着 目す

る とともに、最近 の自動電話発信 システムや事前録音音声 を使 った勧誘等 も考慮 に入れて、今後

勧誘の時間制限等の総合的 な対策 について、立法的 な対応 を含めて検討 してい く必要があ る。

イ 消費者志向体制の確立

消費者への情報提 供の在 り方 につ いては、消費者保護及び公正競争の確保の観 点か ら、郵政省、

㈱電気通信事業者協会等が中心 となって、広告表示の方法、料金請求書の表示方法等 に関 してガ

イ ドラインを策定す るこ とを検討す る必要があ る。

苦i青処理 ・相談体制 につ いては、消費者関係機 関及び電気通信事業者 との連携強化、消費者団

体 との定期的 な連絡会の創設、苦 晴処理手続の透明化等 について検討す る必要があ る。

ウ プライバ シーの保護

最近の状況の変化、諸外国の状況及 びCD-ROM化 の利点 を考 えると、今後 電話帳 のCD

-ROM化 の実現 に向 けて検討す るこ とが必要であ るが、加入者への同意等のプライバ シー保護

への配慮 につ いて更 に検討す る必要がある。

発信電話番号通知サービスについては、8年 度 に実施予定の試験サービスの利用動 向等 も踏 ま

え、プライバ シー保護の観点か ら、サー ビス内容及び通知 された発信電話番号の二次利用問題 に

つ いて検討す る必要があ る。

工 公然性 を有 する通信への対応

パ ソコン通信 における電子掲示板等、不特定多数の相手方 を対象 とした「公然1生を有す る通信 」

において、虚偽1青報、 わいせつ情報等 を掲載す るこ とについては、情報 内容が社会的な影響 力を
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有 していることか ら、諸外国の状況 も踏 まえて、何 らかのルール作 りの必要1生について検 討す る

ことが求 め られ る。

(2)電 気通信利用の適正化に関す る法制度の検討

現在、電話勧誘 については、消費者の苦1青等が多 く、社会問題 となっている状況 にあ り、郵政

省では、7年10月 か ら 「電気通信利用の適正化 に関す る法制度研究会」を開催 し、電気通信利用

の適正化 を図 るための方策の在 り方につ いて法的側面か ら検討 を行って きたが、7年12月 、報告

が取 りまとめ られた。 その概要は次のア～イの とお りであ る。

ア 電話勧誘 によ る被害の要因 とその改善の ための措置

電話勧誘 をめ ぐる問題 は、基本的 には、電話の不意打 ち性、電話勧誘者 の匿名性 ・覆面1生、勧

誘 にお ける情報の限定1生といった電話 メデ ィアの持 つ特1生を巧み に利用 して勧誘行為、契約行為

が行 われているこ とに起 因 してい る。

このため、電気通信 メデ ィアの持 つ特1生の悪用の是正を図 るためには、①国、地方公共団体等

による消費者啓発の推進 、②ガ イ ドラインの制定、苦情 ・相談体制の充実等 の自主規制の充実、

③通信 の秘密の保護等の現行法体系 との調和の とれた法規制 といった措置を講ず る必要があ る。

イ 電話勧誘の法規制の在 り方

① 対象 とす る電話勧誘の範囲は、電話 による勧誘行為一般、原則 としてすべ ての商品 ・役務 と

すべ きであ る。

② 電話勧誘者 に対 して、勧誘前 に自己の氏名、商品名等 を告知 し、被勧誘者か ら電話勧誘 を行

うことについての承諾 を得 るこ とを義務づ けるべ きであ る。

③ 深夜早朝時間帯 に電話機 を利用 した電話勧誘 を行 うこ と、被勧誘者が電話機 を利用 した電話

勧誘 を拒否 したに もかかわ らず直 ちに勧誘 を中止 しないこ と等 を禁止すべ きであ る。

(3)視 聴覚障害者向 け専門放送システムに関する検討

情報化が著 しく進展す る中で、視聴覚障害者は その障害 のため、十分 な情報の享受の機 会を得

るこ とが困難 な状況 にあ る。この ような状況にお いて、生活関連情報 を含 む多様 な情報 を提供す る

基幹的なメデ ィアであ る放送サービスについて、視聴覚障害者 に係 る情報格差 を是正 す るこ とは、

ノー マライゼ ー シ ョンの実現 の観 点
一
・鰺か らも喫緊の課題 となっている。

そこで、郵政省で は、視聴覚障害者 騨

向 け専門放送サービスにつ いて、シス

テム開発の ための実証 実験 を行 う と

ともに、 その成果 を基 に専門放送サー

ビスの実施 に当た って整 理すべ き課

題 等 を検 討す るた め、7年10月 か ら

「視聴覚障 害者 向 け専門放送 システム

ト

に関す る調査研究会」を開催 し、検討

を行ってお り、8年4月 を目途 に報告

が取 りまとめられ る予定であ る。

1
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視聴覚障害者向け専門放送システムの実証実験の風景
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(4)身 体障害者 ・高齢者用情報通信システムに関する研究開発

ア 遠隔健康相談 システム及び高齢者用通信 ・緊急通報 ・位置探査システムの研究開発

高齢社会 に対応 した情報通信基盤の構築 を円滑 に遂行 し、身体障害者や高齢 者が便利 に安心 し

て暮 らせ る生活環境 を実現す るため、身体障害者や高齢者のための情報通信 システムを早急 に開

発 し普及 させ るこ とが重要であ る。

通信 ・放送機構では、6年 度か ら、①外 出が困難 な寝 た きり老人等 が自宅 に居 なが らにして離

れた病院等 にいる医師 の診察や健康診断を受 けるこ とを可能にす る「遠隔健康相談 システム」、②

高齢者や聴覚 ・視覚 に障害を持 つ人たちの 自由で高度な コミュニケー ションを可能 とし、疾患の

あ る高齢者等 の緊急事態 を通報 す る機能等 も用途 に応 じて導 入で きる 「高齢者用通信 ・緊急通報

・位置探査 システム」の研究開発を行 っている。

イ 「情報通信基盤の基礎 的・汎用的技術開発」のユ=バ ーサル通信端末技術に関する研究開発

郵政省通信総合研究所 において、7年 度か ら、高齢者 ・障害者等誰で も使 いやすい情報通信端

末の実現 に必要 な技術 として、視覚 ・聴覚障害や運動機能 に障害 を持つ人のための情報通信端末

入出力技術の研究開発 を重点課題 とした「福祉 ・汎用情報通信端末技術」、 また人にや さしい情報

通信端末の開発に必要 とされ る健常者の認識機能 を解明 し、障害者等の認識 を補完す る機能 を研

究 し、福祉 ・汎用情報通信端末 を実現す るための 「認識機 能技術」の研究開発を行 っている。

ウ 過疎地向けの生活支援情報通信 システムの開発

過疎地 においては、都市部 に比べ高齢化率が高 い一方で、医師数は都市部 に比べ少ないなどの

状況 にあ る。 そのため、保健 ・医療 ・福祉サービスの提供 を支援す る情報通信 システムが有効で

あるが、過疎 地域の地方公共団体等 は財政力が弱 いな どの事情か ら、経済的な情報通信 システム

が望 まれている。

そこで、郵政省で は、7年 度第二次補正予算 により、通信 ・放送機構 に対 し出資を行 い、同機

構で は、無線 と有線 を組 み合 わせた過疎地域向けの経済的 な保健 ・医療 ・†副止情報通信 システム

の研究開発 を行 うリサーチセンター を高知県大 月町 に設置 し、同システムの研究開発を8年 度か

ら11年 度 まで実施す ることとしている。

工 障害者 ・高齢者対応通信入力 自動設定技術等の研究開発

情報化が急速 に進展す る中、情報通信サー ビスの利用は不可欠 となっているが、障害者 ・高齢

者 に とっては、 その身体機 能の障害等 か ら情報通信サービスの利用が困難 となるこ とがあ り、肢

体不 自由者で も情報 を入力で き、視覚障害者で も情報 を読み取 ることがで きるな どの使いやすい

情報通信 システムの開発が求 め られている。

郵政省で は、7年度第二次補正予算 によ り、通信 ・放送機構 に対 し出資 を行 い、同機構で は、視覚障

害者 や高齢者 の障害の程度 に応 じて画面上 の情報 を最適 な大きさに拡大す る技術、肢体不 自由者の

障害 の種類や程度 に応 じて情報 の最適入力方法 を自動的に設定す る技術の研究開発を行っている。

(5)電 気通信サービスモニターに対 するアンケー ト調査の実施

郵政省では、電気通信サービスに関す る消費者の意見や要望 を幅広 く把握 し、今後の電気通信

行政 に反映 させ てい くため、全国1,000名 の消費者 に電気通信サー ビスモニ ター を委嘱 している

が、7年 度 において、7年9月 及び8年2月 の2回 、アンケー ト調査 を実施 した。本アンヶ一 ト

調査の結果の概要 は次の とお りで ある。

ア 第1回 アンケー ト調査

第1回 アンケー ト調査 の有効回答数は954件 であった。
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一 第2章 情報通信政策の動向

NTTか ら各種サー ビスの勧誘 を受 けた経験のあ る人は72。0%に 上 り、 勧誘 を受 けた内容は、

「キャ ッチホン」(69 .1%)、 「テ レジョーズなどの料金割引サー ビス」(59.4%)が 中心 となってい

る。

サー ビス加入手続等 につ いては、NTTに 土 日 ・祝 日の電話工事 を希望す る人は、64.9%と な

っている。また、現在の電話料金水準 については、「高い」「やや高い」と回答 した人を合 わせ る と

69.1%で あ り、今後 の通話料金値下げを期待 している人は69.2%で あった。

イ 第2回 アンケ ー ト調査

第2回 アンケー ト調査 の有効回答数 は942件 で あった。

勧誘電話 を除 く迷惑電話を受 けた経験のあ る人(家 庭)は 、81.2%に 上 り、 その内容は 「無言

電話」が76.3%で 最 も多 くなっている。 迷惑電話を受 けて「何 も感 じなかった」人は3.8%で あ り、

ほ とん どの人が「腹 が立った」(70.5%)、 「薄気味悪かった」(49.8%)な ど何 らかの不快感 を感 じ

ている。

今後、悪質 な迷惑電話 を法律で規制す ることにっ いては、「賛成であ る」が77.7%、 「反対で あ

る」はL6%で あ る。法 律で規制 すべ き迷 惑 電話 にっ いて は、 「いたず ら(嫌 が らせ)電 話」

(85.4%)、 「脅迫電話」(85.0%)及 び 「わいせつ電話」(83.6%)が8割 を超 えた。 また、英 国

で実施 されている、利用者の申 し出によ り迷惑電話の発信者の電話番号 を探索 し警察 に通報す る

サー ビスについては、「日本で も実施 すべ き」が66.2%に 上 った。

5環 境保全に向けた取組の推進

(1)郵 政省環境基本計画推進委員会の設置

政府 は、6年12月 に閣議決定 された 「環境基本計画」を受 け、7年6月 に 「国の事業者 ・消費

者 としての環境保 全に向けた取組の率先実行のための行動計画」 を閣議決定 した。 この行動計画

では、7年 度末 まで に、行動計画の推進 ・点検体制 を省庁 ご とに整備 し、8年 度末 まで に、各省

庁は業務 の範囲 を限 り、当該業務の特1生等 に応 じ、率先実行計画 に代 えて実施 すべ き行動計画(業

務実行計画)を 作成す ることがで きるとされている。

これを受 けて、郵政省で は、8年1月 、郵政省の行 う行政や事業活動 を通 じた環境保全への貢

献の在 り方等 について幅広 い見地 か ら総合的 に検討 し、郵政省 としての行動計画の策定及び これ

に基づ く政 策の円滑 な推進 に資す るこ とを目的 として、事務次官 を委員長 とす る 「郵政省環境基

本計画推進委員会」 を設置 した。

本委員会 は・8年5月 ごろに中間報告 を取 りま とめ、8年12月 ごろに郵政省 としての実行計画

を決定す る予定であ る。

(2)環 境負荷低減型情報通信システムの普及方策に関する検討

情報通信 は、大 きな環境負荷低減効果 を持 つ もの と期待 されている。

そこで・郵政省で は・7年11月 か ら 「環境 負荷低滅 型情報通信 システムの普及方策 に関す る調

査研究会」 を開催 し・情報通信の環境負荷低滅 効果 を評価す る とともに、環境 負荷低減 に資す る

情報通信 システムの普及方策 につ いて検討 を行 っている ところであ り、8年4月 、報告が取 りま

とめ られ る予定であ る。
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(3)地 球環境保全関係技術開発の推進

ア 地球環境計測技術の開発

地球温暖化、オゾン層の破壊、酸性 雨等の問題 は、地球規模の現象であ り、 これ らの現象の消

長を予測 し有効 な対策 を講ず るためには、 その前提 として、 まず地球環境の悪化の実態を正確 に

把握 し、地球環境問題の メカニズムを解明す るこ とが必要で ある。

郵政省では、電波や光 を用 いた地球環境観測技術の研究開発 を推進 してお り、 セな ものは次の

とお りで ある。

① 熱帯域 を中心 とす る降雨をグローバル に観測す る熱帯降雨観測衛星(TRMM)

世界で初 めて降雨観測 レーダー を搭載す る衛星であ るTRMMは 、9年 度の打上 げに向 けて

日米共同で開発が進め られてお り、現在、郵政省通信総合研究所 と宇宙開発事業団が協力 して

TRMM搭 載用降雨 レーダーの開発を行 っている。

② オゾン等の大気中の微量ガ ス成分 を計測す る短波長 ミリ波帯電磁波技術

③ 光 によ り対流圏の水蒸気等 をグローバル に観測す る光 アクティブセンサー技術

④ 地表面 の三次元1青報 を高精度に観測す る航空機用マ イクロ波映像 レーダー技術

イ 地球環境保全 に資 する国際共同研究プ ロジェク ト

地球環境 問題 は、 その影響 が国境 を越 えて地球全体 に広が ることか ら、 その解決 には、国際レ

ベルで の環境観測手段の整備等、国際的 な取組が必要であ り、郵政省で は、次のような国際共同

研究プ ロジェク トに取 り組 んで いる。

例 地球環境のための高度電磁波利用技術 に関する国際共 同研究

4年 度か ら、 日米科学技術協 定に基づ き、米国アラスカ大学等 との共同実験 を通 じて、地球温

暖化、オゾン層破壊等 と密接 に関連す る中層大気(地 上約10～100km)の 総合的な観測 ・計測技術

の開発を行っている。

(イ)ア ジアにおける地球環境計測技術の共 同研究

5年 度か ら、アジア地域 の開発途上国の環境問題 への対応及び低緯 度地域の地球環境観測デー

タの取得のため、開発途L国 に適 した地球環境計測技術の共同研究、 その成果報告会の開催等 を

実施 している。

ウ 地球環境研究のための情報通信ネッ トワークの開発調査

地球環境研究 を支援す るため、郵政省通信総合研究所で は、3年 度か ら、各種の地球環境 に関

す るデータ ・情報 を円滑 に流通す るための地球環境1青報通信ネ ッ トワー クの開発 に関 して検討 を

実施 している。

(4)郵 政事業 において取 り組んだ環境対策

郵政事業 自らが、多 くの資源 ・エネルギーを消費 している との問題意識 に立 ち、事業活動 その

ものの環境 負荷の低減 を図 る とともに、全国約2万4,600の 郵便 局ネ ッ トワー クの活用 によって、

地域 と一体 となった環境 問題への対処 を図 るこ とが重要 になっている。

環境保全の必要i生が高 まる中で、 自動車の排気ガ スによる大気汚染 は都市部 を中心 に社会問題

となってお り、 また、二酸化炭素排出抑制 による地球温暖化 防止 の観点か ら、郵政省で は7年 度

まで に、排気ガ スが な くク リーンな電気 自動車 について、郵便集配用車両 としての導 入可能1生を

幅広 く検討す るため59両 を試行配備す るとともに、郵便局宣伝用 として39両 を試行配備 し、この

問題 に取 り組 んで いるところであ る。
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また、郵便葉書類 の再生紙の利用につ いては、7年 度にお いては、絵入 り年賀葉書 について新

たに再生紙 の利用 を拡大 した。

さ らに、郵便 局ネ ッ トワー クの環境問題への活用 については、寄附金付年賀葉書 ・年 賀切 手及

び寄附金付広告付葉書(グ リーンエ コー)の 販売 によって集 まった寄附金 を、地球環境 の保全の

ための事業 を行 う団体 に配分 し、地球環境保全事業 を支援 してい る。

国際ボ ランティア貯金の寄附金 につ いて も、NGOが 行 う環境 保全事業 が配分の対象 となって

お り、海外援助 に役立て られている。

簡保資金の運用に当たっては、下水道、公園緑地 の整備等 のための融資 を通 じて、環境保全 に

貢献 してい る。

6宇 宙通信政策の展開

(1)高 速衛星通信に関する検討

今後の社会経済活動の高度化 に伴 い、高速通信の需要が増大 し、ネ ッ トワー クの高速化 が必要

とされ る中で、広域性、同報1生等の特長 を有す る衛星通信が大 きな役割 を担 うもの と考 え られる。

そこで、郵政省では、7年2月 か ら 「高速衛星通信 に関す る調査研究会」を開催 し、高速衛星

通信の利活用方法、ネ ッ トワークの技術開発課題、高速衛星通信の実現方策等 につ いて検討 を行

ってきたが、7年6月 、報告が取 りまとめ られた。 その概要は次のア～ ウの とお りであ る。

ア 情報通信基盤 における衛星の役割

広域1生、同報 性、回線設定の柔軟 性 ・迅速1生、耐災割 生等の特長 を有す る衛星 は、情報通信基

盤 において、①地上系 との連携 によるユニバーサル ・サー ビスの確保、②地上系 との連携 による

災害 に強い情報通信基盤の構築、③同報1生を活用 した情報サー ビスの提供 、④国境 を越 えたボー

ダ レス ・サー ビスの確保、⑤地上系の無線 との連携 によるシーム レスな移動通信サ ービスの提供

といった役割 を果 たす とともに、GIIやAIIの 整備 に当たって、重要 な役割 を果たす と考 え

られる。

このよ うな観 点か ら、加入者系光 ファイバ網 の整備計画及び衛星通信分 野の技術開発 を考慮 し
、

17年 ころまで に1・2Gb/s程 度の衛星通信の能力向上 を図 るこ とを目標 とす るのが適当であ る
。

イ 高速衛星通信の実現方策

高速衛星通信 の実現のためには、① 高速衛星通信 テス トベ ッ ドの構 築等、産学官の協 力による

高速衛星通信 の利活用方法の開発の推進、②諸外国 との連携 による高速衛星通信ネ ッ トワー クの

開発の推進 ・③超高速衛星通信基盤技術の研究開発の推進、④普及促進 のための地球 局の小型化

・低価格化の推進が必要であ る。

ウ 長期 的な 目標の設定

長期的 な目標 としては・地上 における人類の活動 に加 えて宇宙にお ける人類の活動 を支 える情

報通信基盤 としての 「スペー ス情報ハ イウェイ」の構築が、今後の重要 な課題 になる と考 え られ

る。

② 将来の全世界的衛星測位システムの在 り方 に関する検討

現在・船舶 ・航空機 ・ 自動車等の移動体の位置決 定には、地h系 あ るいは衛星 系の無線 を利用

した各種 の測位 システムが利用 されている。
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中で も、米国の全世 界的測位 システム(GPS)を はじめ とす る衛星 を利用 した測位 システム

は、広範囲 にわたって簡便 に高精度の位置情報 を提供す ることがで きるこ とか ら、陸上 、海 ヒ及

び航空分野の幅広 い用途 に利用 されている(第2-2-8図 参照)。

第2-2-8図GPSシ ステムの概念図

護 分
制御部分
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近年、我が国 においては、 カーナビケー ション、測量等の分野へのGPSの 利用が拡大 してお

り、 それに伴 い国民生活や社会経済活動への影響 も大 きくなってきている。

しか しなが ら、GPSは 、米国の軍事衛星 を利用 した システムであ り、現在の ところ、17年 ま

で しか利用が保証 されていないことか ら、将来の我 が国 にお ける民生利用 に関 し、測位 情報 の精

度の信頼性 及びシステムの利用の継続性 について不確実1生が大 きい。

このため、郵政省で は、7年10月 か ら 「将来の全世界的衛星測位 システムの在 り方 に関す る調

査研究会」を開催 し、現在の衛星測位 システムの問題点 と今後の世界の動向の把握、全世界的な衛

星測位 システムの将来像 とその中での我が国の果 たすべ き役割等 につ いての検討 を行 っている。

(3)宇 宙通信分野における国際協力

ア 国際共同高速衛星通信実験プ ロジェク ト

7年2月 に開催 されたPl青報社会に関す る関係閣僚会合」にお いて、情報 インフラ整備 にっい

ての ビジ ョンを実現す るための具体的行動 として国際共同プ ロジェ ク トが合意 されたが、 この中

でGIIに おける衛星通信の役割 の検証のための高速衛星通信実験の実施が合意 された。

このよ うな状況 を受 けて、郵政省では、衛星ネ ッ トワー クを介 した相互運用性の検証のための

国際 リンクの創設、高速ネ ッ トワー クの一部 としての衛星の役割 の検証 を目的 に、8年 夏の開始

に向 けて、 日米間の高速衛星通信実験 を推進 している。

さ らに、 日米のみな らず、我が国 と欧州及 びカナダ との間の国際共同高速衛星通信実験 の実施

に向 けて取 り組 む とともに、アジア地域への拡大 について も検討 しているところであ る。
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イ パ ー トナーズ計画

郵政省で は、4年 度か ら宇宙開発事業団 と協力 し、宇宙通信分野での国際協力 として、 アジア

・太平洋地域 における衛星電波伝搬実験や衛星通信 を利用 した教育、医療、学術研 究等の分野 に

お ける共 同実験等 を通 じて、開発途上国に対す る衛星利用技術 の移転及 び人材育成 を図 るパ ー ト

ナーズ(PARTNERS:Pan-PacificRegionalTelecommunicationsNetworkExperi-

mentsandResearchbySatellite)計 画 を推進 して きたが、本計画は、技術試験衛星V型 の寿命

か ら8年3月 で終 了 した。

8年 度以降 について も、 これ までの実験成果 を踏 まえ、 よ り拡充 ・発展 させた新 しい国際共同

実験計画 を推進 してい くこ ととしている。

7情 報通信産業振興のための環境整備

(1)情 報通信産業に対する公的サポ ー トに関する検討

情報通信産業 は、マルチメデ ィア等 の最近の技術革新 を背景 に、21世 紀 の我 が国の リーデ ィン

グ産業 としての役割 を期待 されているが 我が国の産業の構造的変化 を踏 まえ、情報通信産業 に

対 しては、今後 とも民間のニー ズに適切 に対応 した一層の政策支援が求 め られてい る。

そこで、郵政省で は、7年4月 か ら 精 報通信産業 に対す る公的サポー トに関す る研究会」を

開催 し、情報通信産業 に対す る政策金融、税制支援等 の現行の公的支援措 置の問題点 を明 らかに

す る とともに、今後の経済 フロンティア拡大の鍵 を握 る情報通信ニュービジネ ス育成のための課

題 と政策支援 の在 り方について検討 を行って きたが、8年3月 、報告が取 りまとめ られた。本報

告 にお ける主 な提言は次のア～エの とお りであ る。

ア 情報通信=ユ ービジネスに対す る新たな資金供給スキームの創設

リスクの高 いシー ド段階の情報通信のニュービジネスに対す る投資 を促進す るため、情報通信

ニュービジネ スに特化 して投資 を行 う投資事業組合(テ レコム投資事業組合)の 設立 を促進すべ

きであ る。

イ 情報通信技術に関す る公設試験研究所の設立

地域 における情報通信ベ ンチ ャーの育成のため、地 方公共団体又 はよ り広域的 な単位 にお いて

情報通信技術 に関す る試験研究や技術指導等 を行 う公設試験研究所 を整備 す る とともに、研究所

における人材確保のため地方公共団体 と有力な情報通信企業 との人材交流 を図 ることが必要で あ

る。

ウ 規制緩和の推進等

政府の規制緩和推進計画等 に基づ き・規制緩和 を着実 に実行 してい く必要が あ る
。特 に、通信

料金 の低廉化 ●体系 の多様化 につ いては・応用分野、 コンテン ト制作分野等の情報通信ベ ンチャ

ー企業の成長 ●発展 の基盤 とな り
・ これ ら企業 による通信の需要 を拡大す るこ ととな るた め、マ

ルチメデ ィアサー ビスにふ さわ しい多様 な料金体系の設定 と料金水準の一層の低廉化が期待 され

る。

さ らに・社会の幅広 い分野 において情報通信の高度化が もた らす利益 を最大限 に活用す るため

には・情報通信 の高度利用が期待 され る分野の諸制度の見直 しを積極的 に推 進す ることが必要で

あ る。
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(2)情 報通信ベ ンチャー企業による新規事業開発の支援制度の創設

我が国の経済構造改革推進 の一方策 として、7年 度第二次補正予算 において、通信 ・放送分野

における新規事業の創出を促進す るため、「通信 ・放送分野の先進技術型研究開発助成金制度」及

び 「通信 ・放送新規事業育成融資」が創設 された。

「通信 ・放送分野の先進技術型研究開発助成金制度」 は、一般会計 か ら通信 ・放送機構 に対 し

補助金を交付 し、通信 ・放送機構 が通信 ・放送分野の先進的 な技術開発 を行 うベ ンチャー企業等

に対 し助成金 を交付す るものである。

7年 度 は、送信データのモー ド変換 ・秘匿1生確保に関す るもの、携帯 情報端末 を利用 した無線

データ通信 システムに関す るもの、電波 を利用 した位置 清報検索 システムに関す る もの等、11件

に対 して、合計9,9!0万 円を交付 した。

「通信 ・放送新規事業育成融資」は
、 日本開発銀行等 による低刑 融資であ り、通信 ・放送分野

にお いて新規性 を有す る事業 に対 して、特定通信 ・放送開発事業実施 円滑化法 に基づ き郵政大 臣

が認定 した ものについて0.5%、 確認 した ものについて0.25%、 日本開発銀行等の貸出金利 を引 き

下 げる ものであ る。

(3)8年 度税制改正

情報通信分野 に関す る8年 度の主な税制改正 につ いては、電気通信 システム信頼i生向上促進税

制の拡充 として、特 定電気通信設備の特別償却制度の対象 に、第一種電気通信事業者が整備す る

非常用無線装置が追加されたほか、第一種電気通信事業者又はケーブル テレビ事業者が設置す る

非常用電源装置 につ いて、固定資産税の特例措置が されることとなった。

また、放送施設に係 る土地等の うち一定の ものにつ いて、地価税の特例措置がされ るこ ととな

った。

さらに、電気通信事業者が整備 す る端末系光端局装置 について、固定資産税 の特例措 置が適用

され るこ ととなった(第2-2-9表 参照)。

(4)8年 度無利子 ・低利融資等

8年 度のNTT株 式売払収 入を活用 した無利子融資(Cタ イプ)・ イ邸ll融資(C'タ イプ)に

っ いては、加入者系光 ファイバ網の円滑 な整備 を一層促進す るため、電気通信基盤充実事業 の拡

充 として、「高度通信施設整備事業」の融資対象 に光端末回線装置、「高度有線 テレビジ ョン放送施

設整備事業」の融資対象 に受信用光伝送装置が、 それぞれ追加 されることとなった。 また、7年

度 に創設 された加入者系光 ファイバ網整備特別融資制度の拡充が行われ ることとな り、①支援対

象設備 に現行の加入者幹線部分 に加 えて光端末回線装置及び受信用光伝送装置が追加 され、②下

限金利 が融資 当初5年 間につ いては現行の2.5%か ら2。0%に 引 き下 げ られ、③融資枠が300億 円

か ら420億 円 に拡大 され るこ ととなった。

電気通信基盤充実事業の拡充 としては、 その ほか、「信頼1生向上施設整備事業」の融資対象 に非

常用無線装置が追加 されることとなった。

また、 「民活法施 設整備事業」及び 「大阪湾臨海地域 中核的施設整備事業」の拡充 として、 「阪神

・淡路大震災 に対処す るための特別の財政援助 に関す る法律」第2条 第1項 の特別地方公共団体

とされた市町村 に対す る融資比率の引上 げ(25%以 内 ・37.5%以 内を50%以 内に引上 げ)が され

るこ ととなった。 ただ し、7年 度又 は8年 度 に整備計画の承認 を受 けた ものに限 られ る(第2-

2-10表 参照)。
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第2-2-9表8年 度 情報通信分野 における税制改正の概要

項 目
電気通信シス
テム信頼性向
上促進税制の

延長 ・拡充

特定の放送施
設に係る土地

等についての
地価税の特例
措置の創設
訴世代通信網
促進税制の延
延長 ・拡充

中小企業新技
術体イヒ投資促
進税制の延長
・見直 し

その他

内 容
睡
対象者 第一種電気通信事業者
対象設備.下 表のとお り
特例内容:下 表のとお り(1年 間)

並
対象者:第 一種電気通信事業者及び有線テレビジョン放送事業者

対象設備 下表のとお り
特例内容:下 表のとお り(新規:2年 間、継続:3年 間)
区分

新規

継続

対 象 設 備

非常用無線装置
非常用電源装置

回雅切 替装置 電子式)

とう道(シ ール ド工法)

特別償却玄
8年 度
12%

12%

12%

課 税 標 準
8年 度

3/4

(5年度 分)
2/3

(5年度分)
2/3

(5年 度 分)

9年 度

3/4

(5年 度分)

2/3

(5年 度分)
2/3

(5年 度分)

醜
対 象
特例内容

放送施設に係る土地等のうち一定のもの
地価税の課税価格に算入する金額をその土地等の値額の3分 の2と する
(8年 の課税時期に係る地価税から適用)

蝋
対象者
対象設備
特例内容

電気通信事業者
下表のとお り
下表のとおり(2年 間)

区分

新規
継続

対 象 設 備

端末系光端局装置'ノフ
ァイバケーブル ロ入者配

線 を除 く)

同期多重デジタル伝送装置(モ ジ
ユールA)

通信網制御装置

複 合通信変換装置

課 税 標 準
8年 度

3/4

(5年 度分)

9年 度

3/4

(5年 度分)

幽
中小企業新技術体化投資促進税制の対象に船舶地球局設備を追加、既対象設備の一
部を除外 した上特例措置を延長
特例内容:特 別償却率30%・ 税額控除7%(2年 間)

(1)移 動電話事業者の事業に係る事業所税の特例措置の延長

地五税2年 間延長

(2)第 一種電気通信事業者が新規に取得 したデジタル設備に係る固定資産税の特例

措置の延長

地方税2年 間延長

(3)電 線類地中化税制の延長

国税 特別償却率を引 き下げた上2年 間延長

(4)エ ネ革税制の延長

国税 対象設備の一部を除外 した上2年 間延長

(5)民 活税制の延長

躍

地五税3年 間延長

対象設備の一部を除外 した上2年 間延長 地方税2年 間延長
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第2-2-10表8年 度情報通信分野におけるNTT-Cタ イプ無利子融資制度の概要

項 目

テ
レ

ト
ピ

ア

指
定

地
域
内

事
業

民
活
法
施
設
整
備
事
業

ビデオテックス施設整

備事業
・地域通信システム施設

整備事業(地 域総合ディ
ジタル通信施設整備事業
を含む)
・情報処理型及び放送型

有線テレビジョン施設整

備事業(ケ ーブルテレビ
施設高度化 ・効率化促進
事業を含む)
・地域共同利用無線 ネッ

トワーク施設整備事業
・ハイビジョン施設整備

事業
・放送番組普及センター

施設整備事業(放 送番組
素材利用促進事業及び受

信設備制御型放送番組制
作施設整備事業を含む)
・ふるサットセンター施

設整備事業
・テ レコム ・リサーチパ

ー ク

テ レコムプラザ(映 像

ソフ ト交流促進施設整備

事業 を含む)

テ レポー ト及 びインテ

リジェン トビル(IB)整

備 事業
・特定電気通信基盤施設

及 びIB整 備事業
ハイ ビジョン システム地域

整備事業

通信 ・放送共同開発事業

・高度通信施設整備 業

電
気

通 ・
信
基
盤
充

実
事

業

(光端末回線装置を対
象設備に追加)

高度有線 テ レビジョン

放送施設整備事業
(受信用光伝送装置を

対象設備に追加)
・信頼性向上施設整備事

業
(非常用無線装置を対

象設備に追加)
・人材研修事業

地方拠点都市地域の電気通信
高度化促進事業

特定研究開発基盤施設整備事
業
有線テレビジョン放送番組充

実事業

対象地域
テレトピ

ア指定地
域内に限

る

特に限定
はない

ハイヒ"シ"ヨン

・シティ指

定 地 域 内

に 限 る

特に限定
はない

特に限定
はない

拠点法の

承認計画
に係る拠

点地域内
に限る

特に限定
はない

特に限定
はない

大阪湾臨海地域中核
的施設整備事業※

ベイエ リア法の摩

認計画に係る大阪

湾臨海地域の開発
地区に限る

対 資
直接工 費
ただし、土
地取得費、

土地造成費

及び運営費
は除 く

注[==コ 部分の項目が平成8年 度に追加された

融 資 比 率 寺

区 分 「 融資比率

省 郡團整粥法に
よる既成市街地

、近畿圏整備法
による既成都市

区域、名古屋市
の旧市街地

首都圏整備法に
よる近郊整備地

帯、近畿圏整備
法による近郊整
備区域、中部圏

開発整備法によ
る都市整備区域

(名古屋市の旧

市街地を除く)
その他の地域

25%以 内

37.5%

以 内

50%以 内

※民活法施設整備事業及び大

阪湾臨海地域中核的施設整備
事業について、阪神 ・淡路大
震i災に対処するための特別の
財政援助に関する法律第2条
第1項 の特別地方公共団体と
された市町村に対する融資比

率の引上げ(25%・37.5%→
50%)た だ し、平成8年 度又
は8年 度に整備計画の承認を

受けたものに限る。

卜 体的に整備 される事業の要
件]

①本体施設の整備計画の中に位
置付けられていること
②機能が本体施設 と密接に関連
し、空間的一体性を有するこ
と

③本体施設の整備費の概ね70%
以下(同 一建物内は概ね100
%以 下)の規模であること

④本体施設 と同一の事業者によ
り整備 されること

もの

融'条 件

[融資期間〕
ユ5年以内

[据置期間]
3年 以内

[返済方法]
据置期間後元本

均等分割返済
[低利融資の適用金利]
既存融資制度の
3/4(た だし、3.5

%を 下限とする)
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(5>8年 度 財政投融資

8年 度の 日本開発銀 行等の融資 につ いては、「船舶高度通信 システム導入促進」(GMDSSの

普 及促進 を目的 とす る融資)が 新設 され ることとなった。

また、n情 報通信利用機会均等整備」の融資対象 に、高齢者又は介護者 の利便 の増進 に資す る電

気通信 システムの導 入及び高齢者、障害者又は介護者の利便 の増進 に資す る通信 ・放送役務の開

発 に必要 な設備の取得、「電気通信安全対策整備促 進」の融資対象 に、データ通信バ ックアップセ

ンター を自社用 に整備す る者(リ ー スを含 む。)が 、 それぞれ追加 され るこ ととなった。

さらに、 日本輸 出入銀行の融資 につ いては、 「海外 における電気通信 インフラ整備事業 の支援」

(我が国の電気通信関連企業の海外事 業展開の支援、開発途上国 における投資 ・経営環境 の変化

に即応 した電気通信 インフラ整備事業の支援 を目的 とす る融資)が 新設 され るこ ととなった(第

2-2-11表 参照)。

(6)8年 度通信 ・放送機構の出資

通信 ・放送機構は、通信衛星 ・放送衛星の管理 ・運用等、通信 ・放送技術の向上 を図 るための

研究、通信 ・放送分野の高度化の推進等 の政策支援 を行 う郵政省 の認可法人であ る。

同機構 においては、8年 度 において、産業投資特別会計 か らの出資 を原資 として、継続事業で

ある 「通信 ・放送新規事業」、 「人材研修事業」及 び 「有線 テレビジョン放送番組充実事業」に対す

る出資事業 を行 うこ ととしてい る。

(7)基 盤技術研究促進センターの出融資

基盤技術研究促進 センター(以 下(7)において 「セ ンター」 という。)は、民間にお いて行 われ る

電気通信及 び鉱工業分野の基盤技術 に関す る試験研究 を促進す るための機 関で あ る。センターは、

産業投資特別会計 か ら出融資され る資金 を原資 として、試験研究に必要 な資金 を供給す るための

出融資事業 を行 うほか、国立試験研究機関 と民間 とが行 う共同研究のあっせん、海外 か らの研究

者の招へい等の事業 を行ってい る。

7年 度 において、新 たにセンターの出融資対象 として採択 された案件 は、出資関係が4件(7

年度 出資額2.5億 円)、 融資関係が19件(7年 度融資額約2.2億 円)と なっている。 この うち、電気

通信関係の出資案件 は、「高度1青報通信基盤 の伝送系 における電磁妨害 に関す る対策技術の基礎研

究」及び 「環境適応通信の基礎研究」の2件(7年 度 出資額約1.3億 円、第2-2-12表 参照)、

融資案件 は14件 となっている。

また、8年 度にお いては、センター は産業投資特 別会計か らの資金等(出 資200億 円、融資60億

円、自己資金25億 円)を 原資 として、200億円の出資事業、85億円の融資事業 を行 うこととしている。
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第2-2-11表8年 度情報通信分 野における財政投融資制度の概要

日本開発銀行一般枠
項目
生活 ・

社会基
盤整備

中項目 小項 目
情 ・通信基 整備

対 象 業

1基 令電気通信網整備

(1)第 一種電気通信事業用通信 システム
併設外国方式自動車システム
セル分割方式 自動車システム

無線呼出 し 県域内
無線呼出 し 県域超

(2)放 送型CATVシ ステム
放送型CATV施 設
CATV番 組供給施設 通信衛星利用

〃 その他

(3)衛 星通信 ・衛星放送施設等整備
・衛星通信施設(ス タジオ設備を含む)

・衛星放送施設(放送衛星本体を含む)
・衛星管制施設(民間)
・衛星放送受信システム

2情 処理 ・通信 辰興

(1)第 二種電気通信事業用通信 システム

県域 内

県域超

県域超 ・安信付 き

(2)電 気通信 システム設計

(3)電 気通信安全対策整備促進
・テ㌧タ通信バックアッフ.センター

1(自社用 に整備す る者 を含 む)1
・電気通信安全管理システム

うち集 中管理 システム ・暗号 化 システム

(4)情 報通信利用機会均等整備
・[翻 障害 又はこれらの者の介護 を行 う者の

の 日造 こ する電気通信システムの導入並び

に通信 ・放送役務の開発に必要な設備の取得
・つ 也設設 用 設 の

(5)
(6)
(7)
(8)
(9)

(10)
(11)
(12)
(13)
(14)
(15)
(16)

(17)
(18)

(19)
(20)

(21)

放送事業の整備(テ レビジ ョン ・FM)

多重放送設備の整備(文 字放送)
コミュニテ ィ放送施 設整備事業

都市受信 障害解消の促 進
ハイ ビジョン基盤整備
・ハ イビジョン ・システム地域整備事業
・ハイビジョン等番 組制作設備 の整備

(第2世 代EDTVを 含 む)

放送番組普及セ ンター施設 整備事業

放送番組素材利用促進事業

外 国語放送施設整備事業

周波数の有効利用促進

電波地下利用普及基盤施設整備促進

通信 ・放送共 同開発事業
いわゆるVAN及 び情報処理型CATV

いわゆるVAN県 域内

〃 県域超

〃 県域超 ・安信付 き

情報処理型CATV
ビデオテ ックス事業関連 システム

地域振興情報処理 ・通信システム(テレトヒ.ア)

(通信 ・放送高度化プロジェクト支援 を含む)

(ケーブルテレピ施設高度化 ・効率化促進事 業を含 む)

電磁環境整備促進(電 磁環境 対策促 進を含 む)

OSI対 応情報処理 ・通信 システム
八 古 涌 量 シ ス ー ム 准

金利及び
融資比率

特 利(5)、40%

特 利(5)、50%

特 利(5)、50%

特 利(4)、40%

特 利(5)、40%

特 利(4)、40%

特 利(5)、40%

特 利(4)、40%

特 利(5)、40%

特 利(5)、40%

特 利(5)、40%

基 準 、40%

基 準 、40%

特 利(4)、40%

特 利(5)、40%

特 利(3)、40%

特利(4)、30%

特 利(3)、40%

特 利(4)、40%

特 利(3)、40%

特 利(4)、40%

特 利(3)、30%

特 利(4)、40%

特 利(3)、40%

特 利(3)、40%

特 利(4)、40%

特 利(4)、40%

特 利(3)、30%

特 利(4)、30%

特 利(3)、40%

特 利(4)、40%

特 利(4>、40%

特 利(4)、40%

(出 資 の み)

基 準 、30%

特 利(1)、30%

特 利(2)、30%

特 利(1)、30%

基 準 、30%

特 利(4)、40%

特 利(4)、40%

特 利(3)、40%

特 利(2)、40%

特 利(3)、35%

特 利(4)、40%

141一



一 第2章 情報通信政策の動向

日本開発銀行一般枠

大項目
生活 ・

社会基
盤整備

経済構
造改革
・地域

活性化

中項目
都市基盤
整備

新技術開
発 ・新規
事業育成

国際イ ・
産業構造
改革等

小項目
均 衡の と

れ た国土
・都市づ

くり

新技術開
発
新規 業
育成
産 造
改革推進
等

日本輸 出入銀行

(輸入 ・投資)

(製品輸入)

(一般投資)

(一般投資)

(一般投資)

対 象

3民 活法特定施設関連

(1)電 気通信研究 開発促進施設整備事業(テレコム円サーチハ

(2)

(3)
(4)

(5)

ク)

電気通信 高度化基盤i施設整備事業(テレコム・フ.ラサ")

(映像 ソフ ト交流促進施設整備事業 を含 む)

多 目的電波利用基盤施設整備事業(マルチ・メテ"イτ・タワー!
テレポート及 びこれ と一体 的に設置 されるインテリシェントヒ

ル整備事業

特定電気 通信基盤施設 及びこれ と一体的 に設置 さ
れるインテリジェントビル整備事業

4一 極集中是正

(1)地 方拠点都市地域整備
(2)大 阪湾臨海地域中核的施設整備

5新 技術開発

6 規 業育成

7時 短投,足 進

8電 気通信分野の国際協調の推進

(1)通 信衛星 ・放送衛星の輸入促進

(2)通 信機器の輸入促進

(3)国 際電気通信事業者の海底ケーブル敷設等海外事
業の促進

(4)海 外映像国際放送事業の促進

(5)海 におけ る電気通信 インフラ整備 の'

、利 及び

融資比率

特 利(5)、50%

特 利(5)、50%

特 利(5)、50%

特 利(5)、50%

特 利(5)、50%

特 利(3)、40%

特 利(4)、45%

特利5)、50%

注2)、45%

特利3)、50%

注3)

財 投 金 利 一 α、

70%

財 投 金 利 一 α、

70%

財 投 金 利 一 α、

60%

財 投 金 利 一 α、

60%

財 投 金 利 一 α、

60%

注1

2

3

4

部分は平成8度 に新設 され た の。

照 臣の認定 を受 けた ものは特利(5)(、 年 目以降特利(4))一 。.5%、 郵政姫 嚥 認 を受
けた ものは特利(5)(4年 目以降特利(4>>-O.25%、 その他 は特利(5>(4年 目以降特利(4))。

財投金利か ら引かれる αは、金利情勢や輸入 ・投資 の内容 及び融資期 間によって変動 する。

平成6年 度第二次補正予算(7.2.28成 立)に 伴い、開銀に阪神 ・淡路大 震災にかかる災害復 旧融

資制度 が創設。
情報通信 インフラの復 旧に係る超低利融資
・第一種電気通信事 業者の伝送路 等の復 旧=特 利(5)-1%、CATV施 設の伝 送路 等の復 旧=財 投金

利

5長 期資金調達力の特に高 い企業(社 債格付 け トリプルAの 上場 企業)に ついて、平成8、9の 両

年度において、順次5ポ イン トずつ融資比率 を引 き下げ。
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第2-2-12表 基盤技術研究促進セ ンターの7年 度新規出資案件(電 気通信関係)

テ ーマ 名

高度情報通信基盤の伝送系

における電磁妨害に関する

対策技術の基礎研究

環境適応通信の基礎研究

会社名

(株)環境電磁技術研究所

(株〉エ イ ・テ ィ ・アール

環境適応通信研究所

概要

多種多様な電波が同一空間内に共存する環境

において、電波干渉等を起こすことなくそれぞ

れのネットワークや通信機器が安定 して機能す

るために必要となる基盤技術を確立する。

コンピュー タネ ッ トワー クの発展 、通信 と放

送 との融合サー ビス、マルチメデ ィア情報通信

の開花等 の通信環境の複雑 な変化 にネ ッ トワー

ク自らが適応 してい く柔軟 さを持つ通信 システ

ムの基盤技術 を確立する。

コラム3

電話勧誘 ・迷惑電話に関する実態調査

郵政省では、7月11日 、委託調査 を通 じたアンケー トによ り、「電話勧誘 ・迷惑電話 に関す

る実態調査」 を実施 し、7月12日 、 その結果 を公表 した。 その概要 は次の とお りであ る。

1電 話勧誘 とそれによる不愉快 な思いの経験の有無

電話勧誘 を受 けたこ とのある人の割合 は、74.8%に 上 り、その うちの85.4%の 人が不愉快

な思 い を した経験 が あ る。 その理 由 としては、

度 も電話 して くる」(49,3%)が 多 い。

「強 引で しつ こい」(57 .3%)と 「断 ったの に何

不愉快 な思 い を した理 由

0102030405060(%)

強引 で しつ こい

断ったのに何度も電話 して くる

社名、名前や勧誘であるという用件を

言わない

受講 しただけで公的資格が取れるなど

と虚偽の説明をする

収入の保証、勤務先での手当、昇進な

どメリッ トばかりを誇張 して説明する

深夜 ・早朝など非常識な時間帯に電話

してくる

その他

よく覚えていない

無回答

493

57.3

36.6

11.6

4.0

9.0

14.3

2.9

0.5

n=1,273

2電 話勧誘の是非

電話勧誘の是非 については、「電話 ご勧誘 を受 けるこ とは、自宅で も職場で も非常 に迷惑な

ことであ る」 とした人が51.0%と 最 も多 く、 これに次いで 「自宅で も職場で も、電話勧誘 を
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受 けることには抵抗 を感 じる」 とした人が34.6%と なってむ り、大多数の人が電話勧誘 に不

快感や抵抗感 を持 っている。

電話で勧誘を受けるこ

と自体に抵抗はないし、

まあよいことだと思う

電話で勧誘を受ける

ことは、情報を得 ら

れるので非常にいい

ことだと思 う

電話勧誘 の是非

職場で電話勧誘を受けることには
抵抗はないが、自宅で電話勧誘を
受けることには抵抗を感じる

自宅で電話勧誘を受けることには

抵抗はないが、職場で電話勧誘を

受けることには抵抗を感じる

電話で勧誘を受けることは、

自宅でも職場でも非常に迷

惑なことである

自宅でも職場でも、

電話勧誘を受けるこ

とには抵抗を感じる

その他

無回答

n冨1,491

.2

34。6 51.0

(%)

0.61.5 1.6

3電 話勧誘 に望 む対策

今後 電話勧誘 に望む対策 については、「会社名、名前、勧誘 目的であ ることを告 げ るよ う義

務づ けること」(55.8%)、 「書面 による契約 を義務づ けるこ と」(54.1%)、 「申込みの撤 回がで

きるよ うにす るこ と」(50.2%)が 過半数 を占めてお り、 「何 も必要 ない(現状 の ままで よい)」

と回答 した人はほ とん どいなかった(1.4%)。

電話勧誘に望む対策

0102030405060(%)

会社名、名前、勧誘目的であることを告げる
よう義務付けること

書面による契約を義務付けること

申込みの撤回(ク ーリング ・オフ)が で きる
ようにすること

早朝 ・深夜の勧誘電話を禁止すること

虚偽の説明や不適正なセールス トークを禁止
すること

電話勧誘を受けたくない旨を意思表示すれば、
かかってこないシステムを構築すること

迷惑電話おことわりサービスを充実 ・普及 さ
せること

電話勧誘そのものを認めることがで きない

その他

何も必要ない(現 状のままでよい)

分からない

無回答

55.8

54.1

50.2

藩

45.7

43.1

41,4

41.1

25.3

1.6

1.4

L6

0.9

n=1,994
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1防 災対策及び阪神・淡路地域の復興に関する政府の基本的な取組

(1)防 災基本 計画の修正

災害対策基本法 に基づ き昭和38年 に作成 され、昭和46年 に一部修正 された防災基本計画 につい

て、中央 防災会議 は、7年1月 、① 阪神 ・淡路大震災 をは じめ とす る大規模 な災害の発生、②都

市化、高齢化、情報化、国際化の急速 な進展等防災 を取 り巻 く環境の変化 を踏 まえ、今後の防災

対策の よ り一層の充実 ・強化 を図 るため、その修正を決定 し、7年7月 に抜本的 な修正が行われ

た。

新 しい防災基本計画 においては、情報通信 関係で は、①地震 に強い国づ くり、 まちづ くりとし

て、通信施設の耐震性 の確保の必要1生、②迅速かつ円滑 な災害応急対策、災害復 旧 ・復興への備

えとして、停 電対策、情報通信施設の危険分散、通信路の多ルー ト化、通信 ケーブル ・CATV

ケーブルの地 中化、無線 を活用 したバ ックアップ対策、災害旧樋 信技術及び周波数有効利用技術

の研究開発、災害時の重要通信の確保 に関す る対策等の推進等、③発災直後の情報の収集 ・連絡

及 び通信 の確保 として、支障が生 じた施設の復 旧、活用可能 な通信 システムを重要通信 に充て る

ための調整等 につ いて記述 されている。

(2)防 災問題懇談会

防災問題懇談会 は、 自然災害 に対応 した国、地方公共団体等 による防災体制の在 り方 にっいて

検討す るため、内閣総理大 臣が高度 な識 見を有す る者の参集 を求 めた ものであ り、阪神 ・淡路大

震災の教 訓 を生 か した新たな防災施策の確立 を目指 して、災害1青報の収集及び伝達体制の在 り方

等 について7年3月 か ら検討 を重ね、7年9月 、提言 をまとめた。

ここで は、情報通信関係で は、①国、地方公共団体等 の防災関係機関が、衛星通信 を含む情報

通信設備の整備等 によ り通信網の充実強化 を図 る とともに、無線通信網の相互接続等 によるネ ッ

トワーク相互 の連携及び運用方法の確立を図 るこ と、②国において、電波 を効率的 に利用 し応急

用 によ り多 く割 り振 るためのデジタル化 及び狭帯域化の技術の開発 ・実用化 を急 ぐとともに、災

害時 における重要通信 を確保す るための運用調整 を行 うこ と、③パ ソコン通信等 を利用 した国民

の安否情報の通信等 についての検討、④ ライフラインの地 中化等 による耐震性 の確保等が必要で

あ ること等が提言 されている。

(3)阪 神 ・淡路復興委員会

阪神 ・淡路復興委員会は、①内閣総理大 臣の諮問に応 じて、阪神 ・淡路大震災に関 し、関係地

方公共団体が行 う復興事業への国の支援 その他関係行政機 関が講ず る復興のための施策 に関 し総

合調整 を要す る事項 の調査審議 、② 当該諮問 に関連す る事項 について内閣総理大臣に意見 を述べ

るこ とを所掌す る委員会 として、7年2月 、総理府 に設置 された。

同委員会 は、学識経験者の委員7名 と委員会の調査審議事項 に関 して優 れた識 見を有す る特別

145■ ■■■ ■



一 第2章 情報通信政策の動向

顧問2名 で構成 され、7年10月 まで に、3回 にわた る意見 と11の 提言 を内閣総理大 臣 に提 出 し・

8年2月 に廃止 された。

同委員会 は、総合的な情報通信 の体系的整備 ・調整 につ いては、①世界 に向 けての情報受発信

機能 を強化す ること、②総合的 な情報通信ネ ッ トワー クインフラを構 築す る とともに・マノレチメ

デ ィア社会の早期実現 に向 けた先行的 な基盤 の整備 を促進す ること、③パ ソコン通信 ・インター

ネ ッ トの活用等 によ り、 きめ細か く多彩 な情報サービスを提供 してい く等住民 と行政の コ ミュニ

ケー ションシステムの充実 ・高度化 を図 ること等 を、復興特定事業 の選定 と実施 につ いては、①

情報 ネ ッ トワーク ・マルチメデ ィアに関連す る企業集団等か ら、産官学の協力 によ り、研究開発

を進 め世界 に開かれた知識集約ネ ットワーク型の新産業構造の形成 を図 るこ と、② 盾報通信機 能

等 を持つ、世界 に開かれた総合的 な国際交流拠点 を創設す るこ と等 を提言 している。

また、市民 と行政 のコ ミュニケーシ ョンを活1生化す るため、FM放 送、パ ソコン通信、インター

ネ ッ ト、郵便局等多様 な多元的な情報ネ ッ トワークを構成 し、双方向情報交換の システムを確 立

す ること等が委員長談話 として内閣総理大 臣に報告 された。

(4)阪 神 ・淡路復興対策本部

阪神 ・淡路復興対策本部は、阪神 ・淡路地域 につ いての関係地方公共団体が行 う復興事業への

国の支援 その他関係行政機 関が講ず る復興 のた めの施策 に関す る総合調整 に関す ることを所掌 す

る特別の機関 として、7年2月 、総理府 に設置され、設置期間 は5年 間で、 その構 成は、内閣総

理大 臣が本部長、内閣官房長官 と兵庫県南部地震対策担当大臣(7年8月 以降 は阪神 ・淡路復興

対策担 当大 臣)が 副本部長、 その他のすべての国務大 臣が本部員 となってい る。

同本部は、情報通信関係では、7年4月 の同本部決定 「阪神 ・淡路地域 の復旧 ・復興 に向けて

の考 え方 と当面講ずべ き施策」で復旧 ・復興施策 として① 情報通信基盤 の整備等、②災害 に強 い

ライフライン共同収容施設等の整備等 を示 し、 また、7年7月 の同本部決 定 「阪神 ・淡路地域 の

復興 に向 けての取組方針」で は、①経済復興 を支 える交通 ・情報通信 インフラの整備、② 防災性

を有す るライフラインの整備等 を復興 に向 けての課題 として挙げている。

2郵 政省における防災対策の推進

(1)郵 政省防災業務 計画の修正

7年7月 の防災基本計画の修正 を受 け、郵政省は、7年8月 、省 の防災 に関す る基本的計画で

あ る 「郵政省防災業務計画」 を修正 し、通信機能の強化、通信手段 の確保等 について内容の充実

を図 るとともに、地方公共団体 が地域 防災計画 を作成す る際 に重点を置 くべ き事項 を定め、都道

府県等 の関係機 関に通知 したほか、一般 に も広 く周知 した。

また、郵政省防災業務計画の修正 に伴 い、地方郵政監察局、地方郵政 局、地 方電気通信監理局

及び沖縄郵政管理事務所 において もそれぞれ同計画 に準ず る防災業務実施規程 を作成又 は修正 し

てお り、郵政省全体 として防災対策の充実を図っている。

(2)大 地震対応の通信ネ ッ トワーク体制に関する検討

阪神 ・淡路大震災で は、長時間の停 電による交換機 の停止、加入者 回線 の切 断 ・焼失等、情報

通信ネ ッ トワー クに大 きな被害が発生 したほか、肉親等の安否 を問 い合 わせ る通話等の殺到 によ

り、 これ まで に例 を見ない規模のふ くそうが発生 し、電話が非常にかか りに くい事態が生 じた こ
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とか ら、郵政省で は、7年2月 か ら 「大地震 対応の通信ネ ッ トワーク体制 に関す る検討会」を開

催 し、同震災にお ける情報通信ネ ッ トワー クの被害及び通信確保の状況等 を教訓 に、大地震 を想

定 した情報通信ネ ッ トワー クや情報伝達手段の確保の在 り方 について検討が進め られて きたが、

7年5月 に報告書が取 りまとめ られた。

本報告書では、①被災防止 のためのネ ッ トワークの強化、②重要通信確保のための災害関係機

関の連携、③災害時 にお ける情報伝達手段の確保、④災害対策のための研究開発、⑤災害 に関す

る国際的連携 の推進 のそれぞれにつ いて施策の必要性が指摘 されている。

(3)情 報通信ネ ッ トワークの 安全 ・信頼性 に関する検討

前記 「大地震対応 の通信ネ ッ トワー ク体制 に関す る検 討会」報 告書で、阪神 ・淡路大震災 にお

ける被害原因等 を詳細 に分析 し、必要に応 じて技術基準 及びガイ ドライン等 において耐震対策等

の強化 を図 るこ との必要性が指摘 された ことか ら、郵政省では、7年7月 か ら 晴 報通信 ネ ット

ワークの安全 ・信頼1生に関す る研究会」 を開催 し、同震災 における情報通信ネ ッ トワー クの被害

原因の詳細 な分析 と技術基準 及びガ イ ドラインの見直 しにつ いて検討が進 め られてきたが、7年

11月 に報告書が取 りまとめ られた。

本報告書で は、 いったん被災 した場合 に生 じる機 能支障が著 しく大 きな社会経済 的影響 を及ぼ

すお それのある設備 につ いては、高 レベルの地震動 を も考慮 したで きる限 りの地震対策 を図 るこ

と、 それ以外の設備 につ いては、速やかな通信機能の復旧を図 るために必要 な対策 を図 ることを

基本 として、技術基準及びガ イドラインの見直 しの検討 を行 うこと並びに見直 し事項 の提言が行

われている。郵政省で は、この提言 を受 け、8年3月 に技術基準及びガイ ドラインの改正 を行っ

た。

(4)災 害に対応 したケーブルテレビの在 り方 に関す る検討

阪神 ・淡路大震災 に際 しては、ケーブル テレビ施設 も大 きな被害を受 けたが、その一方で、ケー

ブル テレビは、被災住民 に対 し災害情報等の独 自の番組 を提供 し、地域密着型の情報 メデ ィア と

してその役割が大 きく注 目された。 このため、郵政省で は、7年5月 か ら 「災害に対応 したCA

TVの 在 り方 に関す る調査研究会」 を開催 し、大震災等の災害に強いケーブル テレビシステムの

在 り方や、災害時のケーブル テレビ番組の役割 ・在 り方等 につ いて検討 を進 めてきた斌7年12

月に報告書が取 りまとめ られた。

本報告書で は、① ケーブル テレビ事業者 は災害対策ガ イ ドライン等 を自主的 に定め、耐災1生の

向上 を図ってい く必要があ る、② 国及び地方公共団体等 の行政サ イ ドにおいてはケーブルテレビ

事業者が耐災1生向上 を図 る上での 目安 となる ものを提示す る とともに、金融面等での手厚 い支援

を図 る必要があ るなどの提言が行われている。

(5)防 災無線システムの高度化に関する検討

郵政省で は、7年11月 か ら 「防災無線 システムの高度化 に関す る研究会」を開催 し、今後の防

災無線 システムの高度化の在 り方、今後 の防災無線 システムの耐災1生向上のための課題 と展望、

防災無線 システムの高度化の推進方策 につ いて検討 を進 めてお り、8年5月 に検討結果 を取 りま

とめることとしている。

⑥ 次世代総合 防災行政情報通信 システムの研究開発

阪神 ・淡路大震災 においては、被災地 に関す る リアル タイムな情報 を迅速 に収集 し、住民によ

る自由で使 いやすい検索 を可能 とす る通信 システムの欠如が多方面か ら指摘 された。

そこで、郵政省で は、7年 度第一次補正予算 によ り、通信 ・放送機構 に対 し出資 を行 い、同機
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構では、防災情報通信 システムの うち、特 にネ ッ トワークにかか わる事項 につ いて研究開発 を開

始 した。

具体的 には、① 多数端末か ら同時 アクセ スがあった場合の通信ふ くそうの回避 の研究開発 ②

特定の無線帯域幅を利用 した映像通信等 を実現す るための技術開発、③種 々の情報 の同期通信(一

体的 な送受信)技 術の研究開発、④デ ジタル無線 とCATV網 の相互比較及 び無線 ・CATV相

互接続技術の研究開発が行 われている。

(7)非 常時にお ける電気通信 システムの統一 的運用、管理に関す る調査研究

郵政省で は、7年 度第一次補正予算 によ り、主要国の重要通信確保の体制 について調査研究 を

行 うとともに、非常時 における重要通信 を迅速 に確保 す るため、既存の通信設備 の情報 のデータ

ベース化 を行った。

(8)非 常時通信技術の研究開発

阪神 ・淡路大震災 においては、通信回線の切断、非常用電源の故障 によ り非常用通信で も一時

不通 となった ものがあった。 また、交換機 の能力 を超 える安否確認 の電話が殺到 したため電話回

線がふ くそうし電話が通 じない状況 も発生 した。

そこで、郵政省で は、非常時 において、重要通信 は もとよ り一般通信 を も確保す るために、7

年度第一次補正予算 によ り、郵政省通信総合研究所 において、① 公共機関及 び一般加入者の通信

に対す る行動1生向の調査 ・分析、②耐災害1生に優 れた情報通信 システムの研究開発、③ふ くそ う

対策のための蓄積系 システム等の研究開発、④災害 情報及び安否情報の提 供方法の研究開発が行

なわれている。

(9)首 都圏広域地殻変動観測施設の整備'

近年、南関東地域 において直下型地震

の発生が懸念 されてお り、地震関係各機

関 ・組織 において南関東地域直下の地震

への取組が急速 に強化 されて きている。

郵政省では、通信総合研究所が開発 し、 一

研究成果 を挙 げて きたVLBI及 びSL

R技 術 を活用 し、1cm単 位 の精度で定常

的に地殻変動の三次元的変化 を観測で き 」、

る観測施 設 を首都圏の4地 点 に設置 し、',㌧. ,.ナ

首都圏にお ける地震の前兆を監視す るシ

ステムを整備 した。小金井 局(東 京都)、 ・ ・ 乳 」.

鹿島局(茨 城県)、 三浦局(神 奈川県)にVLBI施 設(鹿 島局)

続 き、7年 度第一 次補正予算 によ り、館

LI」局(千 葉県)を 設置 しVLBI観 測施設を整備す る とともに全局 にSLR観 測施設 の整備 を行

い、8年 度以降にこの4局 による首都圏地殻変動連続観測 を開始す るこ ととしている(第2-3

-1図 参照) 。
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第2-3-1図 首都圏広域地殼変動観測施設の整備の概念図

フ ィ リ ビ

レーザー反射 衛星

/総 膨
含'＼ 、

海 プ レー トX

三浦半島

4・m/年 ◇xx

Xx
XX

Xx

嵐

鐘
房総半島

北 米.一 トX
X
xx
x

¢ゴ ・.、

9c年

ブレー ト境界で地震発生

㈲ 防災行政無線の高度化のための研究開発

xx

・x◇

9cm/年

電 ～皮星か らのf言号

v、言、舘

x

x

x

x

x

x

x

㌶
xxx

太平洋プレー ト

現在使用 されている市町村 防災行政無線 システムは、単信方式で1つ のチャンネル を用 いて送

信、受信 を交互 に繰 り返 しているため、電話の ような扱 いやす い同時通 信 システムにはなってい

ない。

そこで、郵政省で は、7年 度第二次補正予算 によ り、電話のよ うに誰 にで も使 いやす い双方向防

災行政無線 システムを実現す るために、現在の単信方式1チ ャンネル分の周波数で同時に送信 ・

受信が可能 とな る技術の導入に必要 な調査研究を行った。

m信 頼性向上施設整備事業の推進

5年8月 、「電気通信基盤充実臨時措置法」の一部が改正 され、収益性 は低 いが高度 な信頼陛を

実現 す るための施設整備 に対す る投資に対 して、無利子 ・低利融資等 を活用 して政策的に支援す

るこ ととなった。7年10月 末現在で、10事 業者が事業実施計画の認定を受 けている。

㈲ 通信ケーブルの地中化の促進

ア 電線類地中化税制の延長

高度1青報通信社会においてネッ トワー クの安全 ・信頼1生の向上 は重要であ り、通信 ケーブルの

地中化 はそのために有効であ るが、通信 ケーブルの地 中化 は多額の経費 を要 し、 また、直接収益

に結びつかない投資であ るこ とか ら、事業者の地中化投資 にインセンティブを与 えるため、電線

類地 中化税制 として、特別償却制度の2年 間の延長及び固定資産税の特例措 置の3年 間の延長が

行 われるこ ととなった。

イ 第三期電線類地中化五箇年計画の策定

電線類の地 中化 は、安全で 快適な通行空間の確保、都市災害の防止、情報通信 ネ ッ トワークの

信頼 性向上、都市景観の向上等の観点か ら、関係者の密接 な協 力の下 に積極的 に推進 してい く必

要があ る。
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この ような認識 の下、郵政省、警察庁、通商産業省、建設省、 自治省、電気通信事業者協会、

電気事業連 合会等か ら成 る 「電線類地中化推進検討会議」 において、8年1月 、 第三期電線類地

中化五箇年計画が取 りま とめ られた。

本計画にお いては、地中化規模 として7年 度 か ら11年 度 までの5年 間に第二期計画 の2倍 であ

る2千km程 度 を目標 とす るこ ととされている。

㈹ 総合防災訓練にお ける非常通信訓練の実施

中央非常通信協議会 は、7年9月 、中央 防災会議 が主催 す る総合防災訓練 に参加 し、非常通信

訓練 を実施 した。

本訓練は、実際 に災害が起 きた場合 を想定 した実践的 な通信訓練 を行 うことによ り、 その結果

等 を防災基本計画等 に反映 させ、非常災害時 において も円滑 な通信の確保 を図 ることを目的 とし

た ものであ る。

本年度の訓練の特色 は、阪神 ・淡路大震災の教訓 を踏 まえ、①商用電源の停電 を想定 した非常

用電源 の使用、② インマルサ ッ ト等衛星移動通信の利用、③実際の使 用が想定され る最短ルー ト

の選定で ある。

また、郵政省 は、7年 度第一次補正予算 によ り、非常通信協議 会の活動 体制強化 のた め、非常

通信 セ ミナーの開催、非常通信マニュアルの作成等 を行 った。

コラム4

赤いポスト白書

8年1月 、京都 のあ る出版社か ら、阪神 ・淡路大震災時の郵便局の奮闘 を記録 した 「赤 い

ポス ト白書」が発行 された。 この本 は、 インタビュー、手記、写真、漫画、川柳等 か ら構 成

されてい る。地震 によ り、電話、電気、水道、ガ ス等の ライフラインや交通網が寸断 され、

民 間の宅配便が取扱 いを中止 した中、震災直後 か ら孤立化 した被災者の下 に大量の救i援の小

包 や安否 を尋ねる手紙 を配達 し続 けた郵便 局の職員の活躍 が描 かれている。

阪神・淡路人鹿災
　

赤い
ポスト
白書

雛
赤 いポス ト白書
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準 褻襲

ブロック塀 を支 えるポス ト 全国から被災地へ送られてきた救助用小包

第4節 情報通信の多様化を促進するための電気通信行政の展開

1電 気通信事業政策の着実な推進

(1)接 続 に関する政策の推進

NTT地 域通信網 と他の電気通信事業者 との間の接続 については、「日本電信電話株式会社法 附

則第2条 に基づ き構 ず る措置」(2年3月 政府決定)に よ り、円滑化のための措置が講 じられてき

た ところで あるが、NTT地 域通信網 との接続 は他の電気通信事業者 に とって基本的 に不可欠で

あ り、かつ、公共の利益 の増進 に資す る と考 え られ るこ とか ら、郵政省で は、7年2月 、NTT

に対 して指導文書 「NTT地 域通信網 との接続協議の手順の明確化等 について」を発出 した。 こ

れを受 けて7年3月 、NTTか ら郵政省に対 して 「接続協議の手順等の明確化 に関す る具体的措

置 につ いて」が報告 された。

この報告 を受 け、郵政省では、 「接続協議 の手順等の明確化に関す る具体的 な措置 につ いて」の

内容について、NTT以 外の関係者 か ら意見 の提出 を受 け付 け、7年6月 、その意見 をNTTに

伝 えるとともに、これ らの意見 に対す るNTTの 考 え方の報告 を求 めた。これを受 けて7年8月 、

NTTか ら郵政省 に対 して 「接続協議 の手順等の明確化 に関す る具体的措置について(改 定)」 が

報告 された。
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また、前出の 「接続協議 の手順等の明確化 に関す る具体的 な措置 について」によ り、7年 第!

四半期 を目途 に実施す るこ ととされていた、接続協定の公開、NTT網 機能の開示、「相互接続ガ

イ ドブ ック」の発行 につ いては、7年6月 にNTTに よ り実施 された・

また、接続条件の透 明性を確保 し、NTT地 域通信網 との多様 な形態での相互接続 を推進 す る

観点か ら、NTT通 信網 について、

① 接続の義務化

② 接続条件 の料金表 ・約款化

③ 接続 に関す る会計、接続費用の細分化(ア ンバ ン ドル化)等 接続 に関す る会計方法 ・基準

④ 接続 に必要 な機能のアンバ ン ドル化等接続の技術的条件

⑤ 接続 に必要 な局舎の提供(コ ロケー ション)、電柱 ・管路等 の使用 に関す る条件

⑥ 番号のポータビ リティ(事 業者 を変更 して も同一 の番号が利用で きるこ と)の 実施方法

等の事項 につ いて、8年 中に相互接続の基本的なルール として策定すべ き具体的 な内容 を決 定す

ることとしてお り、 この内容 は「規制緩和推進計画の改定 について」(8年3月 閣議決 定)に 盛 り

込 まれている。

7年 度の事業者間接続料金 の見直 しに関 しては、7年11月 、NTT、 第二電電㈱ 、日本 テンコ

ム㈱及び 日本高速通信㈱の4社 の協議 によ り、7年 度の事業者間接続料金の改定(案)及 び事業

者 間接続料金 の基 本的考 え方に関す る見直 しについて合意 をみた。7年12月 、これ ら4社 の申請

どお りの内容で、事業者間接続料金の改定等 を内容 とす るNTTと 長距離系新事業者 との間の接

続協定の変更 が認可 された。

(2)規 制緩和の推進

ア 料金届 出制の実施

「今後 における規制緩和の推進等 について」(6年7月 閣議決 定)の 規制緩和策 の一環 として、

7年10月 、第一種電気通信事業者 に係 る料金 の うち、利用者の利益 に及ぼす影響が比較的少 ない

もの につ いて、事前届出制を導 入す ることを内容 とす る電気通信事業法の一部 を改正す る法律が

施行 された。 これによ り認可料金の数が半数程度 に減少す るこ ととなった。 さ らに、携 帯 ・自動

車電話、PHS、 無線呼出 し等 の移動通信 の料金 について、届 出制 とす るこ ととなった。

イ 音声系の専用線 と公衆網 との接続の早期実現

「今後 における規制緩和の推進等 につ いて」(6年7月 閣議決定)の 規制緩和策の一環 として、

7年4月 よ り、国内における専用線の片側 に公衆網 を接続す る、 いわゆ る 「公一専」片端接続 が

可能 となった。 また、公専公接続の実施 による完全な自由化 については実施予定時期 を前倒 し8

年 中に行 う予定であ る。

ウ 国際VANサ ー ビスにお ける基本音声サー ビスの提供

「今後 における規制緩和の推進等 について」(6年7月 閣議決 定)の 規制緩和策 の一環 として、

7年4月 よ り、国際VANサ ー ビスに関 し、公衆網 との接続のない形態での基本音声サー ビスの

提供が可能 となった。 また、完全な自由化 につ いては実施予定時期 を前倒 し9年 中 に行 う予定で

あ る。

工 国際専用回線 と公衆網の接続制限の緩和

「規制緩和推進計画 につ いて」(7年3月 閣議 決定)の 具体的措置 として、郵政省で は、7年6月 、

国際専用回線 と公衆網 との接続制限の緩和 を内容 とす る国際回線サー ビス契約約款等 の一部変更
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について認可を行った。これによ り7年7月 か ら「ブレー クアウ ト」(国 際専用回線 をその終端国

において公衆網 と接続 して第三国 と通信 を行 うこ と)が 可能 となった(第2-4-1図 参照)。

第2-4-1図 国際専用回線 と公衆網の接続

A国

国際専用回線

B国

ブレークアウ ト

B国 において国際専用回線 を公衆網 に接続 し、

A国 一C国 間の通信 を口∫能 とす る。

公衆網

C国

オ 第一種電気通信事業の許可申請書の明確化等

8年1月 、電気通信役務の区分 について、例 えば、国内電気通信役務 と国際電気通信役務の両

方 を申請す るこ とが可能で あ り、業務区分 による規制は行 われていない旨を明確 にす るとともに、

事業者の負担 を軽減 す るよう記載事項 を簡素化す るため、電気通信事菊法施行規則の一部 を改正

し、様式第1等 を改 めた。 また、「電気通信事業参入マニュアル」を作成 ・公表 し、業務区分 によ

る規制が ない旨を明記 した。

力 第一種電気通信事業の業務委託の弾力化

8年3月 、 第一種電気通信事業者が弾力的 にネ ットワー クを構築す ることを可能 とす るため、

業務委託 における受託者要件 を緩和 し、第一種 電気通信事業者以外の者が受託す るこ とを弾力的

に認めた。

キ 消費者行政の推進

電気通信分野 にお ける自由化の進展やサービスの多様化 ・高度化 によ り、利用者のニーズに応

じた使 いやす いサー ビスの普及が期待 されるが、一方、利用者 と事業者の間で は、情報量や知識

等 に大 きな格差 があ るた め、電気通信の料金 ・サー ビスに関 して、利用者か らの意見 ・要望、苦

情 ・相談が増加す るこ とが予想 され る。 そこで、苦情処理 ・相談体制の充実等、被害が生 じた場

合 に消費者 を救済 で きる制度 を確立す る必要があ る。

今後、郵政省 としては、電気通信 の料金 ・サー ビスに関 し、消費者が行政 に対 し苦情 申告等 を

行 うこ とがで きる仕組みの制度化 を図 るため、検討 を進 めることとしている。

(3)ユ ニバ ーサルサービス ・料金の在 り方の検討

郵政省で は、今後到来す る高度1青報通信社会 において、ニュー ビジネスの展開を促進 し、すべ

ての人々が高度 な情報通信サービスにアクセスで きるよう、新たなユニバーサルサービス と料金

の在 り方 について、幅広 い観 点か ら総合的 な検討 を行 うため、6年10月 か ら 「マルチメデ ィア時
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代 のユニバーサルサー ビス ・料金 に関す る研究会」を開催 し検討 を行って きた斌7年6月 に中

間報告が取 りま とめ られた。 その概要は次の とお りであ る。

ア ユニバ ーサルサービスの在 り方

マルチメデ ィア時代 において、広帯域 ・双方向の高度な情報通信 ネ ッ トワー クが過疎地 や中山

間地域 にまで導入されれば 遠隔医療 ・遠隔教育な ど豊か な国民生活の実現 に不可欠 なサー ビス

につ いての都市 と地方の格差が是正 され るなど、ユニバーサルサービスの拡大 は実質的 な公平の

実現 において極 めて重要であ る。 こうした背景 を踏 まえ、マルチメデ ィア時代のユ ニバ ーサルサ

ー ビスの在 り方 につ いて
、ユ ニバーサルサービスのマルチメデ ィアへの拡充、マルチメデ ィア基

本環境 の保証、マルチメデ ィアの浸透段階 に応 じたユニバーサルサー ビスの段階的拡充等が検討

されてきた。今後、国民各層の意見 を踏 まえ、更 に検討 を進 め るこ ととしている。

イ 料金の在 り方

現在主流 となっている電話の料金体系(通 信時間 ・距離 に比例)を その ままマルチメデ ィア通

信 に適用 した場合、利用抑制的 な料金 にな る可能1生があ り、すべての人々が大容量のネ ッ トワーク

能力 を十分活用で きる高度情報通信社会 を実現 す るためには、料金上 の課題 を解決 す ることは極

めて重要であ る。こうした課題 を解決す るために、マルチメデ ィア時代 の料金 の在 り方 につ いて、

① 映像通信等、大量の情報 を長時間や り取 りす るニーズ に対 しては、定額料金の ように 「量」

の要素がで きる限 り少 ない料金体系 を基本 に考 えること

② マルチメデ ィアに対す る需要 を早期 に立 ち上 げ、ニュー ビジネ スの創出を促 すためには、新

しいネ ッ トワーク導入段階か ら、需要喚起 型の低廉 な料金 を設定す ること

③ 既存のパ ッケー ジ系メデ ィア等 と比較 して利用者 に とって魅力あ る価格 言 い換 えれば、利

用者が 自主的 に支払 お うと考 える料金水準で あ るこ と

等が望 ましい としている。 また、本格的なマル チメデ ィア時代 を早急 に実現す る観点か ら、 マル

チメデ ィアの普及 につなが る料金体系 について、積極的に導入を図 ることとしてい る。

(4)電 気通信高度化のための番号の在 り方の検討

電気通信分野 にお いては、CATV電 話等ニュー ビジネスの事業化 によって、今後 ます ますマル

チキャ リア化が進展す るこ とが予想 され、利用者の利側 生 ・事業者間の公平性 を確保す る上で、電

気通信の番号 は非常 に重要であ り、 ニュービジネ スの振興 ・通信 市場の拡大 に大 きな影響 を与 え

るこ とにな る。郵政省では、こ うした観点か ら、6年11月 か ら 「電気通信の高度化 のた めの番号の

在 り方 に関す る研究会」を開催 し検討 を行 って きたが7年5月 に最終報告が取 りまとめ られた。

本報告で は、

① 携帯 ・自動車電話の番号容量の拡大 のための新 たな識別番号080/090の 導 入

② フ リー フォンのサービス識別番号 として0120を 事業者共通 に使 えるよ うにす るこ と

③ 「1」 で始 まる3け たの番号の利用方法 の統一化

等 について提言 を行 っている。 また、この報告 を受 けて、郵政省で は、7年8月 、7年12月 に 「事

業用電気通信設備規則 の細 目」の一部改正 を行 い、携帯 ・自動車 電話の新たな識別番号 として080

/090の 導 入、市内局番数がひっ迫 している地域等の市外 ・市内局番の けた数の変更等 を行 った。

また、8年3月 か らは、「電気通信 の番号 に関す る研究会」を開催 してい る。 この研究会 は、7

年5月 に引 き続 き、将来の需要 に対応 した移動通信サー ビスの出現 に対応 した番号計 画の検討 を

行 うこ とを目的 としてい る。
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(5)広 帯域lSDN利 活用方策の技術開発の促進

ア 奈良 リサーチセンターの拡充

郵政省で は、7年 度第一次補正予算 に

よ り、通信 ・放送機構 に対 し出資 を行い、

同機構で は、奈良 リサーチセンターで現

在実施 してい る高 度映 像通信 プ ロジェ ・

ll甥畿 と≦購 聾薄 》
グ ラフ ィックスのや り取 り等 の高度 な

映像通信 を行 うた めの研究 開発施設 を

整備 した。

ここでの研究成果 は、海の生 き物 を映

像素材 とした電子水族館 「アクア ミュー

ジアム」の形で広 く公開 されている。

また、通信 ・放送機構では、関西文化

学術 研究都 市 を中心 に広 帯域ISDN

7

り ㌧9
`

`
嘗 薩 ・

雪 繍
ぞ

.顯 白向

ゆ
・獺 脚 潜

慧遇
電子水族館

凶

吻

の実用化実験 に取 り組んで いる新世代通信網実験 協議会等 との共同実験 を実施 してい くこととし

ている。

イ 分散型映像ネッ トワークの利用技術に関す る研究開発

郵政省で は、7年 度第二次補正予算 によ り、 通信 ・放送機構 に対 し出資 を行い、 同機構で は、

分散 して設置 された複数の映像等のデータベー スを広帯域ISDNを 介 して、効率良 く利用す る

方法 を実現す るのに必要 な技術の研究開発 を行 うため、厚木市(並 列処理技術の研究開発)及 び

浜松市(デ ィレク トリ技術の研究開発)に リサーチセンター を整備 した。

2サ イバービジネスの振興

(1)サ イバ ービジネスの実現に向けた電子商取引実験

郵政省で は、電子商取引の安全 ・信頼1生を高 めるため、7年7月 に設立 された民間企業 のコン

ソー シァムで ある 「サ イバー ビジネス協議 会」 を受 け皿 として、電子商取 引における暗号 ・認証

技術の実証実験 を推進 している。

サ イバービジネス協議会 は、具体的 には、 インターネ ットの ように不特 定の相手方 と通信 を行

うことので きるオープンなネ ットワー ク環境 において、電子商取引の安全 ・信頼1生を確保す るた

めに不可欠の技術であ る暗号 ・認証技術 の実用化を推進す ることを主 な目的 としてお り、当面 の

活動 としては、㈱ テレコムサービス協会 のマルチメデ ィア実験 と日本電子 メール協議会の電子商

取引実験 につ いて、認証機関の構築 ・運用形態の検証等の面での共同実験 を推進 してい くこ とと

している。

本実験(次 世代電子商取引プロジェク ト)は 、G7及 びAPECの 共同プ ロジェク トとして国

際的 な連携 の下 に行われ る。また、サ イバー ビジネ ス協議会は、米国の電子商取引の実験 コンソー

シアムであ るCommerceNetに 参加 してお り、我が国 における唯一の提携 団体 として7年10月 に
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設立 されたコマー スネ ッ トジャパ ンの設立 メンバー ともなって いる。

なお、本実験 の推進 に資す るため、郵政省 においては、以下の施策 を講 じている ところであ る。

ア 広帯域網 ・既存網平行処理技術の研究開発

郵政省で は、7年 度第一次補正予算 によ り、 通信 ・放送機構 に対 し出資 を行 い、 同機構 で は、

広帯域網 とインターネ ッ ト等既存網 との間でアプ リケー ションの連動 を図 るために必要 な技術 の

の開発等 を行 うための研究開発施設を整備 した。

イ 情報通信セキ ュリテ ィ技術の向上のための実験等

郵政省で は、7年 度第二次補正予算 によ り、 情報通信 セキュ リティ技術 を応用 した電子署名、

電子決済等 に関す るモデル システムを構築 し、 このモデル システムによ り実証 実験 を行 うこ とを

通 じ、実用化 に向 けての諸課題の解決 方策 を調査研究 した。

(2)電 子決済、電子現金 とその利用環境整備 に関す る検討

郵政省で は、暗 号 ・認証 に係 る欧米諸国の政策動向 を踏 まえつつ、制度面か ら、電子決済及 び

電子現金 に焦点 を当てて、今後 の暗号政策の方向を検討 し、併せて電子決済 及び電子現金の利用

環境の整備 に資す ることを目的 として、7年11月 か ら 「電子決済 、電子現金 とその利 用環境整備

に関す る調査研究会」を開催 し、8年4月 に報告書 を取 りまとめるこ ととしている。

(3)マ ルチメデ ィア時代 に対応 した分散型ネッ トワーク高信頼化技術 に関す る研究開発

インターネ ッ トに代表 され る分散型ネ ッ トワークは、近年急速 に普 及 し、産業 ・経済 ・社会 の

諸活動のネ ッ トワーク化 に とって、不可欠の存在 となってい るが、 その一方、障害 ・ふ くそう等

への対応、情報セキュ リティ技術が未成熟で ある といった問題点があ る。

そこで、郵政省では、8年 度予算 によ り、通信 ・放送機構 に対 し出資 を行 い、同機構 にお いて、

分散型ネ ッ トワークの高信頼化 を図 るべ く、高度ルーティング制御技術、ネ ッ トワーク相互 間通

信の セキュ リテ ィ管理技術 につ いて研究開発 を実施す るこ ととしている。

3電 波利用の高度化・多様化に向けた施策の推進

(1)マ ルチメデ ィア移動体通信の推進

ア マルチメデ ィア移動体通信 に関す る検討

近年、社会 ・経済 に新たな高度化 を もた らす もの として、音声、データ、動画等 の多様 な コン

テン トを扱 うシステムの導 入 とともに、通信のパー ソナル化が一層望 まれてお り、 これ らのニー

ズに対応可能 なマルチメデ ィア移動体通信への期待が高 まってい る。 しか しなが ら、移動1本通信

分野 は・光 ファイバ等の有線系の通信分野 に比べ、マルチメデ ィアへの取組が課題 となってお り、

今後本格 的に検討 を進 める必要 があ る。

この ような背景か ら・移動体通信のマルチメディア化 を推進す るため、郵政省で は、6年8月

か ら 「マルチ メデ ィア移動体通信 に関す る調査研究会」を開催 し、マルチ メデ ィア移動 体通信の

適用領域・移動体通信 システムのマルチメデ ィア化の進め方等 につ いて検討 を行って きたが7

年4月 、報告が取 りまとめ られた。
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本報告では、マルチメデ ィア移動 体通信の概念 を「いつで も、 どこで も、だれ とで も」に加え、

「どんな情報で も」を可能 とする もの とし
、第2-4-2図 に示す ように移動体通信 システムの技

術 開発 目標 を提示 してお り、 その実現のため、次の(アト仁)の提言を行ってい る。

第2-4-2図 移動体通信 システムの技術開発 目標 イメージ図f二、送速度

100Mb/s

10Mb/s

2Mb/s

高速 ・大容量化

ミリ波(30GHz～)

,
マ イ ク ロ 波(3-10GHz程 度)

FPLMTSフ ェ ー ズ2

■
準マ イ クロ波(2GHz程 度)

FPIMTSフ ェー ズ1

一 一一一噸レ 将来

2000年 2010年 時間

(ア)技 術開発の推進方策

マルチメデ ィア移動体通信 システムの実現 に向けた技術開発 を進 めるため、利用可能 な周波数

が早期 に明確化 され ることが必要であ る。特 に、準 ミリ波帯、ミリ波帯の移動体通信への適用は ま

だ緒 に付 いたばか りであり、デバ イス等の開発 に向 けターゲットを明 らかにす るこ とが必要であ る。

(イ)標 準化方策

今後の移動体通信 システムの開発 に当たっては、開発段階か ら国際的にコンセンサ スを形成 し

つつ、 システム構築及び国際標準化 を進 めてい くこ とが肝要であ る。特 に、 日米欧 の3極 で進 み

が ちな国際標準化の場 にアジア地域等 の要望 を くみ上 げることが今後必 要で ある。

(ウ)国 際協力の推進

国際化の進展に伴 い、今後、世界の どこでで も使 えるシステムに対す るニー ズはます ます増大

す る。 また、 アジア地域等 においては有線系 に比べ比較的安価 に整備で きる無線通信へのニーズ

が急増 してお り、今後の システム開発にお いては、近隣諸国等 か らの要求条件 を踏 まえた仕様 の

検 討、国際標準化 を進 めるこ とが必要であ る。

国 普及方策

ユーザ ニーズを正確 に把握す るため、実証的 な実験 ・評価 を積極的 に実施 し、よ り必要 とされ る

機 能、よ り人にやさ しいインターフェー スを開発す るこ とが重要であ る。また、多様 なコンテン ト

の構築 に対す る積極的 な公的支援、国や地方公共団体 によるマルチメデ ィア移動体通信 システム

の積極 的導入等 によ り、マルチメデ ィア移動体通信の普及の土壌 を育 ててい くこ とが必要であ る。
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イ マルチメデ ィア移動体通信技術の施設等整備

7年 度第一次補正予算 によ り、通信 ・放送機構 において、準 ミリ波帯程度の周波数 を使用す る

無線伝送実験設備、 コンピュータシ ミュレー ション設備等 マルチメデ ィア移動 体通信技術 に関す

る研究施設 ・設備の整備 を完了 した(第2-4-3図 参照)。

第2-4-3図 マルチメデ イア移動体通信技術の研 究イメージ図

空中線系設備

無線伝送設備

蟻 §ミ

シ ュ ミレ ー シ ョ ン設 備

準 ミリ波帯 を利用 したマルチメディア

移動通信システム技術の研究

＼
毒

画像情報

回
高速データ

、
回線測定設備

② マルチメデ ィア移動アクセスに関する検討

移動体通信 のマルチメデ ィア化 のためには、有線系 システムに見合 う伝送速度 を有す る超高速

移動体通信 システムの構築が必要で あるが、 これ につ いては、国内をは じめ国際的 に も本格 的な

検討が されていない状態であ る。本格 的整備が進 められている光 ファイバ とシームレスに接続で

きる移動 体通信 システムを構築 し、携 帯端末 による高精細 テレビ会議、駅や空港でのバ ーチャル

ォ フィスを実現す るため、今後、超高速移動体通信 システム及 び高速無線LAN、 高速無線 アク

セ スの両方 を包含す る幅広 い高速移動 アクセスを指す概念であ る、マルチメデ ィア移動 ア クセス

(MMAC)に つ いて本格的 に検討を進め る必要があ る。

そこで郵政省では、7年7月 か ら、「マルチメデ ィア移動 アクセスに関す る調査研究会」を開催

し、マルチメディア移動 アクセスの技術基準等 について、8年4月 をめ どに調査研究 を進 めてい る。

(3)移 動通信の普及促進

アFM多 重無線呼出 しの制度化 ・事業化

FM多 重無線呼出 しは、FMラ ジオ放送 の電波 に無線呼 出 し信号 を多重 して送信す る ものであ

る。 この システムのサー ビス提供 に当たっては、少 ない設備投資で済 むだ けで な く、新 たな電波

を送信 しないこ とか ら、周波数の有効利用 となるシステムで あ り、既 にアメ リカや ヨー ロッパで
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サ ー ビスが提 供 され て い る。

郵 政 省 は、7年10月 、 「無線 設備 規則 」の一 部 を改正 し、我 が国 にお いて も、

しを導 入で き るよ うに した(第2-4-4図 参 照)。

FM多 重無線呼出

第2-4-4図FM多 重無線 呼出 しのシステムイメージ図

公
送信者

(プ ノシ ュホ ン等)

一般加入

電話網

音楽等の放送

嘗勢
多重端局装置

望/§國

嘱 塁
放送用鉄塔

各ユ ーサ ー端 末

さ らに、郵政省 は、7年10月 、FM放 送事業者、無線呼出 し事業者、メーカー等 か らの ヒア リ

ングを踏 まえ、次のよ うなFM多 重無線呼出 しの事業化方針を定めた。

馴

⑤

①FM多 重無線呼出し事業を営 もうと

する者は、電気通信事菊去の第一種電

猶 事業者となることを要件とす
②講 驚 篠 搬 麟 響

既 に無線呼出 し事業 を営 んで いる者以

外の者 とす る。

③ 事業の参入は、無線呼 出 しの利用形

態及 び公正競争条件 の確保 を考慮 し、

おおむね地域ブ ロック単位 とす る。

FM多 重無線呼出し端末

イ60GHz帯 ミリ波 レーダーの制度化

小電力 ミリ波 レーダーは、 自動車の走行中の衝突防止等のために電波 を用 いて障害物 を検 知す

る小型 レーダ ーシステムであ り、衝突事故等の事前防止の一助 とな るシステム として期待 されて

いる。郵政省は、7年10月 、「電波法施行規則」等 を改正 し、60GHz帯 を使用 した小電力 ミリ波

レーダーを導入で きるよ うに した。

ウ 高速双方向移動体データ通信システムの制度化

高速双方向移動体 データ通信 システムは、 これ までの文字情報伝送やファクシ ミリ通信等 に加

えて、カ ラー静止画伝送等の新 しいサービスに対応で きるシステムであ る。郵政省 は、7年10月 、

「無線設備規則」を改正 し、 この高速双方向移動体データ通信 システムを導入で きるよ うに した。

159■ ■ ■■



一 第2章 情報通信政策の動向

エCATVを 利用 したPHSシ ステム標準化試験施設の整備

8年3月 、郵政省通信総合研究所の 「ACTセ ンター」に、CATVをPHSシ ステムの伝送

路 として利用す る技術(PHS/C(建27))の 開発 を促進 し、PHS/Cシ ステムの標準化 を進 め る

ための実験施設が整備 された。

(4)VlCSサ ービスへの取組

VICSは 、電波 ビー コン、光 ビー コ

ン及 びFM多 重放 送 の3メ デ ィア を用

地 図 表 示 型 表 示 事 例い
、 ドライバー に渋滞i青報、交通規制 情

報等 の道路交通i青報 を リアルタイムに提 活,、

供 す るシステムであ る。 その運営主体 と

して、7年7月 に、郵政省、警察庁及び

建 設省の共管法人で ある働道路交通 晴報

通信 システムセンター(略 称:働VIC

Sセ ンター)が 設立 され、8年4月 か ら、

首都圏及び東名、名神 高速道路等 にお い

てサー ビスの開始 を予定 している。

VlCS情 報受信前

ゆ

國"v{csm瀞 懸 兜 匪 亟國

毒 璽懸 翼

。世,羅 磯 ム そ

鑑,雰 駕 麺
圏 一撒 一黒入ロ ー

VICS情 報受信後

(5)移 動衛星通信サー ビスの提供

アSバ ン ドを利用す る国内移動衛星通信の新展開

国内の移動通信 は、利用者のニーズの多様化 や通信需要 の急速 な拡大 に伴 い、サービスエ リア

の一層 の拡大が望 まれている。 これ らの需要 に応 じるためには、衛星 を利用 した新 たな移動通信

システムの構築が効果的で あ り、 その早期導入が求 められている。

そこで、郵政省 は、Sバ ン ド(2.6/2.5GHz帯)を 利用 す る国内移動衛星通信 システムの導入

を図 るため、7年8月 、「無線局免許手続規則」等 を改正 し、Sバ ン ドを利用す る国内移動衛星通

信 システムの導入 に必要 となる無線設備 の技術基準 を定め、無線局の局種 無線 設備 の操作等 に

関す る規定 を整備 した。

また、7年8月 のN-STARa人 工衛星打 ち上 げに続 き、8年2月 のN-STARb人 工 衛

星 に も成功 してお り、 これ らの人工衛星 の中継 による、海上及 び陸上での国内移動衛星通信サー

ビスの提供が8年3月 か ら開始 され る。

イ イ ンマルサッ トの新サ ービスの導入

(ア)イ ンマルサツ ト陸上移動衛星通信サービスの導入

インマルサ ッ ト陸上移動衛星通信 システムは、 自動車等 に対 して衛星通信サー ビスを全世界的

に提供す るシステムであ り・地上系通信 システムの利用が困難 な地域や災害時等 にお ける迅速か

つ確実 な手段 として早期 の実用化が期待 されている(第2-4-5図 参照)。
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第2-4-5図 インマルサ ッ ト陸上移動衛星通信 システム概要図
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彦
1可 搬型移動地球局1

陣 載型禾鋤 地球局1

電 話 、FAX、 テ レ ッ ク ス 、 デ ー タ、HSD

そこで郵政省 は、8年3月 、インマルサ ッ ト陸上移動衛星通信サービスの導入のために、「無線

設備規則」等 を改正 した。

これによ り、インマルサ ッ ト陸上移動衛星通信サービスにお けるインマルサ ッ トA型 、B型 、

C型 、M型 及 び ミニM型 の携帯移動地球局の無線設備 に関す る条件等が定め られた(第2-4-

6表 参照)。

'
騰 灘ド・,疲

」4'1

!

/

亙ゼ
インマルサットシステムのC型 及びM型 の携帯移動地球局
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第2-4-6表 イ ンマルサ ッ トシステムの概要

システム

主な特徴等

伝送信号

変調方式

アンテナ

種類

大 きさ及 び

重量(重 量

については、

アンテナ等

を含 めた装

置全体 の重

量)

使用開始

()内 は

海サー ビス

利用端 末数

()内 は
。サー ビス

インマルサ ッ ト

A

① 船舶、陸上

も最多普及

② 新規型式承

認 を打切 り

③2003年 頃ま

でサービス継

続

テ レ ックス

デ ー タ

(56kb/s,

64kb/s)

アナログ

パ ラ ボ ラ ア ンテ

ナ

(80-120cm)

海外旅行のスー

ッケース程度

25kg

(120kg;海)

1988年

(1982年)

7,467

(17,657)

インマルサ ッ ト

B

①Aの 後継機

② デ ジタル化

によ り品質改

善

③ スポ ッ トビ
ーム衛 星に も

対応

④ クレジ ッ ト

カー ドコール

サー ビス

音 声

テ レ ッ クス

フ ァ ク シ ミ リ

(9.6kb/s)

デ ー タ

(9.6kb/s,

64kb/s)

デ ジタル

パ ラボ ラア ンテ

ナ

(80cm)

同左

20kg

(100kg;海)

1993年

(1993年)

634

(304)

インマルサ ッ ト

C

① テ レックス
・デー タ通信

専用

② 小型船舶 、

トラ ック用 に

開発

テ レ ッ クス

デ ー タ

(300b/s,

600b/s)

デ ジタル

無指向性ア ンテ

ナ

(30cm)

ラ ップ トップ コ

ン ピュー タ程 度

5kg

(10kg;海)

1991年

(1991年)

6,569

(ll,802)

イ ンマルサ ッ ト

M

① 小 型ア ンテ

ナに よ り携帯

性 良

②A,C型 に

次 いで普及

③ クレジ ッ ト

カー ドコール

サ ー ビス

音 声

フ ァク シ ミ リ

(2.4kb/s)

デ ー タ

(2.4kb/s)

デジタル

平面 ア ンテナ

(50cm)

ブ リー フケース

程度

10kg

(25kg;海)

1993・ 年

(1993年)

5,054

(1,200)

インマルサ ッ ト
ミニM

①M型 を更に

小型化 した携

帯 システム

② 第三世代衛

星(ス ポッ ト

ビーム)対 応

音 声

フ ァク シ ミ リ

(2.4kb/s)

デ ー タ

(2.4kb/s)

デジタル

平面アンテナ

(20cm禾 呈度)

ラ ンチボ ックス

程度

3kg程 度

1996年

予定

(注)1

2

3

欄 中、陸上使用 と海上使用 を区別 していない場合 は、同一の仕様。

A型 については、海上使用の場合、音声、 フ ァクシ ミリ等 も伝 送可 能。

利用端末数は、7年7月 末の全世界 での数。

(イ)イ ンマルサッ ト船舶地球局への高速データ通信 システムの導入

インマルサ ッ ト船舶地球 局の インマルサ ッ トA型 システムに、 これ までの音声や ファクシ ミリ

通信等 に加 えて、ISDN回 線 との接続 を可能 とし、高品質音声伝送、蓄積 型の動画伝送等 の新

しいサービスに対応で きる高速データ通信 システムを導入す るため、郵政省 は、7年10月 、「無線

設備 規則」の一部を改正 した。

ウ 高度海上通信システムの推進

高度海上通信 システム とは、海上 における遭難及び安全 に関す る世界的な制度(GMDSS)

で、従 来のモールス通信 を主体 とした もの に代 えて、衛星通信技術やデ ジタル通信技術 の利 用 に

よ り、船舶 が どの ような海域 を航行 していて も遭難、安全 に関す る通信 を確実 に陸上の救助機 関
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や付近 を航行す る船舶 に伝 え、陸上 と船舶が一体 となった捜策救助活動 を可能 とす るシステムで

あ る。我が国において、モールス通信 を主体 とす る従来 システムか ら高度海 ヒ通信 システムの適

用 に移行 した船舶 は7年12月 末で413隻 と対象船舶約2万1千 隻の3%強 とい う状況 にあ る。

この ような状況 か ら、官民一体 となって高度海上通信 システムの計画的な導入を図 るため、郵

政省 は、7年10月 、水産庁、運輸省及 び海上保安庁並 びに関係 団体 とともに 「GMDSS導 入促進

連絡協議 会」を設立 し、その事業 として8年3月 「GMDSS導 入促進 シンポ ジウム」を開催 した。

また、高度海上通信 システムにおける義務船舶局 に備 えなければな らない無線設備 に代替で き

る船舶地球局の無線設備 に、 インマルサ ッ ト船舶地球局のインマルサ ッ トB型 無線設備 を加 える

ため、郵政省は、7年10月 、「電波法施行規則」を改 正した。

工 低 中軌道周回衛星通信 システム(LEOシ ステム等)の 推進

近年、全世界をサービスエ リア とす る非静止衛星通信 システムの導入が欧米 各国で計画 されて

い る。 この システムは、低 ・中高度の軌道 を周回す る数十個 の衛星 を利用す ることか ら電波が届

かないブ ライン ドエ リアがほ とん どな く、地上の どこか らで もアクセス可能で ある特徴 を有 して

いる。 このため、 ビル陰や地形 によってサービスが制約 される地上系通信網 を補完 しグ ローバル

な情報通信 ネ ッ トワークを実現す るための有望 なシステム として、我が国において も2～3年 後

をめ どに複数の システムによるサービスの開始が計画 されている。

郵政省 は、当該 システムの円滑 な導入を図 るため、7年9月 、電気通信技術審議 会に対 し、「非

静止衛星 を利用す る移動衛星通信 システムの技術的条件」について諮問を行った。 同審議会で は、

移動衛星通信 システム委員会 を設置 して審議 を行 ってお り、8年6月 以後 に一部答申が出され る

予定で あ る(第2-4-7図 参照)。

第2-4-7図 移動衛星通信 システムの構成図
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(注 〉諮問す る技術 的条件は 、網掛け 部分に関す るもの。

オ 遠隔医療診断等のための移動衛星通信活用技術の開発

電波を利用した情報通信基盤は、有線 と比べ、移動通信に適 している、地勢に左右されず整備
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しやすい、災害 に強 い等の特徴 を有 していることか ら、情報通信基盤の整備が立 ち遅れてい る地

域で も活用で きるメデ ィア として その有用性が再認識 されてい るところで あ る。

そこで、郵政省で は、7年 度第一次補正予算で通信 ・放送機構 に出資 し、 通信 ・放送機構 は、

5か 年計画で衛星 を利用 して情報通信基盤 の整備が立 ち遅れている地域での、公的サー ビス等 の

向上 を実現 す る技術開発 を行 っている。具体的 には、医療分野 をモデルケー ス として、衛星通信

回線 を使用 して医療研究機関等 と地域 を巡 回す る移動検診車 との問で高品質 な診断画像 データを

伝送 し、地域医療の向上 に資す るような、機動1生のある遠隔医療支 援通信 システム等 の研究開発

を実施す るもので ある。

(6)固 定衛星通信 システムの普及促進 に関する検討

近年、我が国の固定衛星通信 システムは、耐災害1生、広域1生、同報 注 といった特徴 によ り普及

発展 して きたが、 こうした中、新 しい通信衛星 の打 ち上げ、国内衛星通信事業者 による国際サー

ビスの開始、外国衛星通信事業者 の日本市場への参入、 さ らに、米国 における次世代 の新 しい衛

星通信 システムの構想 の出現等固定衛星通信 システムを取 り巻 く環境 は急速 に変化 して きてお

り、今後のマルチメデ ィア社会 に向 けた固定衛星通信 システムの在 り方等 についての将 来 ビジ ョ

ンの構築が求 め られている。

そこで、郵政省で は、8年1月 か ら 「マルチ メデ ィア社会に向 けた衛星 による固定通信 システ

ムに関す る調査研究会」 を開催 し、国内外 にお ける固定衛星通信 システムの動向、市場規模等の

調査 を踏 まえ、 その普及発展のための課題 と展望及び推進方策 につ いて検討 を行 ってお り、8年

5月 に検討結果 を取 りまとめるこ ととしている。

(7)ア ジア ・太平洋地域におけるマル チメデ ィア人材育成 システムのためのネ ッ トワーク技術の

研究開発

アジア ・太平洋諸国 にお ける情報通信分野の人材育成 に資す るために、郵政省 は、7年 度第二

次補正予算で通信 ・放送機構 に出資 し、通信 ・放送機構江別 リサーチセンター(北 海道)で は、

モ ンクッ ト王工科大学(タ イ王国)、 南京大学(中 国)及 び郵 電大学(中 国)と 共同で、衛星通信

等の情報通信基盤 を利用 したマルチメデ ィア人材育成システムの構築 に関す る基盤技 術の研究開

発 を行っている。 ここで は、 マルチメデ ィアに対応 した研修素材データベース、マルチ メデ ィア

入出力機能 を備 えた遠隔研修用CAIシ ステムの開発及びネ ッ トワー ク技術 の開発 を行 い、 アジ

ア ・太平洋諸国 との共同実験 を通 じて情報通信 分野 における遠隔研修用CAIシ ステムの有効 性

を実証 す るとともに、導入 に当たって解決 すべ き課題等 について検討 している。

4電 波利用に係る環境整備の促進

(1)周 波数資源の開発

ア 国が行 う周波数資源の開発

我が国においては、社会経済活動の発展、国民生活の向上、科学技術の進歩等 に伴 う電波利用

分野の拡大 とニーズの多様化 によ り、移動通信 の分野を中心 に して周波数の需要が ます ます増加

している。周波数の ひっ迫 と今後の需要 に対応 して、将 来 にお いて も安定 した周波数の供給 を図

るため、郵政省は周波数資源の開発 を推進 している。
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(ア)未 利用周波数帯の開発

技術上 の理 由か らこれまで利用が困難であった ミリ波(30GHz～300GHz)や 光領域の周波数

は、広 い帯域 を有 し、将来の有望 な周波数資源 として期待 されている。郵政省では、 この ような

未利用周波数帯 を利用可能 とす るため、広帯域ISDN対 応 ミリ波通信技術、 ミリ波構内通信技

術、 ミリ波 ・サブ ミリ波帯 におけるデバ イス技術、光領域周波数帯の利用技術 について調査 ・検

討 を行っている。

←f)既 利用周波数帯の再開発

郵政省で は、マイクロ波帯 にお けるマ イクロセル方式の構成技術及び高品質画像等 の伝送技術

等、従来 主 として固定通信 に利用 されてい るマイクロ波(3GHz～30GHz)等 の周波数 を移動通信

に も利用す る技術の調査 ・検討 を行 っている。

(ウ)周 波数有効利用の技術開発

郵政省では、固定通信 ・移動通信 ・放送の各分野 において、周波数 を従来以上 に効率的に利用

す るため、1チ ャンネル当た りの周波数帯域幅 を狭 くす る狭帯域化技術やデ ジタル技術、ダ イナ

ミックゾー ン構 成技術等 といった高度 な周波数有効利 用技術 について調査 ・検討 を行ってい る。

イ 周波数資源開発の民 間支援策

基盤技術研究促進 センターでは、民間 において行われ る基盤技術 に関す る試験研究 に対 して必

要な資金 の出資、融資の事業 を行ってお り、周波数資源の開発 に関す る研究開発 もその対象 にな

る。2年 度か ら7年 度 までは、 ミリ波 システムの超小型化技術の研究開発を行 う㈱ ミリウェイブ

に対 し、出資を行った。

② 電波利用促進のための規制緩和

ア 無線局の検査の簡素化

無線局は、開設、変更 工事 の落成の際及び免許期間中の一定時期 ご とに、無線 設備、無線従事

者、備付書類等の検査 を受 ける制度になっているが、近年の技術進歩に伴 う無線設備の性能安定、

信頼1生の向上 や免許 人の 自主的管理 点検能 力の向上等 を考慮 し、次のよ うな大幅な検査の簡略化

が7年4月 か ら施行 された。

① 定期検査不要局の拡大

② 免許 人による管理 点検 が良好 な一定の無線 局の定期検査省略

③ 定期検査 の実施周期の延長

④ 変更検査 を省略す る範 囲条件の拡大等

イ 小型船舶用レーダーの免許手続 きの簡略化

郵政省 は、7年12月 、小型船舶用 レーダーを技術基準適合証明の対象設備 として電濾 去に定め

る技術基準 に適合 しているこ との証明を行い、当該無線局の免許申請手続及び免許処理 に要す る

時間を短縮 す るため、「特定無線 設備の技術基準適合証明 に関す る規則」の一部 を改正 した。

ウ 無線従事者国家試験機関の指定

「規制緩和推進計画 につ いて」(7年3月 閣議決定)に 基づ き、従来国が行って きた第一級総合

無線通信士等8資 格 に係 る無線従事者国家試験事務 を、新 たに働 日本無線協会 に行 わせ るこ とと

し、同協会 をこれ らの資格 に係 る指定試験機関 として指 定 した。 これによ り、働 日本無線協 会に

行 わせ る国家試験事務 は23資 格 となった。

工 無線従事者の資格取得の容易化等

郵政省は、無線従事者の資格取得の容易化等 を図 るため、7年10月 、「無線従事者規則」を一部
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改正 し、8年4月 か ら施行す るこ ととした。 これ によ り、学校 の卒業者及 び業務経歴 等 による免

許の付与、国家試験科 目の一部削減、免許取得 に係 る欠格事 由の緩和等 がなされ るこ ととなった。

(3)効 率的な周波数利用のための諸方策

ア 携帯電話等の周波数有効利用方策

社会経済活動の多様化 ・国際化 に伴 い、情報通信が果 たす役割が急速 に高 まってきてお り、 と

りわけ携 帯電話等の移動通信 システムの利用が増加 してい る。 しか しなが ら、移動通信 システム

は電波 を使用す るため、現在割 り当て られてい る周波数の よ り一層の有効利用 を推進 して い くこ

とが大前提 となる。

このため、郵政省 は、狭帯域化、小セル化、ハー フレー ト化等の周波数利用効率の高 い新 しい

技術の開発 ・導入を促進 してい るところであ るが、今後 も携帯電話等の健全 な発展 を確保 してい

くためには、さ らに長期的視野か らの需要予測及び周波数の利用 に関 しての技術的諸方策等 を含

む周波数有効利用方策 を策定 し、産業界や利用者 に対 して明確 に示 してい くこ とが必要で あ る。

本検討 は、電気通信技術審議 会で、8年 春 ごろを目途 に検討中であ る。

イ 電波有効利用促進センターの指定

電波有効利用促進センターは、無線 局の開設 に当たって既設無線局 との混信 の状況等必要 な事

項 について照会及び相談 に応 じること等 によ り、電波 の利用者の利便の向上 と周波数 の有効利用

の促進 を図 るための業務 を行 うこ とを目的 とす る公益法人 として郵政省が指 定す るもので、7年

度 は新 たに㈹電波産業会が指定 され、7年7月 か ら業務 を開始 している。

ウ 特定ラジオマイク用周波数の増波

近年、大規模 な ミュー ジカル等 の上演 に際 して、同時 に使用 され る特定 ラジオマイクの数が増

加 して きてお り、 これに対応す るために、使用可能 な周波数の拡大が求 め られていた。

これ らのニーズにこたえるため、郵政省 は、7年6月 、「無線設備規則」の一部 を改正 し、特定

ラジオマイク用周波数の増波 を図 り、劇場等で同時 に使用す るこ とがで きるラジオマイクの本数

を15本 程度か ら25本 程度 とした。

工 無線呼出 しの容量増加

無線呼出 しサービスは、これ までビジネス中心 に使用されていたが、プライベ ー トで利用 され る割

合が増加 しているほか、今後更 に加入増が見込 まれ、また、無線呼出 しサー ビスの高機能化 やシス

テム手帳 との複合化 による更 なる需要が見込 まれている。このため、郵政省 は、7年6月 、「無線設

備規則」の一部 を改正 し、無線 呼出 しシステムの変調信号の送信速度等 を変更 し、よ り周波数利 用

効率の高 いシステムへの移行 を促 し、無線呼出 しシステムの加入者数及び伝送容量 の増加 を図 った。

(4)ル ーラル加入者無線の実用化

現在 、山間、離島等のルー ラル地域 と呼 ばれ る地域 においては、有線系の加入者線 と比較 し、

「般的 に設置が簡単で、耐災害1生が高 いなどの特徴 を有 している電波 を利用 したシステムに加入

者線 としての期待が高 まっている。こ うした状況 を踏 まえ、6年11月 、郵政省 は、「ルー ラル加入

者無線通信 システムの技術的条件」につ いて、電気通信 技術審議会 に諮問 し、同審議会で審議 さ

れて きたが7年6月 、答 申を受 けた。郵政省 は、 それ を踏 まえ、8年3月 、「無線設備規則」及

び 「特定無線 設備 の技術基準適合証明 に関す る規則」の各一部 を改正 した。

(5)電 波環境保護の促進

ア 不法無線局未然 防止策の制度拡充

不法無線局の未然防止対策の強化 を目的 に、5年6月 電波法の改正 によ り、免許 盾報告知制度
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が導入 された。本制度は、「指定無線設備(不 法無線局に使用 され るおそれの高 い無線設備 として

郵政大臣が指定す るもの)」の小売業者 に対 して、無線局の免許取得が必要 な旨等 を指 定無線設備

の購入者 に対 して告知す る義務 を課す ことによ り、無線局の不法開設 を未然 に防止 しようとす る

ものであ る。郵政大 臣は、小売業者の告知義務違反 を是正す るための指示 を行 うこ とがで き、 ま

た、 この指示 に必要 な限度で、報告徴収及び立入検 査がで きることとなっている。

本制度は、6年4月 か ら施行 され、 当初 は、 指定無線設備 として27MHz帯 又 は900MHz帯 、

つ ま り不法市民 ラジオ又は不法パ ーソナル無線 として使用 され るお それの高い無線設備のみが対

象で あった。

これ に、最近 、設備 の改造等 によ り重要無線通信等への混信 ・妨害が多発 して いる144MHz帯

又 は430MHz帯 の不法 アマチ ュア無線 に使用 され るおそれの高い無線 設備 を新 たに指 定す るた

め、8年3月 、電波法施行規則の改正 を行った。改正規則 は、8年6月 か ら施行す ることとしている。

イ 電波監視施股の整備

電波利用の拡大 とともに、免許 を取得せずに開設 ・運用す る不法無線局や免許 は受 けている も

のの電漁 去に違反 して運用 している無線局が、電気通信業務、放送業務又は人命若 しくは財産の

保護 に係 る無線通信業 務等の重要な無線通信等 に妨害 を与 える事例や不要な電波 による障害が多

発 してい る。

この ような状況か ら、多発す る混信 ・妨害 をな くし、安心 して電波が利用で きる環境 を実現す

るため、5年4月 か ら施行 された電波利用料制度 による電波利用料 を財源 として、5年 度か ら電

波の監視及び規正並 びに不法 に開設された無線局の探査等 を効率的 ・効果的 に行 うための電波監

視施設を整備 している。

(ア)遠 隔方位測定股備

遠隔方位測定設備 は、地方電気通信監理局に設置 されるセ ンタ局及び複数のセンサ局か ら構成

され、不法 な電波 の発射地点 を測定 しセンタ局の地図上 に表示す る設備であ る。センサ局は6年

度 まで に29局 が整備 されてお り、7年 度 は、当初予算 によ り、千葉市及び神戸市 に整備 され、さ

らに、7年 度第二次補正予算 によ り、仙 台市、長野市、金沢市、広島市、松山市、北九州市及 び

熊本市等 に整備 された。8年 度は、関東平野、大阪周辺及び那覇市等、合 わせて12か 所 に整備 さ

れ る予定で ある。 また、遠隔方位測定設備 と衛星通信回線で接続 し不法無線局 を探索す る不法無

線局探索車 は、6年 度 まで に4台 が整備 されてお り、7年 度 は、当初予算によ り近畿地 方に、さ

らに、7年 度第二次補正予算 によ り、東北、信越、北陸、中国及び四国地方 に各1台 整備 された。

8年 度 は、沖縄地方 に1台 が整備 される予定であ る。

(イ)遠 隔受信股備

遠隔受信設備 は、遠隔方位測定設備 の電波監視区域 を補完 し、不法 な電波の発射 を確認す る設

備で あ る。6年 度 までに、24か 所 に整備 されてお り、7年 度は、 当初予算 により、釧路市(北 海

道)、盛岡市、山形市、甲府市、大津市、松江市に、さらに、7年 度第二次補正予算 によ り、福 島

市、 日立市(茨 城県)、 鳥取市、山 口市及び延岡市(宮 崎県)に 整備 された。8年 度は、引 き続 き、

遠隔方位測定設備 の整備が遅 れる地域 を対象 として14か 所 に整備 され る予定であ る。

㈲ 短波監視施股

短波監視施設は短波 帯以下 の周波数の電波の到来方向を測定す る設備であ り、現有設備 の更改

及びネ ッ トワーク化 によ り電波監視機能 を向上 す るこ ととしてお り、7年 度は熊本市のセンタ局

及び阿蘇町(熊 本県)の センサ局の設備が整備 された。8年 度 は、札幌市 にセンタ局及び千歳市
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(北海道)に センサ局が整備 され る予定であ る。

国 宇宙電波監視施設

近年 にお ける静止衛星軌 道及 び周波 数の使用状況等の高密度化 とともに、我が国の衛星通信 シ

ステムに対す る混信発生等の問題 も現 実的 な もの となって きてお り、衛星通信系 に対応 した電波

監視 システムを整備す ることが必要 となってい る。

そこで、郵政省で は、7年5月 に電気通信技術審議会か ら出 された答 申 「宇宙電波監視 システ

ムの在 り方」 を基 に、8年 度か ら宇宙電波監視施設の整備 に着手す るこ ととして いる。

ウ 電磁環境に関する対策

無線機器、電子機器等か ら放射 される電硬破 によ り、電子機器 に影響 を及ぼす事例 が増加 して

お り、電子機器か ら放射 され る電磁波の抑制、電磁波 に対す る妨害排除能力の向上が重要 な課題

になっている。

(ア)妨 害波等に対す る国際 的な規格等の検討

電子機器等の製品か らの妨害波等の規格、測定法 については、CISPRに おいて検討 されて

お り、7年10月 に南 アフ リカ共和国 のダーバ ンで 開催 されたCISPRダ ーバ ン会議 にお いて

は、各小委員会 ご とに機器、装置 につ いて妨害波の許容値、妨害排 除能力の基準及 び測 定が 去を

審議 し、委員会原案等の作成を行った。

(イ)医 療機関等における携帯電話の使用に関す る暫定指針の公表

近年、特 に携帯電話等 の急速 な普及 に伴 い、携帯電話等か ら発射 される電波 によって医用電気

機器の性能 に影響 を与 える事例が報告 されてい るため、 その影響 を明 らかにす る とともに、医療

機 関等 における携帯電話の使用の在 り方を検討す ることが緊急の課題 となって いる。

こうした背景 か ら、学識経験者、郵政省 ・厚生省 をはじめ とす る関係省庁、電気通信事業者、

関連工業会等で構成 され る不要電波問題対策協議 会で は、上記の課題 を専門 に検討す る医用電気

機器作業部会 を7年12月 に設 け、検討を行って きたが8年3月 、「携帯電話等 の使用 に関す る暫

定指針」 を取 りまとめた。本指針 は、暫定指針であ るが 今後 本協議会等 を通 じ、携帯電話等

の使用者及 び医用電気機器 の使用者 に十分周知 させ、9年3月 を目途 に広範 な実証試験等 に基づ

いた詳細 な指針 を検討 してい くこととしている。

(6)人 体の電波防護 に関す る取組

電波のエネルギーが人体 に及ぼす作用 に関 しては、2年6月 に電気通信技術審議 会か ら 「電波

利用 にお ける人体 の防護指針」が答申され、 これに基づ き5年9月 、勧電波 システム開発センタ

ー(現 ㈱電波産業会)に おいて 「電波防護標準規格」が策定 され
、 電波防護 に関す る自主的 な運

用基準 を作 るためのガ イ ドライン として各方面で活用 されているところで あ る斌 携帯 電話の利

用拡大等電波利用の著 しい進展 に伴 い、利用形態 も急速に変化 して きてお り、 その内容を見直す

必要がで て きている。

そこで、郵政省で は、7年9月 か ら「人体の電波 防護の在 り方に関す る調査研究会」を開催 し、安

心 して無線機器 を利用で きる環境作 りに資す るため、今後の電波防護の在 り方 について検討 を行

って きたが、8年3月 、報告が取 りま とめ られた。今後取 り組むべ き主 な事項 は、次の とお りで あ る。

ア 携帯電話端末等に関する補助指針の具体化

2年6月 の電気通信技術審議会答 申 「電波利用 における人体の電波 防護指針」の基本 とな る考

え方及び根拠 となる数値 は、諸外国の指針 と大 きな相違 点はないが、携帯電話端末等の身体 に接

近 して使用 され る低電力放射源の指針 について、 よ り具体的で分か りやす い説明の補足 を検討す
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る必要 があ る。

イ 防護指針に関連 する取組の強化

常設の検討組織 によ り継続的 に人体 の電波防護 に関す る活動 を行ってい くこ とを検討すべ きで

あ る。特 に、現在ガ イ ドライン として活用 されている 「電波防護標準規格」の補足や 「電波防護

Q&A」 の発行、 「電波防護110番 」の開設等、一般ユーザー に、 よ り分か りやすい内容を検討す

るこ とが緊急の課題であ る。

ウ 研究の推進及び研究体制の充実

我が国 において も、人体の電波 防護 に関 して本格的な実験 を実施 し、技術データを積み上げて

い くこ と及び欧米 との共同研究を行 うこ と等、研究体制の強化が必要である。

(7)地 域振興の ための電波利用

電波 は、有線系に比べー般的 に地勢に左右 されず整備が しやす く、かつ、その通信 システムは、

耐災害1生が高 く復旧が容易であ る等の特徴 を有 しているので、情報通信基盤の整備が立 ち遅れて

い る地方 において も活用で きるメデ ィアであ ると期待されている。 この ことか ら、郵政省で は各

地方電気通信監理局 を中心 に、昭和63年 か ら電波 を利用 した地域社会の活1生化及び地域住民の生

活向上 を図 るため、「地域振興のための電波利用プロジェク ト」を推進 している。 これ によ り、地

域の要望 に沿 った各種 の電波利用方策 につ いて調査研究 を行 い、 これ まで に様々なシステムが検

討 されて きた ところであ り、葉山町(神 奈川県)の コ ミュニティ放送及び翻 尺市の観光地 情報案

内システム等が実用化 されている(第2-4-8表 参照)。

第2-4-8表 「地域振興のための電波利用に関す る調査研究会」の7年 度の案件

電監局

北海道

東北

信越

北陸

東海

近畿

中国

四国

九州

調査研究案件
北海道におけるミリ波帯電波の活

用に関する調査研究

高原公園都市 にしごう」実現の
ための情報通信システム

学校教育における電波利用の調査
研究

福祉分野における電波利用の在 り
方に関する調査研究
山村地域における個性ある町づ く
りのための調査研究

田園地域 における高度情報化推進
のための調査研究
一田園地域におけるインテリジェントネット

ワーク研 究 一

中国地方 における衛星 リモー トセ
ンシング観測 の普及促進 に関する

調査研 究

徳 島県 における漁業情報通信ネソト
ワークシステムに関する調査研究

九州における電波利用の高度化に

関する調査研究

モデル地区

北海道内

福島県西郷村

長野県内

福井県福井市及びそ
の周辺地域

岐阜県益田郡地域

(萩原町、小坂町、下

呂町、金山町、馬瀬)
管内

管内

徳島県

九州管内

主 なシステムイメー ジ

牧場 の電波 フェンスシステム

酪農分野の画像伝送 システム

リモー トセ ンシング(霧 、吹雪対策、

除雪作業 システム

観光客へのサー ビス向上 、全国への観

光PRが 容易 に行 える地域活性化の手

段 としての情報通信 システム

教育施設の高度化に資する電波を利用
した画像伝送システム等
・音声通信教育分野の電波システム
・画像通 量教育分野の電2シ ステム

高齢者 ・障害者の屋外活動に資する電
波利用システム
温泉を中心 とした レジャー分野での電

波利 用 ・情報通信システム、益 田地域
の広域 的な電波利 用 システム

既存の情報通信 インフラを活用 した地

域内マルチサ ービス を実現す る有線 ・

無線 一体 となった田園地域型多元情報

ネ ッ トワークシステム
一次産業分野 の衛星 リモー トセ ンシン

グ観測 システム

市況情報 ・海況情 報 ・漁船 の位置情報

等 を 「漁業情報セ ンター」 で一括集約

し、漁船 ・漁業共同組合等で入手す る

漁業情 幸通 きネントワークシステム
マルチ メデ ィア移動通信」 見える

ラジオ」等 の新た な通信 メデ ィアの利

用等 を踏 まえた新た な電波利用高度化
システム
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この うち、長野 県 内で 行 われ てい る

「学校教育 におけ る電波利用の調査研究」

をきっかけ として、8年2月 か ら通信 ・

放送機構 による 「遠隔医療診断等のため

の移動 体衛星通信活用技術の研究」の研

究開発プ ロジェク トが発足 した。

これは、山間部等 の地域で は、都市部

に比べ て医療機器、人材等の医療環境 の

立 ち後 れが指摘 されてい るこ とか ら、医

療分 野をモデルケー ス として、衛星通信

等 の高度 な電波利用技術 の開発 を進 め、

通信 システム及び利 活用 の早 期充 実 を

図 ろう とす るもので あ る。 具体的 には、

衛星通信 回線 を使用 して松 本 リサー チ

⊥

し

_一 へい

甲 繍 岬ド.プ

鋤泌 一霊　塑瓢 鑑 し

∫三∴7宥 肇
一一■ ■職 ∠

レ

遠隔医療診断のためのCT移 動検診車

センター(長 野県)と 地域 を巡回す る移動検診車 との間で高品質なX線 診断画像データを伝送 し、

地域医療の向上 に必要 な通信 システム及 び利活用 につ いて5か 年計画で研究開発 を行 う もので、

8年3月 、同 リサーチセンター に研究開発 に必要 な施設の整備 を行った。

(8)電 波利用に関す る電気通信格差是正事業の推進

国は、携帯 ・自動車電話等 の移動通信サービスを全国 どこで も使 えるようにす るため、移動通

信用鉄塔施設 を整備す る地方公共団体等 に対 してその経費の一部 を補助す る 「移動通信用鉄塔施

設整備事業」 を行っている。

7年 度 は、補助金 として、過疎地域等で は14道 府県15か 所で約9億8千 万円、高速道路 トンネ

ル等で は、9か 所で約9億1千 万 円が交付 された。

(9)電 波利用料制度の活用

電波利用の拡大 によ り電波監理事務 や不法無線局への対応等 の国の事務 に必要 な費用 も増大 し

てい るが、 これ ら無線局全体の受益 を目的 として行 う事務の処理 に要す る費用(電 波利 用共 益費

用)に ついては、5年 度 か ら電波利用料制度 を導入 し、毎年、無線局の免許 人が電波法 に規定す

る金額 を負担 してい るところであ る。

これまで、郵政省 は、 この電波利用料 を財源 として、電波監視施設(DEURASシ ステム)

の整備 や全無線局の情報 をデータベー ス化 したコンピュータ システムであ る総合無線 局監理 シス

テム(PARTNER)の 整備 を進 めて きてい る。

さ らに、8年 度以降 にお いて、無線局数の急激 な増加 によ る周波 数のひっ迫 に対応 して電波 の

よ り能率的 な利用 に資す る技術 の導入 を促進 す るため、技術基準の制定 に必要 な試験 ・分析 の事

務の一層の充実のために電波利用料 を充て るこ ととす るほか、今後 必要 な電波利 用共益費用 と無

線局数の見込み に基づ き、一部の電波利用料の金額 の引下 げを行 うこ ととしてい る。

また、7年5月 、「電濁 去」が一部改正 され、8年5月 以降、納イ楮 の利便 の向上 に資す るため、

口座振替の方法 によ り電波利用料 を納付す ることが可能 となった。

(注27)

ケーブル テレビ網を利用 したPHSサ ービス
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1放 送=ユ ービジネスの振興

(1)衛 星データ放送

衛星 データ放送 とは、全国一斉 に配信で きる衛星(BS及 びCS)か らの送信波 にデ ジタル信

号を重畳 して、音声、文字、 ソフ トウェア等の様 々な形態の情報 を、 自由に組み合わせて高速で

配信す る放送であ る。

既 に、BSデ ータ放送では、SDABがBSチ ューナー と家庭用ゲーム機及び専用 アダプター

を接続 した受信機 を用いた、ゲー ム関連i青報等の放送の事業 を7年4月 か ら開始 してお り、CS

データ放送で は、㈱ ジパ ング ・アン ド ・スカイコ ミュニケー ションズが、7年12月 にパー ソナル

コンピュータ向けにソフ トウェアや通信販売用カタログ等 の放送 を開始 したが、 より柔軟 な番組

内容 を実現す るには、一つのデータ群の中に文字、静止画等の複数種類の情報 を組み合わせ るこ

とが必要であった。

そこで、7年6月 に電気通信技術審議会か ら、「12.5～12.75GHzを 使用す る衛星放送 に関す る

技術的条件」の うちデータ放送の技術的条件(複 合データ信号)に つ いての一部答申及び 「放送

衛星 によるデータ放送 に関す る技術的条件」の うち複合データ信号の技術的条件 についての答 申

が出され、 この方式 による衛星データ放送の技術的条件が固 まった。

これ らの概要 は次の①か ら④ の とお りであ る。

① 異な る符号化 による情報 を統一的 に扱 えるようにデータの分離 ・識別 を行 うデータヘ ッタヘ

データユニ ッ トを拡張、共通化す る とともに、新たな情報 に も対応可能 とす るように各々に拡

張1生を確保す る。

② 文字、図形等 の各i青報 間やテレビジョン放送 とデータ放送間の連動 した処理及び生放送の よ

うな実時間処理を可能 にす る時間制御符号を策定す る。

③ 受信者 と受信機のインタラクティブな視聴が可能 となるように、受信者の指示 と受信機の動

作 を結 びつけるリンク情報 を導入す る。 さ らに、今後のマルチメデ ィアの進展に対応で きるよ

うに拡張i生を確保す る。

④ 多様 なサー ビスの実現及び既存の放送サービス との相互運用性 を考慮 し、可能 な限 り既存の

符号化方式 に対応す る。さ らに、今後新たな符号化方式も導入できるように拡張腔を確保す る。

また、衛星データ放送 を活用 した多様 な放送サービスの事業化 を可能 とす るためには、多様 な

受信機 に対応で きる送信方式の確 立が不可欠であ る。 そのため郵政省は、7年 度第一次補正予算

によ り通信 ・放送機構 に出資 し、同機構 は衛星データ放送関連企業 と共同で、多機能 な情報機器

での受信 を可能 とす る衛星データ放送の送信方式の開発 を行 うとしている。7年 度はプ ロ トタイ

プ送信方式のための試作 ソフ ト等が開発され、8年 度は、技術評価 を行 うための送信系、受信系、

運用系等 に係 る実証実験が予定されている。
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(2)地 上データ放送

デー タ多重放送 は、デ ジタル情報 によ り、音響、文字、図形等 多様 なサー ビスの提供 を可能 と

し、 かつ、対話型(イ ンタ ラクティブ)の 情報提供機能が実現で きるものであ り、放送 全体 のマ

ルチメデ ィア化 の先駆的サー ビス として期待 されてい る。

7年1!月 、電気通信技術審議会か ら 「地上 データ放送の技術 的条件」の うち、地上系 テレビジ

ョン放送 の垂 直帰線消去期間 を利用 した地上 データ放送(VBI方 式)の 技術的条件 につ いて、

一部答申が出され
、8年3月 、データ多重放送 を地上放送 に導入す るための制度改正が行 われた。

また、 この地上データ放送 を活用 して提供で きるサービスの中で、事業化の期待が大 きい電子

新聞放送 について、郵政省 は7年10月 か ら、「電子新聞放送 の将 来動向等 の調査 に関す る連 絡会」

を開催 してい る。 ここで は、電子新聞放送 に関す る利用者 ニー ズ、将 来需要及 び社会的 インパ ク

ト、円滑な導入のために考慮すべ き事項等の調査 を してお り、8年6月 に最終的 な報告が出 され

る予定 となっている。8年3月 には、本調査の一環のアンケー ト結果 が出 された。

(3)FM文 字多重放送

FM文 字多重放送の普及 を図 るため、情報を有料で特定多数 にサービスす るこ とで多様 なサー

ビスの提供が可能 となる有料放送制度 を同放送 に導入す るこ ととし、8年1月 、関係省令 の制度

改正が行われた。 これ によ り、既存のFM放 送事業者 による有料 の文字情報提供サー ビスや、道

路交通情報 を有料で提供す るサー ビスが予定されている。

(4)外 国語FM放 送

在 日外国人の増加や 日本人の国際化 に伴い、外国語 による情報提供 ニー ズの高 ま りを背景 に、

FMに よる外国語放送 が7年2月 に制度化 され、7年10月 、大阪市等 を放送区域 とす る関西 イン

ター メデ ィア㈱ が開局 した。また7年6月 には、東京都特別区等 を放送区域 とす るエ フエ ムイン

ター ウェーブ㈱ に予備免許が与 えられ、8年4月 に放送 を開始す る予定であ る。

これ らの放送 局は、ニュー スや音楽番組 をは じめ、外国人向けの生活関連i青報等の番組 を英語

を中心 とした数 か国語 によ り提供 している。

(5)多 チャンネル時代における視聴者 と放送 に関する検討にっいて

郵政省 は、技術革新 による多チャンネル化の進展 と放送番組 に対す る社会的関心の高 まりを踏

まえ、放送 の在 り方 につ いて検討 を行 うこ とによ り、21世 紀 に向 けた放送の健全 な発達 を図 るこ

とを目的 として・7年9月 か ら・「多チャンネル時代 にお ける視聴者 と放送 に関す る懇談会」を開

催 している・ ここで は・① 多チャンネル化 と放送規律、②放送番組 と視聴者、③番組審議機関の

役割等 について検討 され、8年 末 に報告が出 され る予定 となってい る。

2放 送のデジタル化の推進

放送のデ ジタル化 に関 して・諸外国及びITUに おいて、標準化の動 きが活発化 して きている

状況 にあるが・このため郵政省では・6年6月 、電気通信技術審議会 に対 し、「デジタル放送 方式

に係 る技術的条件」 につ いて諮問を行い、地上放送、衛星放送及びCATVの 各放送 メデ ィアの

デ ジタル放送方式 につ いてメデ ィア横断的、総合的に検 討を行っている ところであ る
。7年7月

には・通信衛星 を利用 した衛星デ ジタル多チャ ンネル放送方式の技術的条件 につ いて答申が出 さ

れた。
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なお、CATVに ついては8年5月 ころに答 申の発表が予定されてお り、地上放送 については

引 き続 き審議 が継続 され るこ ととなっている。

(1)衛 星デジタル多チ ャンネル放送

衛星デ ジタル多チャンネル放送 は、近年のデジタル技術の進展 と、7年8月 の通信衛星JCS

AT-3の 打 ち一Lげの成功 に よ り周

波数資源の有効利用が可能になった こ

とか ら、① 多チャンネル化 による放送

事業への参入機会の拡大、②番組の多

様化 ・専門化 を通 じた視聴者の選択範

晶

デジタル放送受信機

囲の拡大、③放送サービスの高度化 を

通 じたマルチ メデ ィアへの対応等 を目

指 して推進 されてい る。

郵政省で は、7年12月 、電波監理審

議会 に対 し、衛星デジタル多チャンネ

ル放送の導入 に関す る省令改正等 につ

いて諮問 を行ったが、8年2月 に出さ

れた答 申を受 けて、同月、具体的サー

ビスの規定、マ スメデ ィア集中排除原

則の緩和、数の 目標 の設定等を内容 とす る 「放送普及基本計画」の一部改正、技術基準策定のた

めの各種省令改正がなされた。一方、通信衛星JCSAT-3を 利用 した衛星デジタル多チャン

ネル放送のサー ビス開始 に向 けて、顧客管理代行 と番組検索 システムの提供 を行 う日本デ ジタル

放送サー ビス㈱ が㈱ 日本サテライ トシステムズ及び大手商社4社 の出資 により設立 され、 また、

3月 には電波監理審議 会か ら、同社等34社 に対す る、委託放送業務の認定 について答申が出され

た。サービスの開始時期 においては、テレビジョン放送のチ ャンネル数約50チ ャンネル以上及び

音声放送のチャンネル数100チ ャンネル程度が予定 されている。

(2)デ ジタル放送 における技術開発

アlSDB技 術に関する研究開発

超高精細度テレビジョン放送、高臨場感放送、デ ジタル多チャンネル放送、対話1生を有す る高

度マルチメデ ィア放送等、放送 システムの高度化 を図 るISDBを 実現す るためには、多量の映

像情報 を含む極 めて多種 多様 な放送の コンテン トを高能率、柔軟 に伝送す ることが必要であ るこ

とか ら、ISDB技 術 に関す る研究開発の推進 を行っている。

イ 地上デ ジタル放送実現に向けた技術開発

地上系デジタル放送の実現 には、情報 を多数の電波 に分散 して伝送 し、 ゴー ス ト等の妨害波 に

強 い伝送方式で あ るOFDM(直 交周波数分割多重変調方式)等 、高度な伝送技術の開発が不可

欠で あ り、現在、通信総合研究所、NHK放 送技術研究所、㈱次世代デ ジタルテレビジョン放送

システム研究所等 において技術開発が進 め られてい るところであ る。

ウ デジタル放送技術総合試験施設の整備

地上デ ジタル放送等、新 たな放送技術の早期の研究開発 を行 うための総合的な試験設備 が未整

備 として、通信総合研究所内に地上 デジタル放送のシ ミュレーシ ョン ・システム等、放送 システ

ムの総合的な評価 ・検証 を行 うことが可能 な試験設備の整備が行われた。
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エ デジタル放送受信機 インターフェイスの標準化の推進

郵政省 は、デ ジタル放送受信機 のインターフェイスの標準化 を推進 し、放送 と通信等 の他のメ

デ ィア との融合 を可能 とす るた め、7年 度 において、デジタル放送受信機 とパ ソコン、通信端末、

ICカ ー ド等 との接続 に必要 なインター フェイスの適合試 験システムを整備 し、標準適合試験 を

実施 している。

オ 統合デジタルCATVシ ステム標準化試験施設の整備

ケーブルテレビは、広帯域 ・双方向のメデ ィア として、 マルチメデ ィア時代の情報通信基盤 と

してフルサ ービスの提供 が期待 されてお り、ケーブル テレビシスデムのデ ジタノレ化 と、デジタル

化 された他 のメディア との接続 は不可欠で ある。特 に、8年4月 か ら開始 が予定 されてい る衛星

デ ジタル多チャンネル放送 との接続 は緊急 な課題で あ り、 そのため、通信総合研究所 の広帯域C

ATV実 験施設(ACTセ ンター)内 に統合デジタルCATVシ ステム標準化試験施設 が追加整

備 された。 ここで、多チャンネル化、高画質化 を図 るためのケーブル テレビの高速デジタル伝送

技術、VOD等 デ ジタル制御技術、他メデ ィア との接続技術等の統合デジタル伝送技術 に係 る実

証実験が行 われている。

カ 「マルチメデ ィア時代 に向けた放送技術の将来展望」の諮問

放送技術 は、放送 メデ ィアの多様化 ・高度化の中で、放送 メデ ィアの糊 生を生 か しつつ、デ ジ

タル技術、通信技術、ネ ッ トワー ク技術等の他分野の技術 との融合や受信機 の高度化技術 の進展

によ り、マルチメディア時代 に向 け重要 な役割 を担ってい くもの と期待 されている。

このような状況か ら、諸外国 との連携等 の国際的 な視野 も踏 まえ、7年11月 、郵政省は 「マル

チメデ ィア時代 に向けた放送技術 の将来展望」 につ いて、電気通信技術審議会へ諮問 を行 った。

同審議会 に新 たに設置 された 「放送技術開発委員会」にて審議が行 われ、8年6月 に 「我が国の

放送技術の将来展望並 びにこれ らに関す る諸課題」 について答 申が出され る予定であ る。

キ マルチメデ ィア時代 に対応 したデジタル放送の技術開発 に関する検討

我が国 においては、今後、 メデ ィア融合型の放送サービス、超 高画質のテレビジ ョン放送や高

度な移動体放送サー ビス等 の実現 を図 ってい くため、デジタル放送技術 に関す る技術 開発、標準

化及 び実用化 を国際的な連携 を保 ちつつ、円滑 に進 めてい くこ とが必要で ある。 そのため郵政省

で は、「マルチメディア時代 に対応 したデジタル放送の技術開発 に関す る調査研究会」を7年10月

か ら開催 している。

本研究会で は、① デジタル技術が もた らす新 しい放送 システムの可能1生、②他 メデ ィア とのイ

ンター フェイスを配慮 した今後の技術開発 と標準化課題、③ マルチメデ ィア時代 に対応 したデ ジ

タル放送 のモデル システム、④国際的連携 の在 り方が検討 されてお り、8年4月 に報告が取 りま

とめられ る予定であ る。

3放 送メディアの充実

(1)放 送の国際化の推進

ア 我が 国か らの映像国際放送

6年 の放送法 の改正 によ り・NHKに よる従来 か らの短波 国際放送 に加 え、我が国か らの映像

国際放送の発信 が可能 にな り、7年4月 か ら北米及び欧州 において開始 された。
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その内容 は、NHKが 衛星事業者 に委託 し、外国 に向 けてNHKの 放送番組 を放送 させ る とい

う委託協会国際放送業務及 び一一般放送事業者(民 放)が 衛星事業者 に委託 し、国内外 に向 けて放

送番組 を放送 させ るこ とが実施可能 になった受託 内外放送で ある。

また同時 に、NHKの 業務 として、放送番組 を外国有線放送事業者 に提供す るこ とも可能 とな

った。

イ 海外か らの映像国際放送

海外か らの番組伝送サー ビスは、「放送」として提供 されるものの受信 に関 しては電漁 去違反の

問題 は生 じないが、 「通信」として提供され るものの受信 に関 しては、無線通信 の傍受等 を禁 じて

いる電波法 に抵触す る疑義がある。 このため郵政省で は、受信の円滑化 を図 る目的で、外国事業

者の提供 す る番組伝送サ ービスの うち、 「放送」に該 当す ると判断され るものを公表 す るこ ととし

ている。

7年 度末現在、「放送」 に該 当す ると確認 されたサー ビスは、4事 業者14チ ャンネルで ある。

ウ 放送番組の国際交流

日本の放送番組 を開発途上国向 けに翻訳 す る事業 を支援す るため、3年4月 、㈲放送番組国際

交流 センターは郵政省 と外務省の共管法人 として設立 された。同センターに対 して、郵政省 と国

際交流基金 は各 々約1億 円の補助等 を している。 このセンターでは、テレビ番組の吹替 えや国際

番組 ライブ ラリーの構築 ・運用、内外の放送関係者の交流 を図 るための国際会議の開催等 を通 じ

て、我が国の放送番組の海外提 供をは じめ放送番組の国際交流の促進 を行っている。8年3月 末

現在478本 の放送番組が 日本語か ら英語等 に吹 き替 え られ、アジア地域 を中心 に番組 を提供 す る

などの活動 が行われている。

② 放送 ソフ トの充実

ア 放送番組素材利用促進事業の推進

放送番組の制作 に使用 され る映像 ・音響素材(放 送番組素材)を 収集 ・制作 ・保管 し、放送番

組の制作 の用に供 す る業務等 を行 う事業(放 送番組素材利用促進事業)を 支援 し、放送番組の制

作基盤 の充実を図 るために、「放送番組素材利用促進事業の推進 に関す る臨時措置法」が6年9

月施行 された。

これによ り、地上放送 にお けるローカル番組 の放送が充実す るほか、多チャンネルケーブル テ

レビ等 における多様 な放送番組の提 供が可能 とな る。

7年 度 においては、郵政省 の通信 ・放送機構 を通 じた出資及 び東京メ トロポ リタンテレビジョ

ン㈱並び に東京都の出資 によ り、㈱ 東京映像 アーカイブが7年5月 設 立された(事 業開始予定8

年6月)。 その事業の概要 は、①各種放送番組素材の収集、制作、保管及び提 供業務、② 各種放送

番組素材 に関す るあっせん、③各種放送番組素材 に関す る情報提供業務等で ある。

イ 受信設備制御型放送番組の制作の促進

デジタル信号の伝送技術の確立 その他の急速 な技術革新 によ り、視聴者が個 々の関心 に応 じて

多様 な方法で視聴す ることを通 して、必要 な情報 を能動的 に入手で きる新たな方式の放送番組の

提 供が可能 となってきている。 これを受 け、 この ような放送番組の制作 を促進 し、 その普 及を通

じて国民が晴報 を選択す る機会 を拡大 し、 もって高度肩報通信社会の構築 に寄与す るこ とを目的

として、「受信設備制御型放送番組の制作の促進 に関す る臨時措置法」が7年9月 施行 された。

その概要は、通信 ・放送機構が、①受信設備制御型放送番組の制作 に必要 な資金 の調達 に係 る

債務の保証 、②認定 を受 けた実施計画 に係 る受信設備制御型放送番組制作施設整備事業(受 信設
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備制御型放送番組の制作 に必要 な設備 を備 える施設 を整備 して、当該放送番組の制作 を行 う者の

共用 に供 す る事業)に 対す る出資、③受信設備制御型放送番組 に関す る情報の提 供等の支援二措 置

を行 うこ とであ る。

ウ 有線テレビジ ョン放送番組充実事業の推進

有線 テレビジョン放送番組充実事業 は、「有線 テレビジ ョン放送 の発達及 び普及のた めの有線 テ

レビジ ョン放送番組充実事業の推進 に関す る臨時措置法」 に基づ き、① 番組共同制作施設、②番

組配信施設、③番組情報検索施設及び④番組収蔵施設の整備 を実施 す る者 に対 し、産業投資特別

会計の出資 を原資 とす る通信 ・放送機構 か らの出資や、 日本 開発銀行等か らの無利子融資又 は低

利融資の支援措置を行 うものであ る。

工 字幕放送、解説放送の充実

視聴覚障害者 は、 その障害 によ り放送 を利用 してい く上でハ ンデ ィキャ ップがあ るが、我が国

で は、字幕放送、解説放送及 び手話放送の実施状況が十分 とはいえないな ど、視聴覚障害者向 け

の放送 につ いて、一層の充実 に取 り組 んでい く必要があ る。

このため、「身体障害者の利便の増進 に関す る通信 ・放送身体障害者利用円滑化事業 の推進 に関

す る法律」が5年9月 に施行 されたのを受 け、郵政省で は、耳の不 自由な方のための字幕 放送 や、

目の不 自由な方のための解説放送 という視聴覚障害者向 け放送の放送番組の充実 を図 るために、

放送番組制作費 に対 し、通信 ・放送機構 を通 じて助成を行 うこととしている。7年 度 にお いては、

関東地 区で6番 組、北陸地区で3番 組、近畿 地区で2番 組の計11番 組 の字幕放送 に対 し助成 が行

われた。

(3)テ レビジ ョン放送画面のワイ ド化 ・高画質化

第2世 代EDTVと は、現行 テレビジ ョン放送 と両立1生を保 ちなが ら、1チ ャンネルの周波数

領域(6MHz)の 中で、画面の ワイ ドアスペ ク ト化(9:16)、 高画質化等 を図 る ものであ り、第

1世 代EDTVに 引 き続 き電気通信技術審議会EDTV委 員会で審議 が進 め られて きた。7年7

月、画面の ワイ ド化技術、垂直及び水平解像度の補強技術、識別制御信 号の特i生等、第2世 代E

DTVの 技術 的条件 について出された電気通信技術審議会か らの答 申を受 け、「無線設備規則」及

び 「標準 テレビジ ョン放送 に関す る送信の標準方式」等の一部改正が行われた。

これによ り、7年7月 か ら在京民放6社 の放送局が第2世 代EDTVの 放送 を行ってお り、今

後、全国的 に同放送が行 われ る予定であ る。

(4)ケ ーブルテ レビの 高度化

ア マルチメデ ィア時代におけるケーブルテレビシステム に関す る検討

近年、 ケーブルテレビに対 し、従来 のテレビジョン放送だ けで な く、 その広帯域 な伝送路 と双

方向機能 を活用 したオンデマン ドの映画、テレビゲームの提供、パ ソコン通信、CATV電 話、

PHS/C等 、様 々なサー ビスへの要求が高 まってお り、 これ らのサー ビスを円滑 に導入す るた

めには・①需要増 に対応 した上 り・下 り用周波数の確保、②互換1生・相互接続i生等の向上、③高

い品質及び信頼性の確保及び④ ケーブル テレビシステムの低廉化が求 め られてい る。

そのため郵政省 は・7年10月 か ら・「マルチ メデ ィア時代 におけるケーブル テ レビシステムに関

す る調査研究会」を開催 し・ケーブル テレビの現状及び利用動向(周 波数利用状況、要素技術 ・シス

テム技術)、マルチ メデ ィア時代 にお けるケーブル テレビシステムの在 り方(広 帯域 データ伝送 シ

ステム等、新 しいシステムを考慮 した上 り・下 り回線の周波数配分等) 、導入の目標 とすべ き望 ま し

いシステム(モデルシステム)について検討 を行ってお り、9年3月 に報告が出され る予定で あ る。
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イ 広域CATVフ ルサー ビス技術開発の推進

ケーブルテレビ網が1青報通信インフラとして効率的に利用 されるには、個 々のケーブル テレビ網

が広域接続 され、大規模 な情報通信網 として構築 されることが必要であるが、そのために広域 ケー

ブルテレビ網 におけるフルサービスに対応 した効率的な伝送技術の開発が不可欠 とされている。

そこで、郵政省は、7年 度第一次補正予算 により、通信 ・放送機構 に対 し出資 を行 い、同機構

で は広域CATV網 を使った通信 ・放送融合サー ビス技術 に関す る研究開発を行ってい る。具体

的には、目黒 リサーチセンター にセンター実験施設を、関東近郊のケーブルテレビ施設3か 所 に

サブセンター実験施設を整備 し、 それ らを広域接続 し、広域CATV電 話、広域デ ジタル伝送、

デジタルNVOD(ニ ア ・ビデオ ・オン ・デマ ン ド)等の フルサー ビス技術の開発を行っている。

ウ ケーブルテ レビの光デマン ドアクセス方式の導入

ケーフルテレビは、多チャンネル化、高画質化、高信頼1生といったニーズにこた えるため、伝

送路 において も光 ファイバ を用 いたシステムが導 入されつつあ るが、今後は、FTTH(FiberTo

TheHome)型 システムの導入が期待 されている。そこで郵政省は、FTTHの 一形態であ る光デ

マン ドアクセス方式(伝 送路途 中のハブ(中 継装置)ま で は全チャンネルを伝送 し、ハブか ら加

入者宅 までは受信者が要求 したチャンネルのみで伝送す る方式)の うち、FM伝 送方式を用 いた

有線 テレビジ ョン放送施設に関す る技術的条件 を定め るための、「有線 テレビジョン放送法施行規

則」の一部改正 を行った。

4放 送の利用格差の是正

3年 度 に創設 された 「電気通信格差是正事業」の一環 として、7年 度 は、 「民放 テレビ放送難視

聴解消事業」、「小笠原地区テレビ放送難視聴解消事業」、「民放中波 ラジオ放送受信障害解消事業」

及び 「都市受信障害解消事業」が行われた。

なお、8年 度 は、「沖縄県南 ・北大東地 区テレビ放送難…視聴解消事業」を新たに実施す るこ とと

している。

(1)民 放テ レビ放送難視聴解消事業

民放 テレビ放送難視聴解消事業 とは、地上系民間 テレビジ ョン放送が1波 も良好 に受信で きな

い地域 において、 その解消を図 るための、 テレビ放送中継施設(中 継局)又 は共同受信施設を整

備す る市町村等 に対 して、国が その経費の一部 を補助す る事業で ある。

7年 度は補助金 として、中継局は7道 県11事 業で約1億6千 万円、共同受信施設は16道 県62事

業で約1億6千 万円が交付 された。

(2)小 笠原地区テ レビ放送難視聴解消事業

小笠原地区 テレビ放送難視聴解消事業 とは、地 ヒ系民間テレビジ ョン放送 の全 く受信で きない

東京都小笠原地区 において、 その解消のための、放送番組伝送用衛星回線施設及びテレビ放送中

継施設 を整備 す る東京都 に対 して、国が その経費の一部 を補助 す る事業であ る。

7年 度 は6年 度か らの2か 年計画の最終年度で、補助金 として約4億6千 万円が交付 された。

(3)民 放 中波ラジオ放送受信障害解消事業

民放中波 ラジオ放送受信障害解消事業 とは、民放中波 ラジオ放送の受信障害 を解消す るた め、

民放 中波 ラジオ放送 中継施 設等 を整備 す る市町村等 に対 して、国が その経費の一部 を補助す る事
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業である。

7年 度は補助金 として、約5,700万 円が交付 された。

(4)都 市受信障害解消事業

都市受信障害解消事業 とは、原因となる建造物の特定が困難なテレビジョン放送の受信障害が

発生 している地域において、受信障害解消のための共同受信施設を整備する市町村又は特別区に

対 し、国がその経費の一部を補助する事業である。

東京都中野区分の7年 度事業の補助金は、約2億3千 万円が交付された。

第6節 新郵便サービスと郵便局ネットワーク等の新たな展開

1=一 ズに対応した郵便サービスの提供

(1)新 サー ビスの実施

ア 新型郵便ポス トの試行設置

郵政省で は、2年 度以降、新型郵便ポ ス トの開発 に取 り組んで きたが、7年4月 か ら全国23か

所で新型郵便ポ ス トの試行設置 を行ってい る。 また、新型郵便 ポス トの利用者へのアンケー トを

実施 した。試行結果及びアンケー ト結果 を踏 まえ、8年 度以降本格 的に設置す るこ ととしてい る。

新型郵便ポ ス トは、①郵便物の大型化 に対応 して差入 口を拡大す る、②郵便物 の増大 に対応 し

て容量 を拡大す る、③子供や車 いすの方が投 かん しやすいよ うに差入 口の高 さを5cm低 くす る

などの改善が施 されている。

イ 配達記録郵便サービスの新設

郵政省では、通常郵便物 につ いて、引受時 に当該郵便物 に引受番号 をちょう付 し、配達の際 に

受取人か ら受領印を受 け、 当該引受番号を記録す るサー ビス(無賠償)を7年11月 か ら開始 した。

また・同一差 出人か ら取扱いが同一の配達記録郵便物 を同時 に300通 以上差 し出す場合 には、①

郵便物 にバ ーコー ド引受番号 を表示 し、受領証及び同原符 を作成 して差 し出 した もの は1通 にっ

き15円 を、②①の条件 に加 え、配達証及 び同原符 を作成 ・添付 して差 し出 した ものについては1

通 につ き50円 を、減額 す るこ ととした。

ウ ふ るさと小包のパ ソコン通信 による申込サー ビスの実験

郵政省で は・最近のパ ソコン通信の普及状況 を踏 まえ、郵政省 と提携 した商用パ ソコンネ ッ ト

に、ふ るさ と小包(250品 目程度)の オンラインショッピング コーナー を設 け
、 その中か ら、利用

者が直接好みのふ るさ と小包 を選択 し、 申 し込む こ とがで きる、パ ソコン通信 による申込みサー

ビスの実験 を8年1月 か ら開始 した。
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(2)サ ービスの充実

ア 配達サー ビスの 向上

郵政省では、昼間帯不在家庭への配達対策 として、生 ものを対象 として実施 してきた小包の夜

間再配達 を7年6月 か ら、すべての小包郵便物 にまで拡大実施 した。

さらに、7年11月 か ら夜間再 配達 を書留郵便物 にまで拡大実施することとし、書留郵便物の休

日配達 と書留郵便物及び小包郵便物の時間帯別再 配達サー ビスを併せて実施 した。夜間再 配達の

時間は、おおむね17時 か ら20時 まで とし、時間帯別再 配達の指 定時間は、午前(お おむね9時 か

ら12時 まで)、 午後(お おむね!3時 か ら16時 まで)及 び夜間(お おむね17時 か ら20時 まで(休 日

を除 く。))の 三つ に区分 し設定 している。

イ 電子郵便(レ タックス)の サービス改善

郵政省で は、最 近のパ ソコン通信の普及状況を踏 まえ、従来 の差出方法であ る①窓 口への差 出

し、②ポ ス トへの投 かん、③ ファクシ ミリによる差 出 し及び④電話 による差 出 しに加 えて、パ ソ

コン通信 を利用 した差出 しを7年9月 か ら実施 した。これは、郵政省が承認 した商用パ ソコンネ

ッ ト会社 に加入 してい る利用者 は、 自宅のパ ソコン通信のサー ビスメニューの中か らレタックス

のメニューを選択 して、通信文等を入力す ることによ り商用パ ソコンネッ ト会社を通 じて差出 し

が行 えるもので、東京中央郵便局で取扱 いを行ってい る。

また、6年9月 か ら東京都区及び政令指 定都市 に限定 して取扱 いを開始 した電子郵便特別台紙

(押 し花台紙)の 配達地域 を7年11月 か ら全国に拡大 した。

ウ 時間外窓 ロにおける普通小包郵便物等の引受け

郵政省で は、7年11月 か ら、集配普通郵便局における時間外窓口取扱時間に、現在の速達郵便

物等の取扱 いに加 えて、①普通小包郵便物の引受 け、②郵便 ポス トに差 し入れ るこ とので きない

大型の普通通常郵便物の引受 け、③上記郵便物 の料金納付のため使用す る郵便切手の販売等(料

金別納及び料金後納 とす るものを除 く。)を 行っている。

工 翌朝郵便サー ビスの取扱地域の拡大

郵政省で は、夕刻等の一定の時間に集荷便又は直接郵便局に差 し出された郵便物 を、差出 日の

翌 日の午前10時 まで に配達す る翌朝郵便サービスを7年2月 か ら東京都区 と政令指定都市 との間

等で実施 していたが、新た に7年11月 か ら東京都区 と各県庁所在地 との間等 を取扱地域 に加 えた。

オ コンピュータ郵便のサービス改善

昭和60年6月 か ら日本橋郵便 局及び大阪中央郵便 局で取扱 いを開始 したコンピュー タ郵便 に

っいて、①磁気 テープ による差出 し、② フロッピーデ ィスクによる差 出 し、③電子計算機 か らの

差出 しに加 え、郵政省が承認 した商用パ ソコンネ ット会社 に加入 している利用者がパ ソコン通信

を利 用 して簡便 にオフィス ・自宅等 か らコンピュータ郵便の差 出 しがで きるサ ー ビスを8年1

月か ら開始 した。

また、東京都 内及び大阪市内の5局 を新 たに受付 局 とし、 フロッピーデ ィスクの受付 けを行 う

こととしている。 さらに、 コンピュータ郵便用のデータを簡易に作成で きるソフ トを開発 し利用

者 に提供 す るサー ビスを3月 か ら開始 し、利用拡大 を図 っている。
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2効 率的な郵便事業経営の推進

(1)効 率的な要員計画

郵便事業は、郵便物 の引受 けか ら配達 に至 るまで多 くの作業 を人手 に依存す る事業で あ り、郵

政省では7年 度においては事業経営 の健全化 に向 けて、よ り一層の機械化及び業務の外部委託等

に積極的 に取 り組 む一方、要員配置の見直 し等 によ り約1,100人 の減員 を行った。8年 度 にお いて

も、効率化 ・合理化施策 を積極的に推進 し、年間約900人 程度 の減員 を予定 してい る。

また、労働 力市場の変化 に対応 し、労働 力の安定的確保 と効率的配置及び女1生や高齢者の就業

機会の拡大 を図 ることを目的 として、6年10月 か ら関東郵政局及び東京郵政 局管内の一部の郵便

局 において郵政短時間職員 を配置 してい る。郵政短時間職員 は1日4時 間勤務で、任用、服務、

処遇 は常勤職員 とほぼ同様 の扱 い とす るもので、朝夕の繁1亡時 における郵便物 の区分業務等 に長

期継続的に勤務 している ところで あ り、8年 度 か らは全国の人 口30万 人以上 の都市 を想定 し、同

都市 に所在す る郵便局 に配置 され る予定であ る。

(2)郵 便事業における機械化 導入の推進

7年 度 においては、取扱郵便物数の多い郵便局を中心 に郵便番号 自動読取区分機 、郵便物 あて

名 自動読取区分機等の郵便処理機械 の配備 や性能向上 に努 めている。

(3)新 郵便番号制の導入

7年8月 に郵政審議 会か ら 「新郵便番号制 を導入す ることについて」に対す る答 申が出 され、

郵政省では、10年2月 の実施 に向 けて準備 を進 めている(第2-6-1表 参照)。

第2-6-1表 新郵便番号制度導入の スケ ジュール

年 月

7年10月

7年12月

8年4月 ごろ

9年3月 ごろ

10年2月

内 容
・新郵便番号制度導入の基本方針の発表

・新郵便番号の発表

・一部地域において、実際の郵便物を対象 とした新型区分機 による作業の実験開始
・大口利用者への新郵便番号簿配布開始

・実際の郵便物を対象 とした新型区分機による作業の施行開始

各家庭への新郵便番号簿配布開始
・新郵便番号制度導入

郵政省資料により作成

現行の郵便番号が配達 局を示す もので あるの に対 して、新郵便番号制で は、住所の漢字部分(行

政 区 ・町名)が 郵便番号で表 され、丁 目、番、号等の数字部分 が合 わさ り、住所全体がバー コー

ドに変換 され る(第2-6-2表 参照)。

郵政省で は、 このコー ド化 された住所 を当該郵便物 に印刷 し、 その後 の作業 をバー コー ド読取

装置で処理す ることで、郵便物の機械処理の範 囲を拡大 して郵便事業の効率化 を図 り、将来 にわ

たって低廉で良質な郵便サービスを安定的 に提供 してい くこ ととしている。
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第2-6-2表 新郵便番号制 と住所の コー ド化

現行郵便番号

新郵便番号

住所表示番号

ノ{一 コー ドi青報

住居表示実施地域の例
154

一

行政区 ・町域

、レ
154-0015

一
住所表示番号

↓
3-16-4

住居表示未実施地域の例

350-ll

一

行政区 ・大字

、レ
350-ll31

22-1

住所表示番号

↓
22-1

154-0015-3-16-4350-1131-22-1

く〕7く ン
バ ー コ ド 化 し 郵 便 物 に 印 字

郵政省資料により作成

3郵 便局ネットワークの活用による地域社会・国際社会への貢献

(1)地 域社会 ・国際社会への新たな貢献施策の実施

ア マルチメデ ィアを活用 した郵政事業サー ビスの実験

郵政省 は、新世代通信網パ イロッ トモデル事業の一環 として、マルチメデ ィア時代 において、

郵便 及び貯金の利用者のニーズに的確 に対応 してい くため、関西文化学術研究都市 において、光

ファイバ網 の実用化実験 として各家庭 に敷 設 した光 ファイバ網 を利用 し、家庭 にいなが ら様々な

郵便 ・貯金サー ビスを受 けられ る「郵便 ・貯金ホームサービス」の実験 を7年!2月 か ら開始 した。

実験 内容 としては、郵便サービスでは、①ふ るさ と小包の商品案 内や購入申込み、②記念切 手

の紹介 や購入申込み、③ 国内 ・国際郵便 における商 品案内等 があ り(第2-6-3図 参照)、貯金

サー ビスでは、①教育、老後、結婚、住宅等 の資金計画のための資金積立 シ ミュ レーシ ョン(家

計管理支援サー ビス)、②郵便貯金残高照会 ・電信振替で の送金、③郵便貯金商品 ・サー ビスの案

内等があ る。

第2-6-3図 マルチ メデ ィアを活用 した郵便サー ビスの実験イメージ

(新世代通信網ハイロットモテル巾業)
ふるさと

配達等

郵政省資料により作成

光 ファイバ網

・込みヅ

各種郵便商品の
こ案内等

画
実験 セ ンター

切
手
の

購
入
申
込
み
等

山城木津 郵便局

小 包の
r「1込み ポ ス タル サ ー ビ ス

セ ン タ ー

↓
ふるさと小包業者
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郵距
ジービス

麺

梶暢
、

`手 美 循 ∴・
,●o●●し

ム

撃 わが家の

郵便窓口

%」 ・・
4

Φ でご覧1・肋 た噸 目を 凋●1
,言`選

んで 確定 を押してください。

る φ 乙
戻る 前のメニュー 終了

郵便 ・貯金ホームサー ビスの利用風景 郵便 サー ビスのメニュー画面

イ 政府刊行物ブックポストの全国拡大

郵政省では、地域に密着した身近な公共機関である郵便局から政府や政府関係機関が発行する

政府刊行物の購入申込みができる「政府刊行物ブックポスト」サービスを7年4月 から都道府県

庁所在地等で開始 したが、一層の普及促進 と地域住民の利便向上のため7年11月 から全国の郵便

局(簡 易郵便局を除 く。)に拡大 した。

ウ 郵便局を活用 した災害情報提供等の実験

郵政省は、地方公共団体 と連携 し、地方公共団体からの災害関連情報を郵便局のネットワーク

を用いて入手し、郵便局において当謝青報を提供する実験を8年 度中に行 う計画である(第2-

6-4図 参照)。

第2-6-4図 郵便局 を活用 した災害情報提供等の実験 イメージ

被災地域

∫
幽讐圃

鵡

通
信
回
線

　　ロ　
-Z

+郵 局國

亘

[1
臨時出張所 ・避難所

P-SAT

〔館 翻
國

郵政省資料により作成

これは・大災害が発生 した場合 を念頭 に置 いて、郵便局が関係地方公共 団体か ら被災地域の住

民の災害関連 情報の提供 を受 け・5局 の郵便局で端末か ら利用者が災害関連1青報 を入手で きるよ

うにす るとともに・窓口で掲示等 を行 うものであ る。 また、被災地域 においては、地方公共団体

との協 力によ りライフラインの復旧状況、生活関連 情報の提供 も行われ る。
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工 郵便局における登記簿謄抄本の 交付請求の取扱い

郵政省で は、登記所が統合 される地域 において、地域住民 に対す る行政サービスの確保 と利便

の向上 を図 るため、利用者が、郵便局の窓 口か ら統合先の登記所 に対 して郵送又は ファクシ ミリ

により登記簿謄抄本の交付請求 を行 えるサー ビスの提供 を8年4月 か ら予定 してい る。

オ ボランテ ィアポス トによる社会貢献

郵政省では、広 く国民参加 によるボランティア活動 を支援す ることによ り、地域社会 の活 性化

及び国際化 に資す るため、8年 度 に郵便局のボ ランティア活動拠点化 を目的 としたボランティア

ポ ス トの推進 を計画 している(第2-6-5図 参照)。 具体的内容 としては、①P-SAT、 パ ソ

コン通信及び リー フレッ トによるボ ランティア情報の提 供、② ボランティア情報 の提供や照会 に

対応す るボ ランティア相談 コーナーの設置、③ ボランティア団体 との連携 ・交流、④ボ ランテ ィ

ア活動 に関す る調査研究の実施 を予定 している。

第2-6-5図 ボランテ ィアポス トの概要

ボランティア情報の提供

ざ
;

孟

愚

倭

窪

携

嘉

P瓢 、パ ソコン通信

の活用に よる情 報提供

[新規施策]

リーフレッ トの発行
・配布の充実

ボ ランテ ィア貯金

推進協議会の充実

国際 シンポ ジウム

の開催

[新規施 策]

〒

ボランティアポス ト

ボ ランテ ィア活動の支援 を通 じて

郵便局を地域の ボランティア活動
の拠点化

郵便局によるボランティア活動の
支援方策に関する調査研究の実施

[新規施策]

ボラ ンテ ィア相談
コーナーの設置

[新規施策]

郵便局職 員のボ ラン

テ ィア担 当官の養成

[新規施策]

ざ;

雪

霜

替

嬰

ゐ

襲

ボランティア活動に関する調査研究

郵政省資料により作成

力 保険相談業務の実施

郵政省で は、全国の郵便局ネ ッ トワークを通 じて保障サービスの提供 とコンサル ティングセー

ルスに努 めてお り、簡易保F剣…1」用者への それ らのサー ビスの一層の向上 を図 るため、全国56か 所

に部外専門相談員 を配置 し、簡易保険等 に関す る相談及 び情報並 びに保険 ・年金等 を活用 した生

活設計 に関す る相談及び情報提 供を8年 度か ら予定 してい る。

(2)地 域社会 ・国際社会への貢献施策の拡充実施

ア 「活 き活 き情報交流サービス」の拡大

郵政省で は、地方公共団体が発信す る観光 ・イベ ン ト情報、産業 情報等の各種1青報 を収録 した

印刷物、ビデオテープ等の リス トを、郵便 局に備 えた冊子(情 報 カタ ログ)に よ り、あ るいはパ ソ

コン通信 によ り提 供 し、 この中か ら利用者が希望す る情報 を郵便で 申 し込 む と、後 日、 当該地 方

公共団体か ら情報が郵送 されて くる「活 き活 き情報交流サー ビス」を5年1月 か ら実施 している。

7年4月 に情報提 供地方公共団体 を80に 拡大 したが、8年4月 か ら100に 拡大 す るほか、情報
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カタログ を全国の郵便局(簡 易郵便 局を除 く。)に 配備 す る予定であ る。

イ 個 人輸入支援サー ビス(lMOSS)の サー ビス改善

IMOSSは 、同サー ビスに加盟 している海外通信販売会社 のメーノレオーダ ーカタ ログを郵便

局 に展示 して、 このカタログによ り情報 を利用者 に提供 し、海外 の商品を個 人輸入で きるように

す る もので、昭和63年11月 か ら実施 されている。郵政省で は、郵便局の地域 における情報発信機

能の充実の一環 として、7年8月 か ら取扱局が50局 で あった ものを全国の普通郵便局 に拡大 した。

ウ 郵便局における住民票等の交付請求の取扱い

郵政 省で は、地域住民の利便向上のため、郵便 局に備 え付 けの申込用紙 を郵送 す ることによ り

住民票等 の交付請求が行 えるサー ビスを昭和62年4月 か ら開始 してお り、8年3月 末現在で、約

1,200市 区町村、約1万1,600郵 便 局で実施 されて いる。 また、ファクシ ミリによる住民票 の交付

請求が行 えるサービスを4年2月 か ら開始 してお り、8年3月 末現在で、13市 区町村、24郵 便 局

で実施 されてい る。

工 郵便局ネッ トワークの活用 による地域の情報化

郵便 局の窓口環境整備及び地域の情報拠点 としての郵便局の機能向上 を目的 に、郵政省では、

昭和63年 度か らハ イビジョン ・シテ ィモデル都市、都道府県庁所在地、 テレ トピア指 定地域、地

方拠点都市等 に所在す る郵便局へのハ イビジ ョン放送受信 システムの導入 を進 めてい る。7年 度

末現在、全国238局 の郵便局に同 システムを配備 している。

さ らに、6年 度か らは郵便局 にお いてCS・BS放 送受信機器の設置又 は都市型 ケーブル テレ

ビへの加入を進 めている。7年 度末現在、全国557の 郵便 局にCS・BS放 送受信機器の設置 を行

うとともに、449の 郵便局 において都市型ケーブルテレビへの加入を行った。

オ ふ るさと小包の振興

郵政省で は、6年 度か ら各郵便局 において、生産者、郵便局、地 方公共 団体、利用者等で構成

す る「ふ るさ と小包推進協議 会」を開催 してお り、8年 度 も7年 度 に引 き続 き同協議 会を開催 し、

郵便局等 か ら必要な助言 を行 うとともに、郵便局ネ ッ トワークの活用、利用者 の需要動向、品質

管理 についての情報 ・意見交換 を行 うこととしている。同協議 会等で集約 した情報 は生産者 にフ

ィー ドバ ックされ、ふ るさ と小包の需要拡大 を通 じて地域社会の振興 に貢献す ることとしてい る。

力 寄附金付お年玉付年賀葉書等の寄附金による地域社会への貢献

お年玉付年賀葉書 ・年賀切手 に付加された寄附金は、それぞれ昭和24年 、3年 の制度発足以来、

社会福祉 の増進、がん等難病 の治療研究、青少年の健全育成、地球環境 の保全等10の 分野の事業

への配分 を通 じて地域社会 に貢献 している。

8年 用寄附金付 お年玉付年賀葉書・年 賀切 手及び7年 度 に発行 した寄附金付広告付葉書(4年 度 に

制度発足)の 販売 を通 じて集 め られた寄附金 は、360団体 に対 して約17億1 ,600万 円が配分 された。

また・7年1月 に発生 した阪神 ・淡路大震災の被災者の救助 を寄附 目的 とす る寄附金付郵便切

手を7年4月 に発行 し・寄附金の配分 申請のあった兵庫県及び神戸市に対 し、7年 度 中に総額約

9億4,300万 円の配分 を行 った。

キ 国際ボ ランテ ィア貯金 による国際貢献

郵政省で は・国民参加 による民間 レベルでの海外援 助の充実 に資す るこ とを 目的 として、3年

1月 か ら国際ボ ランティア貯金の取扱 いを開始 している。7年 度 には、約28億 円の寄付金 を全国

235団 体 が実施 す る305の 援助事業 に対 し配分 を行 い、アジア ・アフリカを中心 とした世界61か 国

において・貧困や災害で苦 しむ人々のための食糧、医療 ・衛生指導や教育関係、 自立 を促す ため
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の職業訓練、農業等の技術指導、さ らには環境保全等の援助 に役 立て られている。8年2月 には国

際ボ ランティア貯金の加入件数が1,940万 件 に達す るな ど、国民の問 に着実に定着 して きている。

ク 郵便局の外貨両替等サービスの推進

3年10月 に開始 された外国通貨の両替 及び旅行小切手の売 買サー ビスは、順次取扱 局を拡大

し、現在、全国300局 で取 り扱 われている。8年 度 には、取扱局を全国360局 に増加す る予定で あ

る。取扱通貨は、外貨両替が米 ドル、フランスフラン、カナダ ドル、英 ポン ド、ドイツマル ク、オース

トラリア ドル及びスイスフランの7通 貨で、旅行小切手は これ ら7通 貨 に日本 円を加 えた8通 貨

建 て となってい る。7年 度の取扱状況 は、総取扱件数約20万 件、総取扱金額約172億 円であ り、国

際化 の進 展等 を受 けて外貨両替等サー ビスに対す る地域住民のニーズが高いこ とを示 している。

ケ 郵便貯金オ ンラインシステムの充実

郵便貯金のオ ンラインシステムは、昭和53年 に神奈川県内の郵便局で スター トし、昭和59年 に

全国ネ ッ トワー クが完成 した。昭和63年 か らは最新の情報通信技術を取 り入れた 「第II期 システ

ム」による運用 を開始 した。この システムは、簡易郵便局を含め全国約2万4,600局 をネ ッ トワー

ク化す る単一機 関 としては他 に類 を見ない大規模 な ものであ る。

この間、3年4月 か ら郵貯ホ リデーサー ビスを開始 し、ほぼ全郵便局にATM及 びCDを 設置

し、7年!2月 か ら約180局 で平 日のATM及 びCD取 扱時間を延長 した。さ らに、昨今の 目覚 まし

い情報通信技術の進歩及 び金融の 自由化の進展 に即応 した事業経営上の要請 に一層対応 したシス

テム基盤 を構築す るこ ととし、8年1月 か ら新 システムによる運用を一部開始 した。

コ 郵便貯金資金 ・簡保資金の運用 を通 じた貢献

財政投融資の主要 な原資 として活用 される郵便貯金資金や財政投融資への協力を通 じて活用 さ

れ る簡保資金 は、全国約2万4,600の 郵便局ネ ッ トワー クを通 じて集 め られ、社会資本の整備、国

民生活の質の向上、地域の振興に重要 な役割 を果 た している。

この うち簡保資金 は、加入者の身近 な ところで役立 て られ るよう、地方還元 を図っている。特

に地方公共団体へは、地域の郵便局 を通 じて貸付 けが行 われてお り、小 ・中学校 の建設や公園 ・

下水道の整備、さらには防災無線の施設整備等 に役立 て られ、豊かな まちづ くりに貢献 している。

7年 度末現在の地方公共団体 に対す る貸付残高 は、約13兆4千 億 円で、8年 度 には1兆7,500億

円の貸付 けを計画 してい る。

また、郵便貯金資金及 び簡保資金は、外国政府や国際機 関等の発行す る債券の購入及び財政投

融資計画を通 じた運用 によ り、国際経済 の安定 ・発展 に貢献 している。

サ かんぽ健康増進支援事業による地域社会への貢献

郵政省で は、働簡易保険加入者協会が実施す る簡 易保険加入者の健康 の保持増進プ ロジェ ク ト

を支援 し、長寿福祉社会の構築 に寄与す るため、5年10月 か らかんぽ健康増進支援事業を実施 し

てい る。7年 度 は、18億 円 を助成 し、 また、 より多 くの加入者が参加で きるよ うに、数多 くのプ

ロジェ ク トを実施 し、全国約1万2千 件のプ ロジェ ク トに約!82万 人が参加 した。 また、8年 度

か らは、新たに介護ボ ランティアプ ロジェ ク トを実施す るこ ととしてい る。

加入者 は、働簡 易保険加入者協会が実施す る健康増進 プ ロジェク トの イベ ン トへの参加や実施

を希望す るイベ ン トについての要望 を郵便 局等 を通 して申請す るこ とがで きる。

シ 介護関連サービスの情報提供

高齢化 の一層の進展 に伴 い、高齢者向 けの介護関連サービスに対す る国民のニー ズが、今後増

大 す るこ とが見込 まれる。 このため、郵政省で は、7年4月 か ら関東郵政局及び東京郵政局管内
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の普通郵便 局の窓 口端末 を通 じ、医療施設、公的福祉 施設、各種相 談窓 口の情報 を簡易保険利 用

者 に提 供す るサービスを実施 してお り、8年4月 か らはこのサー ビスの提 供を全国の普通郵便 局

に拡大す るこ ととしてい る。

4郵 政行政等の情報化の展開

(1)郵 政行政情報化5か 年計画

郵政省で は、 これ まで実施又 は計画 されてきた情報化施策 を含 め、今後、情報化の一層 の推進

によ り郵政 行政 に新 しい次元 を開 くための施策 として、7年3月 に郵政行政情報化5か 年計画

(PII)を 策定 し、電気通信行政 に係 る申請書類等の電子化 による手続 の迅速化 、情報提 供の

一層の推進 とともに
、郵政事業 に係 る事務処理の高度化、郵便 局の地域情報化等 を目指 し、 その

検討 ・具体化 を進 めてい る。

7年 度 において新規 に実施 された主 な施策 としては、①特定郵便局 を中心 とした情報系共用端

末 の配備、②地方郵政 局等LANの 構築 の一環 としての東京郵政 局及 び関東郵政 局LANシ ステ

ムの整備、③郵政省のインフォメー ションプ ラザでのマルチメデ ィア体験 コーナーの開設等 があ る
。

また、これ まで実施又 は計 画 されて きた情報化施策 の拡充 として、7年 度 には、① テレビ会議 シ

ステムの設置の拡大(7年 度 に93局 増 設 し、合計150局)、 ②郵便局衛星 通信ネ ッ トワーク(P-SA

T)受 信設備 の増設(7年 度 に18局 増設 し、合計1,503局)、 ③ インターネットを利用 した情報提 供

の拡充(和 文での情報提 供の試行、郵政省郵政研究所 の研究1青報等の提供 開始)等 が行 われてい る。

②8年 度Pll計 画見直 し

郵政省で は、事務処理 の高度化 ・効率化の早期実現及 び地域の情報拠点 としての郵便 局機能の

強化 を図 るため、8年3月 、現行 のPII計 画の前倒 し、新規施策 の追加等 を内容 とす る8年 度

PII計 画見直 しが行 われた。

本計画見直 しの主要事項 は、①意志決定支援 システムの構 築(デ ィシジョンルー ムの設置) 、②

業務プ ロセスの再構築(テ レワー クの推進、郵政三事業消費者1青報 システムの構 築等) 、③地域i青

報サービスの実現(電 子郵便 局(デ ジタル ・ポス ト・オ フィス)の 設置等)等 で あ り、本見直 し

事項 につ いては、8年 度 か ら順次、システム化の検討 を行 うこととしてい る。

コラム5

アジア ・太平洋ポストマン会議

郵便 は・確 実かつ基本的 な通信手段 として、世界中の国 々で提 供されているサー ビスであ

り・ この重要なサー ビスは・各国の郵便配達員の努力 に支 え られてい るものであ る。

7年1月 ・我が国で起 こった阪神 ・淡路大震災で は、電話 電気、水道、ガ ス等 のライフ

ラインが大 きな被害 を受 けた力乳 通信 の一端 を担 う郵便 においては、震災直後 か ら被災地 に

おける配達が再 開されている・被災者 あての救援物資等 を含 む大切 な郵便物が
、 こうして迅

速 に配達 されたの も、郵便配達員の献身的な活躍 に負 う ところが大 きい。

「アジア ・太平洋ポス トマン会議」は
、8年5月 、神 戸市にお いてAPPU加 盟 国等 の郵
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便配達員(ポ ス トマ ン)が 一堂に会 し、体験発表 を行 うことによ り、郵便 の持つ使命、重要

性 について再確認す る とともに、国の内外 にアピールす るこ とを目的に、我が国の発案 ・主

催 によ り開催 され る会合で ある。

、 ∠

第7節 多面的な拡充が図られる国際政策

冷戦終結後 の新 しい国際秩序の模索が続 く中、アジア諸国が 目ざ ましい経済的台頭 を遂げ るな

ど、世界の経済社会 は従 来の枠組み を超 えた変化 を見せ てお り、我が国 として も、これ らの変化 に

的確 に対応 し、国際社会 の調和あ る発展 に向 けて積極 的な貢献 を果た していかなければな らない。

また、持続的 な世界経済 の成長、雇用の拡大 を図 るため、世界的 にバ ランスの取 れた情報通信基盤

の整備 に積極的 に貢献 してい くことが一層重要 となってお り、このため、先進国 と開発途上 国 とを

問わず、これ まで以上 に国際的な連携 を深 めることが必要 となってきている。

情報通信は国際間の連携が不可欠な分野で あり、郵政省で は、WTO、ITU及 びOECD等 の国際

関係機 関を通 じた多国間協議の場において、世界的な枠組み形成へ積極的に参画 していく必要がある。

また、情報通信等 に関す る政策 につ いての相互理解、協調関係 の増進 を目的 とす る二国間定期

協議 を現在、10か 国1機 関の主管庁 との間で実施 しているほか、官民協同 による情報交換 を行 う

会合 も開催 している。

さ らに、 これまでODAを 通 じて開発途 ヒ国 に対す る通信 ・放送分野の国際協力につ いて支援

を行 って きた ところで あ るが、開発途上 国における投資 ・経営環境の変化 に対応す るため、政府

として日本の情報通信関連企業 の海外事業展開を支援 してい くことが必要 となってい る。

以上 のよ うに、郵政省では、多国間関係、二国間関係 及び国際協力 といった多面的 な対応への

活動 を通 じ、世界的 にバ ランスの取 れた情報 インフラ整備 に向 けた国際政策協調 に努 めている。

1国 際的潮流への対応

(1)情 報通信基盤のための国際指針の策定

1994年3月 のITU世 界電気通信開発会議 において、米 国副大統領 によりGIIが 提唱 されて

以来、国際的 な情報通信基盤 の構築 に対す る認識 が世界的な高 ま りを見せてい る。我 が国 にお い

て もこの ような国際的漸 充に迅速 に対応す るため、郵政省 は1994年10月 、電気通信審議会 に対 し、

「21世紀 を展望 した高度 情報通信基盤の整備 に向 けた国際的連携の在 り方 につ いて」と題す る諮問

を行った。そして、1995年6月 、「グ ローバルな知的社会の構築に向けて一情報通信基盤 のための

国際指針」 として答申が ま とめ られた。 その概要 はア～イの とお りであ る。
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ア 世界的な情報通信基盤の意義

社会活動 にお ける情報化の著 しい進展が世界的現 象 として認 め られる中で、情報通信基盤 の整

備が様 々な社会の課題 を解決 す る一方、各国 ・地域 における情報通信基盤整備状況 に格差 が生 じ

た場合、 その発展 レベルの格差 につなが るおそれがあ るこ とを指摘 し、世界全体 としての調和 を

達成す るため、国際的 に均衡 の取れた情報通信基盤 の整備 を進 め るこ とによ り、世界全体 として

の高度 情報通信社会の実現が不可欠であ る。

イ 我が国の今後の課題 及び対応策

この意義 を踏 まえ、世界的な情報通信基盤 の整備 の実現 に向 け、我が国 は、(アトイ勾の よ うな課

題 や具体的方策 について取 り組 むべ きであ る。

(勃 世界的な情報通信基盤の整備 ・高度化

情報の物的伝送装置 と情報 の流通 システムの整備 ・高度化 に向 け、電気通信 市場 にお ける国際

化への対応及び各国の競争政策の調和、技術革新への制度的対応、グ ローバル なユ ニバ ーサルサ

ー ビスの確保
、相互接続性 ・相互運用性 の確保 と標準化の推進が必要であ る。

(イ)世 界的な情報通信の利用の促進

情報通信の利用の促進 に向 け、 アプ リケー ションの開発普及 と多彩 なコンテン ト展開が重要で

あ る。著作権 ・プライバ シーの保護、セキュ リティの確保、情報 リテラシーのかん養 と人材育成

等、環境整備 に も注 力すべ きであ る。

㈲ 国際協力 ・協調の推進

(ア)や(イ)の議論 を もとに、ITUやAPT等 の国際機 関におけ る活動 の取組 のほか、ODA等 の

活用 によ り国際協力を進 め る必要がある。

国 政策的対応

情報通信基盤整備 にお ける世界的な取組 として、n清 報社会 に関す る関係閣僚会合」への対応体

制の充実 ・強化 は もちろんの こ と、開発途上国 に対す る積極的 な貢献 が望 まれ る。 また、我 が国

におけ る情報通信基盤整備の推進 に当たっては、ネ ッ トワークインフラの整備、公共的 アプ リケ

ー ションの開発 ・導入
、未来創造型研究開発の強化が必要で ある。

さらに、 アジア ・太平洋地域 における情報通信基盤 の整備 ・充実 を図 る取組 に当たっては、域

内の研究機関のネ ッ トワー ク化 による交流 の促進等が必要で ある。

(2)情 報社会 と開発途上国に関する会合(仮 称)の 開催

1995年2月 、 ベルギーのブラッセルで開催 された『青報社会 に関す る関係閣僚会合」において、

南アフ リカ共和国副大統領か ら、世界情報 インフラの整備 を含 む技術革新及び新技術の普 及 にっ

いて、開発途上国 も含 めフォローア ップ を行 う必要性が指 摘 され るとともに、別途会合 を開催す

ることが提案 された。

この提案 を受 けて、1995年6月 、カナダのハ リファックスにおいて開催 された、第21回 主要先

進国首脳会議(ハ リファックス ・サ ミッ ト)に おいて、 精 報社会 と開発途上国 に関す る会合(仮

称)」を1996年 春、南 アフリカ共和国 において開催す るこ とを支持 す る旨合意 した。同会合は、1996

年5月 、同国 ヨノ・ネスブル ク近郊 において開催予定であ るが、我が国 を含 めたG7各 国、31の 開

発途一ヒ国、16の 国際機 関等が参加の見込みで あ る。同会合で は、閣僚 会合 において開発途上 国の

ニー え グ ローバルな情報社会 の構築等 につ いて、 また、分科会 において通信網の相互接続 の確

保及び人材への投資等 について詞議 され る見込みであ る。
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(3)テ レコム95へ の出展

電気通信の総合展示会 として、ITUの 主催 によ り4年 ご とに開催 されるテレコム95(第7回

世界電気通信展示会及び フォー ラム)が 、1995年10月 、スイスのジュネーブにおいて9日 間にわ

た り開催 された。期間中、 テレコム95の 統一テーマであ る 「CONNECT!」 を踏 まえ、世界

か ら各国の電気通信関連企業約1 ,066社 によ る展示 会が開催 されたほか、フォー ラム95が 併 せて

開催 され、従来の政策、法制及び経済の3シ ンポジウムを統合 した戦略サ ミッ ト並 びに技術サ ミッ

トの2分 野にお いて、活発な発表が行われた。

匿

"～

曇.

悪 TELECGM

テ レコム95会 場風景

我 が国 も1993年3月 にテレ コム95実
＼
≧画 施協議 会を設立 し、郵政省が事務局を務

職1簿 燃:灘
を踏 まえた出展が行 われた。 また、 フォ

ー ラム95に ついては
、戦略サ ミッ トにお

ける議長、発表者等 として我が国か らは

13名 が出席 し、技術サ ミッ トにおいては、

事 前審査 を通 過 した我 が国 か らの32件

の論文の うち、!7件 について フォー ラム

での発表 がなされた。

(4)郵 政審議官の設置

郵政省で は、情報通信サ ミッ ト等のノ・イレベルな国際会合への対応等、国際的な諸1青勢の推移

等 にかんがみ、郵政行政 の強力な推進 を図 るため、郵政審議官 を設置す る予定であ る。

2国 際機関等における積極的な取組及び貢献

(1)APECの 動向

APECは 、域内の成長 と発展の持続、開かれた多角的貿易体制の推進強化、貿易 ・投資 にお

ける障壁 の排除等 を目的 とした構想であ り、その討議 の場 としての閣僚 会議 は1989年 以来毎年開

催 されている。

1995年5月 、韓 国のソウルにおいて第1回 電気通信 ・情報産業大 臣会合が開催 された。この会

合で は、域 内の情報通信基盤整備 のた めの協 力強化 につ いて合意 され、 これに基づ く 「APII

のための ソウル宣言」が採択 される とともに、 同宣言に基づ き合意 された共同声明が採択 された。

APIIの ための ソウル宣言 に盛 り込 まれた5つ の 目的及び10の 原則の概要は、次の とお りで

あ る。

〔5目的〕

① 各地域 における、相互接続 され相互運用可能 な情報通信基盤 の構築及び拡大の円滑化
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② インフラス トラクチャの開発における、各加盟国及び地域間の技術協 力の奨励

③ 情報の 自由かつ効率的 な流通 の促進

④ 人材の交流 及び育成の促進

⑤APIIの 発展 に望 ましい政策及び規制環境 の創出の奨励

〔10原則〕

① 各加盟国及 び地域 が、 それぞれの現状 に基づ いて、域内の電気通信及び晴報通信基盤 の構 築

を行 うこ との奨励

② 競争先導型の環境 の促進

③ ビジネス及 び民間セクターの投資及び参加の奨励

④ 柔軟 な政策及び規制の枠組みの創出

⑤ 各加盟国及び地域間の協力の強化

⑥ 先進 国及び発展途上国間 におけるインフラス トラクチャ格差の是正

⑦ すべての情報提 供者及 び利用者 のための公衆電気通信ネ ッ トワークへのオープンかつ無差別

な接続の、各加盟 国及び地域 にお ける法律及び規則 に従 っての確保

⑧ 公衆電気通信サービスのユニバ ーサル な提供 とアクセスの確保

⑨ 文化及び言語の多様1生を含 む内容の多樹 生の促進

⑩ 知的所有権、プ ライバ シー及 びデータの保護の確保

APIIの た めの ソウル宣言及 び共同声明 とも、内容的 には参加各メンバ ーからの支持 を得 た我

が国の主張が随所 に反映 されてお り、また、我が国の郵政大 臣が提案 した国際的 なプ ロジェク トに

ついては、参加各 メンバーの多大 な る関心が示 されるなど、我が国の リーダ ーシップが発揮 された。

その後、1995年11月 、大阪市 において第3回 非公式首脳会議 が開催 され、「大阪行動指針」を採択

した。大阪行動指針は、1994年11月 に採択 されたボ ゴール宣言 における合意内容の実現 のための

指針で あ る。大阪行動指針の うち情報通信分野 については、先 にソウルで開催 された電気通信 ・情

報産業大 臣会合 にお ける共同宣言 を受 けて、1995年9月 、上 海 において開催 された電気通信 ワー

キング ・グループにて詳細 を確 定 したアクション ・プ ログ ラムに基づ き作成 された もので あ る。

APEC各 メンバーは、大阪行動指針 に基づ き、貿易 ・投資の 自由化、円滑化 につ いて個別行

動計画を作成 し、高級事務 レベル会合等での協議 を経 て、1996年11月 の第4回 非公式首脳会議 に

提 出す ることになっている。

(2)WTOの 動向

WTOは 、21世 紀 に向けた新たな世界貿易体制の確立のため、GATTの 第8回 目の多角的貿

易交渉 として実施 されたウルグァイ・ラウン ド交渉が終結 し、WTO協 定が締結 され るこ ととなっ

た こ とに伴 い、GATTの 下での権i限をよ り強化 し、1995年1月 か ら発足 した国際機関であ る。

WTO協 定の附属書 に含 まれてい る協定の一つで あるGATSは 、国際的 にサー ビスの貿易を

規律す る初の協定で あ り、通信分野 については特 に、公衆 電気通信へのアクセス及び利用 に関す

る規則 を規定す る電気通信附属書が作成されている。

音声電話サービス等の 「基本電気通信分野」 については、基本的かつ重要 なインフラで あ り、

ウルグ ァィ ・ラゥン ド交渉期限内 に自由化約束 を行 うこ とが困難 であ るとい う認識 を各国が有 し

ていたため、ウルグ ァイ ・ラウン ド交渉終 了後 も、1996年4月 末 を期 限に、 自由化 に向 けた交渉

を継続 し結論 を得 ることとされた。この基本電気通信 交渉は、1994年5月 に開始 され、1996年3

月末現在、51か 国の参加 を得 て、2回 のノ・イレベル交渉 を含 む14回 の交渉がジュネーブ において
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行われてい る。我 が国 としては、基本電気通信分野の世界的 な自由化 に向 け交渉の成功裡の終結

を目指 し、外資規制撤廃 の提案及び競争促進 的な規制の枠組みに関す るモデル約束案の作成の取

りま とめ等、積極的 に貢献 してい る。

(3)OECD/lCCP委 員会の動向

OECDのICCP委 員会 は、電気通信分野への競争導入の影響、情報 ・コンピュータ ・通信

分野にお ける技術の開発 ・応用か ら生 じる政策問題及 び経済的 ・社会的影響 についての検討 を行

ってお り、我 が国は同委員会 において、OECD加 盟国間 との政策の調整 を図ってきている。

1994年3月 に米 国のデ トロイ トにおいて開催 されたG7雇 用サ ミッ トか らの要請 を受 けて、O

ECDは 、新技術(特 に情報技術)と 生産性及び雇用 に関す る検討 を行 うこととなった。 その う

ち、 「生産 性、雇用創出及び技術の関連性 の研究」につ いては、ICCP委 員会の上部組織 である

DSTIが 主管 とな り取 りまとめの上、1996年 のOECD閣 僚理事会及び リヨン ・サ ミッ トにお

いて最終報告を提 出す ることとなった。 これを受 けて現在 、ICCP委 員会を含むDSTI傘 下

の3委 員会が合 同専門委員会 を開催 し、5つ の活動 に分 けて研究を進 めているが、この うちIC

CP委 員会 は 「1青報 インフラス トラクチャ」の研究 において主導権 を取 る とともに、 「新 しい成長

産業(マ ルチメデ ィア産業)」の研究 につ いては、他委員会 との連絡を取 りなが ら実施 してい くこ

ととなっている。

我が国はこれ らの二つの活動 につ き、研究 を推進 するリー ドカン トリー として指名 されている。

これを受 けて郵政省では、OECD主 催 の もと、1996年3月 に 「OECD東 京マルチメデ ィア ・

シンポジウム」及び 「OECD情 報社会の経済的影響 に関す るワークショップ」の二つの会合を

東京 において開催 す るな ど、様 々な形で貢献 してい る。

(4)lTUの 動向

ア 年次理事会の動 向

1995年6月 、スイスのジュネーブにおいて年次理事会が開催 された。今次理事会 は、1994年9

月、京都市 において開催 されたITU全 権委員会議 において改選 された選挙職が対応す る最初 の

理事会であ り、従来 よ り2日 短 い新審議手続 きを採用 しつつ も、「世界電気通信政策 フォー ラム」

等の戦略問題 をは じめ として財政、人事等多岐 にわた る審議 を行 い、新執行体制 におけるITU

の効率的運営の方向付 けを行った。主な決定事項 は次の とお りであ る。

① 世界電気通信政策 フォー ラムのテーマを、我が国か ら提案 した 「衛星 によるグ ローバルな移

動パー ソナル通信」 に決定 した。

②ITU初 の2年 予算 を採択 す るとともに、大幅 な予算削減 によ り、1単 位あた りの分担金 を

微増 に抑制 した。

イlTU各 部門の活動動向

(ア)lTU-T

ITU-Tは 、電気通信の技術、運用及び料金 等の標準化 に関する研究及 び勧告 の作成 を行 っ

てい る。ITU-Tに はWTSCと その下に15の 研究委員会(SG)が あ る。最高意思決定機i関

で あ るWTSCは4年 ご とに開催 され ることとなってお り、1996年 に第2回WTSCが 開催 され

ることとなっている。

1996年1月 には、宮崎市において第11研 究委員会が開催 され、将来 のマルチメデ ィアに欠 くこ

とので きない広帯域ISDN関 連技術等、多数の勧告 を作成す るための審議 が行 われた。
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(イ)lTU-R

ITU-Rは 、無線通信の技術 ・運用等の問題 の研究、勧告の作成、無線通信規則の改正、周

波数の割 当て、登録等 を行 っている。ITU-Rに は、RA及 びWRCの 二つの会議 があ り、2

年 に1度 開催 され るこ ととなってい る。ITU-Rの 総会であ るRAは 、無線通信研 究委員 会

(SG)の 構成等、ITU-Rの 組織の決定、SG議i長 ・副議 長の任命、作業方法の見直 し、無

線通信 に関す る研究課題及び勧告の承認 を行 ってい る。 また、WRCは 、電波利用 に当たっての

国際的な取決 めであ る無線通信規則 を改正す るために開催 され る会議 であ り、国際的 な周波数分

配の決 定、周波数及 び静止衛星軌 道の使用のための手続 きの整備等 を行 っている。

1995年10月 、スイスの ジュネーブでRA-95が 、また、それに続 く10月 か ら11月 にかけて、同

じくジュネーブでWRC-95が それぞれ開催 された。RA-95及 びWRC-95で は、周回衛星 を

利用 した衛星通信 システムの問題が主要 な審議項 目の一つ となった。

周回衛星 は、静止衛星 に比べ低 い軌 道(静 止軌道:3万6,000km、 周回衛星:数 百km～1万

km)に 位置 しているこ とか ら、信号が地上 か ら衛星 を介 し再 び地上 に戻 って くるまで の損失が少

な く、 またそれに要す る時間が短 くなる。 このため、静止衛星 に比較 し、 よ り小型の機器で伝送

遅延の短 い通信が可能であ る。 この ような特徴 を踏 まえ、2000年 ごろのサー ビスの提供 開始 を目

指 し、複数の システムの開発が進 め られてい る。

この ような経緯 か ら、RA-95で は、周回衛星 を利用 した移動衛星通信 システムの導入の基本

とな る諸勧告の承認が行 われ、WRC-95で は、周回衛星 を利用 した通信衛星 システムへの周波

数の決 定及び関連規定の整備が行 われた。

特 に、WRC-95で は、840機 の周回衛星 を利用す るな どの大規模 な固定通信 システムのた め

の周波 数が決定 されたが、この周波数の一部 は、現在、我 が国で静止衛星 システムに利用 している

もので あ る。このため、郵政省で は、WRC-95で 策定 された決議 に従 い、同周回衛星固定通信 シス

テムと我が国の静止衛星システム との周波数共用の可能1生について検討 してい くこ ととしている。

なお、周回衛星 に係 る事項のほか、RA-95で は、FPLMTS及 びデ ジタル放送技術 に関す

る諸勧告 についての承認が行 われてお り、WRC-95で は、衛星放送プ ランの見直 し及び短 波放

送のための使用手続 きの検討並 びに電波利用手続 きの簡素化 を目的 とした無線通信規則 の全面改

正が行 われた。

(ウ)lTU-D

ITU-Dは 、開発途上国 に対す る電気通信開発の促進のための技術協 力等 を担 当 してお り、

最 高意 思決定機 関であ るWTDCを 全権委員会議 か ら全権委員会議 の間 において開催 す るこ とと

なっている。

WTDCの 決議2に 基づ き、電気通信開発戦略 ・政策 を扱 う開発研究委員会1 、技術 問題 を扱

う開発研究委員会2が 設置され、1995年 春か ら活動が開始 されている。

(5)UPUの 動向

1994年8月 ・韓国の ソウルで開催 されたUPUの 第21回 万国郵便大 会議 において、国際郵便事

業を取 り巻 く厳 しい環境 に対応 し、新 たなサー ビスを機動的 に展開す るた め、UPUの 組織 ・機 能

の兄直 しを盛 り込んだ万国郵便連 合憲章の改正 及び簡素化 された条約等の新文書が採択 された。

我が国で は1995年7月 ・諸文書の批准 、又は承認の手続 きが採 られ、1996年1月 に発効 した。
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(6)二 国間政策協調の推進

ア 日欧電気通信 フォーラムの開催

郵政省 は、欧州委員会 とともに推進 して きた 日欧間の相互理解及び協力関係の促進 を目的 とす

る官民共同の情報交換の場 として、1995年9月 、京都 において 「1」欧電気通信 フォー ラム」を開

催 した。

日欧電気通信 フォー ラムには日欧 の産業 界、学識経験者、政府関係者等約250名 が参加 し、「情

報通信分野 にお ける日欧の協 力 と競争」 をテーマ とした検討を通 じ、双方の政策 ・産業の現状 と

将来 につ いて理解 を深 め、 日欧での情報通信市場 における競争の促進 な どについてコンセンサ ス

を得た。

イ ニ国間郵政定期協議の開催

社会経済 の国際化の進展に伴い、多 くの課題が密接 に関連 し合い、複雑化 している現状 におい

て、国際機 関等 における多国間協議 の場で調整 を図 るほか、二国間において相互 の現状や政策課

題等 につ いて協議 を行 う場 の重要性 が増 している。

郵政省で は、 この ような認識 に基づ き!0か 国1機 関 との間で原則毎年1回 定期協議 を開催 し、

情報通信及び郵政事業の現状及び課題 について情報及び意見の交換 を行 い、相互 理解及び協調関

係の強化 に取 り組 んで いる(第2-7-1表 参照)。

1995年 度 においては、情報通信基盤整備 の推進状況、電気通信事業 をめぐる競争政策、放送の

デ ジタル化技術等新技術の動向等、電気通信、放送及び郵政事業 に関す る様々な情報や意見の交

換が行われた。

第2-7-1表 二国間郵政定期協議の開催状況(1995年 度現在)

相手国の名称

英国

米国

カナ ダ

欧州委員会

韓国

フ ラ ンス

オー ス トラ リア

ドイツ

マ レイシア

メ キ シ コ

中国

設置合意
1981年9月

1982年10月

1984年10月

1986年5月

1988年1月

1990年11月

1991年4月

1991年6月

1992年6月

1993年1月

1993年4月

相手側参加者

貿易産業省(DTI)、 電気通信庁

(OFTEL)、 電波 庁(RA)

電気通信情報庁(NTIA)、 連邦通信委員会

(FCC)

産業省

欧州委員会第13総局

情報通信部(MIC)

産業 ・郵便電気通信省郵電総局(DGPT)

通信 ・芸術省

連邦郵電省
エ ネルギー ・郵便電気 通信省

通信運輸省

郵電部

開催回数

12

5

9

7

6

4

4

5

3

2

2

郵政省資料により作成

(7)国 際衛星通信 をめ ぐる動向及びその対応

ア イ ンテルサ ッ ト

国際電気通信衛星機構(イ ンテルサ ッ ト)を 取 り巻 く環境 は急速 に変化 しつつあ る。光海底 ヶ

一ブル技術の発展に伴 い、これ まで衛星通信 によって伝送 されていた国際通信、すなわち国際公衆

交換電話サー ビスの トラヒックは、着実に光海底ケーブル による伝送 に移行 しつつあ る。この よ う

な中で主要 な通信路 について見 る と、光海底 ケーブルが 占め る割合 は既 に80%程 度 まで拡大 して

お り、インテルサ ッ トの果 たす役割 ももはや補完的 な もの にまで後退 してい る。一方、我 が国 とア
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フ リカ、中南米の途上 国 との通信路 について見 る と、インテルサ ッ トはなお も唯一 の通信路 として

重要な役割 を果 してお り、今後 ともこの役割 は続 くもの と考 え られてい る。また、各国の衛星通信

の 自由化 によ り多彩 な衛星 サー ビスが生 まれ る とともに、民間衛星 によるグ ローバ ルなネ ッ トワ

ー クの構築が進 め られている
。この ような動 きに対応 し、インテルサ ッ トの業務内容 も多様化が進

み、放送関連サー ビス等 の成長が著 しいこ とか ら、かつて80年 代後半 に インテルサ ッ トの収 入の

約80%を 占めていた国際公衆交換電話サ ービスの比重 は収入全体の半分強 まで減 少 している。

この ような競争状況 を踏 まえ、インテルサ ッ トで は2000年 過 ぎまで衛星通信 市場の活発 な拡大

を背景 に堅調 に成長す る ものの、 その後 は市場の成長の鈍化 と別個衛星 システムの成長の問で縮

小 に転 じると予測 してい る。インテルサ ッ トで は競争への対応 として1995年8月 に開催 された第

20回 締約国総会 において、衛星の利用率を今後 とも高 く維持 し、衛星利用 にお ける規模の経済 を

保持す るため、 インテルサ ッ トに代わ り衛星 を保有 し、同機構 に宇宙部分 を提供 す る とともに、

自 らは新サービスの提供 を行 うこ とを 目的 とす る子会社の設 立につ き具体 的検討 を開始す るこ と

を決定 した。現在、作業部会にお いて1997年4月 に予定 される締約国総会 に向け、子会社 の在 り

方につ き検討が進 め られている。

イ インマルサ ッ ト

これ まで、国際海事衛星機構(イ ンマルサ ッ ト)は、海上の遭難及び人命 の安全通信への貢献、

海事、航空通信の改善をその主た る役割 として きたが、1996年4月 か らスポ ッ トビームを初 めて

備 えた第3世 代衛星 を打 ち上 げ＼ これ によ り提供回線数 を飛躍的 に増大 させ、同年 夏 よ り携帯i生

の高 い ミニMサ ー ビスによる本格的 な陸上移動通信の提供 を開始す る予定で あ る。 これによ りイ

ンマルサ ッ トがグ ローバル な移動通信全般の担 い手 として大 き く成長 す るこ とが期待 されて い

る。 しか しなが ら、同時 に、民間企業 による周回衛星 を利用 した衛星携 帯電話サー ビスの提供 も

計画 されているこ とか ら、2000年 以降、インマルサ ッ トは縮 小に転 じる との予測 もなされている。

1996年2月 に開催 された 第!1回 総

会 は、 この ような競争環境の変化 に対

応す るため機構改革の必要性 を認め、

政府間組織 としての性格 の維持 と海上

の遭難 ・安全通信等公的 な義務の堅持

を決定 した上で、 インマルサ ッ トが新

サー ビスに進 出す るため署名当事者が

負 う使用実績 に応 じた出資義務 を廃止

し、外部の出資 を受 け入れ るとの方針

を決 定 した。1996年 末又 は1997年 初め

に臨時総会 を開催 し最終的 な決定 を行

う予定であ り、今後具体的 な内容等の

検討が開始 され る予定で ある。

なお、インマルサ ッ トでは、中軌 道

./『 τ て
》 霧 ゑ

.二

`か1乳
イ磁

・～魂塗 ～
,

!-・ ♪

一 べ 駕 ・
憂

穿 こ

&

◎

毒 ノ

中軌道周回衛星の配置イメージ

周回衛星 を利用 した移動通信サービスの提供 につ き検討 した結果、出資 を希望す る署名当事者 と

ともに別会社 を設立 しサー ビスを提供す るこ とが適 当 と判断 し、1995年1月 に1_COグ ロ_バ

ル コ ミュニケー ションズ社 を設立 した。 インマルサ ッ トは最大の出資者 として
、同社の経 営にっ

き15%の 発言権 を有 している。
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3国 際協力の推進

(1)ODAに よる協力

情報 通信 は、社会経済のあ らゆ る分野 における活動の活1生化 ・効率化 を促 し、先進国 と開発途

上 国 とを問わず、社会経済の発展 に不可欠なインフラである。 しか しなが ら、開発途上国 におい

てその整備 を図 るためには膨大な資金及び高度な技術 を備 えた人材の確保 ・養成が必要であ り、

先進国 による資金 ・技術両面 における支援ニーズが一層高 まっている。

我が国で はこれ らのニー ズに対応すべ く、ODAを 通 じて継続的 に開発途上国における情報通

信分野の発展 に貢献 している(第2-7-2表 参照)。

第2-7-2表 通信分野における援助実績

(単位:億 円)

年 度

1990

1991

1992

1993

1994

平 均

無償
資金協力
103.71

(11.0)
79.37

(7.7)
72.04

(6.2)
78.04
(6.1)
31。99

(2.6)

73.03

(6.7)

円借款

1009.96

(10.1)
437.28

(4.6)
204.44

(2.2)
557.19
(5.6)
176.20

(2.1)
476.92
(4.9)

技術協力(単 位:人)

研修員受入
509

(6.7>
527

(6.5)
516

(6.2>
586
(6.6)
527

(5.5)
533

(6.3)

専門家派遣
ll8

(4。7)

72

(2.8)
80

(2.9)
76

(2.6)
98

(3.2)
89

(3.2)

協力隊派遣
26

(3.7)
40

(4.1)
21

(2.2)
22

(2.1)
15

(1.3)
25

(2.7)

「我が国の政府 開発援助」(外 務省)に よ り作成

(注)()内 は一般無償全体(債 務救済、 ノン ・プロジェ ク ト援助、小規模無

償 を除 く)又 は円借款全体(債 務総延べ を除 く)に 占める割 合(単 位:%)、

技術協 力は全体 に占める割合(単 位:%)。

② 人材養成ニーズへの対応

情報通信分野 における開発途 上国か らの人材養成 に関す るニーズの最近の傾向 として、政策 及

び事業経営 のノウハ ウ等 に関す るものが増 えている。 このよ うな要請に対応す るため、郵政省で

は、JICAべ 一スによる研修 において も、研修 コースやカ リキュラムの見直 しを行っている。

また、開発途上 国のニーズによ り柔軟 にこたえるべ く、JTECに 対す る補助金 による人材養

成の拡充 も図ってお り、技術研修員の受入れのほか、通信 ・放送分野の将来 を担 う若手研修員の

我が国への招へ い等 を行 っている。

(3)ア ジア ・太平洋地域 における国際協カ

アAPTへ の対応

APTは 、アジア ・太平洋地域 の電気通信の開発促進及び域内の電気通信網の整備 ・拡充を主

た る目的 とした政府間国際機関で ある。

我が国は、 域 内の電気通儲 岡の整備 ・拡充 に必要な人材の育成 に貢献す るため、1992年 以降、

郵政省ODA予 算 か ら特別拠出を行ってお り、 これによ り研修員の受 入れ、専門家の派遣、セ ミ

ナーの開催等 を実施 している。また、1995年 にはこの拠出金 について、従来 か らの80万 米 ドルか
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一 第2章 情報通信政策の動向

ら90万 米 ドルへ増額 されている。

また、1995年10月 には東京において、rAIIに 関す るノ・イレベル会合」が開催 され、AIIの

推進 を目的 として、今後の一層の域内にお ける協力の強化 を確認 したほか、「会合報告書」を採択 し

たが、その主要な合意事項 は次の とお りであ る。

①AIIの 構築 に向 けての情報収集、情報配付活動 に当たっての電子 メデ ィアの活用推進

② 標準化促進のための技術支援 の積極的 な推進

③AII技 術 に関す る研修 ・セ ミナーの倍増

④ インターネ ッ トの利用の奨励

⑤AII構 築 に向 けた概念 と枠組みを検討す るための、新たな委員会の設置

なお、1996年 には第2回 目 として 「AII政 策会合」を開催 す るこ とで合意 してい る。

イAPPUへ の対応

UPU憲 章 に基づ く地域的限定連合の

一つであ るAPPUに 対 し
、我が国 はA

PPU下 の一機関であ るAPPTCへ の

郵便業務研修 に関す るコンサルタントとし

て、職員を派遣する等の支援を行っている。

1995年9月 、シンガ'ポールでAPPU

の最高機 関であ る大会議が開催 された。

同大会議での主要な合意事項 は次の とお

りであ る。

①APPU憲 章等諸文書の簡素化 を目

的 とした見直 し

② 域 内の郵便事業の強化 を目的 とした

APPの 設立 についての正式決議APTの 「Allに 関す るハイ レベル会合」

③ 域内の郵政庁 盾報 システムの構築の

支援等 を目的 として、UPUに よ り設置 されたアジア ・太平洋地域支援 セ ンターの活動 に対す

る、域内の郵政庁 による支援

コラム6

第1回 世界電気通信政策フォーラムの開催

ITUは これ まで・各国がお互 いの通信主権 を尊重 しつつ、事業者間の回線の接続 を技術 的

に可能 とし・無線局間で混信が生 じないよう国際的 なコンセンサ スを技術面で固 め るとい う

重要 な役割 を果た してきた・しか しなが ら、近年、低軌道衛星 を利用 した衛星通信 システムの よ

うに・1国の一 つの システムが単独で全世界 におけるサービスの提供 を可能 とす るまった く新

しい技術が実用化 され ようとしてお り・ITUの 活動の前提 も大 きく変化 しようとしている
。

電気通信サー ビスを支 える技術が国を単位 とす る時代か ら世界 を単位 とす る時代 に入ろ う

としている中で・ これに対応 した規制の枠組みが ないことか ら、 この よ うなサ ービスの普及

に困難が生ず ることが予想 され る・ このため、ITUに 対 しては、新 たな電気通信の発展 に

対応 しつつ・各国の戦略・政策面の調整 にお いて大 きな役割 を果 たす こ とが期待 されている
。
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世界電気通信政策フォーラムは、この ようなITUが 果 たすべ き新 たな役割 を見据 えた我 が

国が、1994年9月 、ITU京 都全権 委員会議 に対 し提案 し開催が認 め られた ものであ る。本フォ

ーラムは、世界的 な電気通信の政策及び規制問題 を議論 し、参加国が共通の認識 を得 るこ とに

よ り、グ ローバ ルな政策調整 に大 き く貢献す る場 として期待 されてお り、主管庁のみな らずI

TUの 活動への参加を認め られた事業体、学術団体及び工業団体 に も参加が認 め られている。

1995年6月 のITU年 次理事会において、第1回 フォー ラムは 「衛星 によるグ ローバルな

移動パー ソナル通信」を議題 として、1996年10月21日 ～23日 に開催 され るこ とが決定された。

この議題 は、世 界の電気通信格差の解消のための強力な決 め手 とな るもので あ り、GIIの

進展の中で情報 を持 つ者 と持 たざる者が生 じるこ とを防 ぐことも期待で きるとして、我 が国

が提案 した ものであ り、 この提案 に対 しては圧倒的な支持が寄せ られた。

第1回 フォー ラムのための準備 として1996年1月 、ITU事 務総局長の諮問機関で あるW

TACが 米国の・・ワイで開催 された。本会合 には、我が国のほか米国、中国 を含 む7か 国の

主管庁 に加 え、衛星携帯電話 に係 わる事業者11社 の代表が参加 し、衛星携帯電話サー ビス導

入のための指針 を取 りまとめた。 また、1996年6月 には、APTに おいて世界電気通信政策

フォー ラムのための準備会合が開催 され る予定で あ り、第1回 フォー ラムの開催 に向 け、世

界的 に準備 が進 められている。

第8節21世 紀に向けた技術 開発 ・標準化の推進

1情 報通信の高度化・多様化を支える技術開発の促進

(1)情 報通信分野における先端的技術の研究開発課題

ア 情報通信先端技術開発プ ログラム

郵政省は、6年6月 、電気通信技術審議会 に 精 報通信分野 における先端的技術の研究開発課

題 と推進方策」を諮問 したが、7年6月 、同審議会か ら 「未来創造型技術立国に向 けて一情報通

信先端技術開発プ ログ ラムー」 と題 した答 申を受 けた。

本答申 においては、我 が国の情報通信技術の研究開発を取 り巻 く状況 として、①民間の研究開

発投資 は4年 以降減少傾向にあ るこ と、② 情報通信分野 にお ける我が国政府の研究開発費は米国

の約8分 の1の 規模であ るこ と等が述べ られ、次 に21世 紀 に向けて取 り組むべ き先端的 な技術課

題 を情報通信 の7つ の分野、293課 題 につ いて調査 し、その うち新産業の創出等の観点か ら特 に重

要 な53課 題 を抽 出 し、これ ら53課 題 を我が国の将 来を左右す る喫緊の課題 として とらえ、国が先

導 し計画1生を もって緊急かつ強力に研究開発を推進 す るこ とが必要であ ると指摘 されている。
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そして、国が早急 に取 り組 むべ き重要 な施策 について、①1青報通信分野の研究開発費 と研究要

員の大幅 な拡充への努力、②産学官が一体 となった総合的研究開発体制 を新 たに整備す るための

研究開発方策 の早急 な実行等が提言 されてお り、具体的には、国の研究機 関 による重点分野(災

害対策等 に寄与す る公共1生の高 い分野の技術等)の 積極的推 進、国の研究機関の組織 ・定員 と試

験研究費等の拡充、産学官連携 のための研究者招へ い ・派遣制度の創設等、ベ ンチャー企業等民

間支援 のための研究開発債務保証制度の創設等 が述べ られてい る。

イ マルチメデ ィア時代 に向けた情報通信産業 における研究開発の在 り方に関 する検討

郵政 省は、21世紀の高度情報通信社会の構 築 に向 けて、事業者、メーカー等 にお ける研究 開発の

在 り方 を検討す るため、6年11月 か ら「マルチメディア時代 に向 けた情報通信産業 における研究 開

発の在 り方 に関す る研究会」を開催 して きたが、7年9月 、その報告が取 りま とめ られた。本報告

において、研究開発の一層の活1生化 に向けて重要な ものを挙 げている。主 な内容 は次のとおりである。

① 情報通信 は、生産性の向上 や労働時間の短縮 を可能 とし、企業 にお ける組織や雇用の変化 を

もた らす と期待 され、 その発展 を支 える研究開発 を一層活性化す るこ とが重要であ る。

② 情報通信分野 は、小型化 ・大容量化 ・高速処理技術等の進歩 に支 えられ、急速 に進展 してい

るが、情報通信の利用者が使 いやすい人間重視の情報通信技術の研究開発が重要で ある。

③ 世界 レベルの科学技術の発展への貢献 を行 うこ とが重要であ る。

④ 国際競争力の向上、市場のニーズ と情報通信技術の変化への柔軟 な対応等 によ り国内外の新

た な研究開発成果 をダ イナ ミックに取 り入れ るこ とが重要で あ る。

⑤ 国 として も国際連携 の促進、国際標準化への積極的な対応、基礎的 ・先端的研究開発 の推進

等の施策 を講 じてい くこ とが重要であ る。

ウ 情報通信技術 に関する研究開発基本計画の策定

情報通信技術 の研究開発 は、 ゆ とりあ る豊かな国民生活の実現、国際社会への貢献等我が国の

課題 を実現す るための基盤 をなす もので あ る。 しか しなが ら、 これ までの情報通信技術 は海外 に

大 きく依存 してお り、今後、技術創造立国 を築 いてい くためには、従来 の欧米 先進国追随 か ら世

界 をリー ドす る研究開発へ転換す ることが必要であ る。

そこで、電気通信技術審議 会答申 「未来創造型技術立国 に向けて一情報通信 先端技術開発プ ロ

グ ラムー」 を踏 まえ、情報通信技術の研究開発 について、光通信、宇宙通信、移動通信、放送等

の幅広 い分野 を総 合的 に、また、基礎研究か ら応用 ・開発研究 まで を計画的 に推進 してい くため、

郵政省は、8年1月 、電気通信技術審議会 に 「技術創造立国 に向 けた情報通信技術 に関す る研究

開発基本計 画」について諮 問を行 い検討 を行 ってい るところであ り、8年5月 ごろ答 申を受 ける

こ ととしている。

(2)電 気通信 フロンテ ィア研究開発の推進

郵政省では、電気通信の高度化のための基礎的 ・先端的な研究開発 として、郵政省通信総合研

究所 を中心 に・産学官の研究者の連携 によ り、電気通信 フロンテ ィア研究開発 を昭和63年 度か ら

行 っている。

7年 度は・前年度に引 き続 き、 「超高速通信技術」、 「バ イオ ・知的通信技術」及び 「高機能ネ ッ

トワーク技術」の3分 野につ いて8課 題の研究を行 うとともに、若手研究者 による独創的 な研究

テーマの発掘等 を目的 とした公募研究 を行った。 また、外 国の研究者 を招へ い して国際 フォー ラ

ムを開催 す るなど、国際研究交流の推進 を図っている。
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(3)情 報通信基盤の基礎的 ・はん用的技術開発の推進

来 るべ き高度 肩報通信社会 において、全ての国民 が情報通信基盤の便益 を享受で きるように、

基礎的 ・はん用的技術の研究開発 を行 うこ とを目的 として、7年 度か ら郵政省通信総合研究所 に

おいて、「超高速ネ ッ トワー ク技術」、「ユニバーサル通信端末技術」、「高度情報資源伝送蓄積技術」

に関す る研究開発を行ってい る。

(4)ネ ッ トワーク技術の研究開発の推進

ア 超高速ネ ッ トワーク技術の研究開発

ギガ ビッ トの速度で伝送す ることがで きる超高速ネ ッ トワー クの実現 は、三次元高精細映像通

信や スーパー コンピュータ間通信等の通信分野 のほか、教育、地球環境、医療等 の分野において も

幅広 く利用す るこ とがで きると期待されている。そこで、郵政省で は、ギガ ビットネットワークの実現

に向 けて超高速ネ ッ トワーク技術の研究開発を推進 している。具体的な内容は次の とお りであ る。

(勃 ㈱超 高速ネ ッ トワーク ・コンピュータ技術研究所

6年3月 に基盤技術研究促進 センター等 の出資 によ り設立 された㈱超 高速 ネ ッ トワー ク ・コ

ンピュータ技術研究所で は、超高速通信ネ ッ トワー ク とスーパー コンピュータ等の情報処理装置

の統合化技術 について、①ネ ッ トワークアーキテクチャの研究、② アクセス技術の研究、③1青報

処理 ・通信制御統合化技術の研究、④応用化技術の研究の四つのサブテーマ に分 けて研究開発 を

推進 している。

7年 度 においては、①ATMネ ッ トワークにお ける超高速呼接続方式、超高速 トラヒック制御 ・

ふ くそう制御方式等 の提案、②異種ネ ッ トワーク間ゲー トウェイの方式検 討及び装置試作、③超

高速1青報処理装置内にお ける入出力制御チャンネルの方式検討及び装置試作、④画像1青報 の効率

化生成 ・転送方式の検 討及び ソフ トウェア試作等を行った。 また、8年2月 か らは、 これ らの試

作 システム及びソフ トウェアを適用 した基本実験 システムを構築 し、600Mb/sネ ッ トワー クを介

した実証実験 を行 い、開発技術の実証及び評価 を行 っている。

(イ)ギ ガ ビッ トネ ッ トワーク協議会

ギガ ビッ ト級の超高速ネ ッ トワークの技術 開発 ・利用促進 のため、6年11月 に、郵政省、通信 ・

放送事業者、 メーカー等 によ り設立 されたギガ ビッ トネ ッ トワーク協議 会で は、7年11月 か ら、

郵政省通信総合研究所、文部省放送教育開発センター及び民間の研究所 を結ぶマルチメデ ィア通

信共同利用実験網 を利用 して、① リアルタイムVLBI、 ② マルチベ ンダーATM網 管理実験、

③ネ ッ トワー ク型 ビデオ ・オン ・デマ ン ド実験、④ 双方向教育情報 システム実験の四つの共同研

究 を実施 している。

また、8年2月 には、国際 シンポジウムを開催 し、 日米欧等の専門家間で各国の研究開発動向

に関す る情報交流 を行 った。

イ 超高速情報通信研究ネッ トワーク実験に関する共 同研究

将来の超 高速情報通信ネ ットワー クの構築 に向 け、 郵政省通信総合研究所は、7年3月 か ら、

民間会社の研究所 と共同で、超高速ネ ッ トワーク上でのサービス提供技術 に関す る研究開発を進

めている。 この共同研究 においては、双方を結ぶATM(非 同期転送モー ド)に よる超高速光通

信 のテス トベ ッドとして実験ネ ッ トワー クを整備 し、WANの 高信頼、効率的な運用技術等 のネ

ッ トワーク利用技術 を研究す るとともに、 さ らに超高速ネ ッ トワー クを活用 した音声、画像 を統

合 して扱 える双方向 ・ネ ッ トワー ク型の通信サー ビスの研究開発を行 うこ ととしている。
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遠隔医療及び遠隔出版等の高度 な映像

通信利用技術の研究開発を行 うため、通

信 ・放送機構 奈良 リサーチセンター にお

いて、7年5月 か ら超高精細映像 を広帯

域ISDNで 伝送す る実験が開始 されて

いる。

(5)デ ジタル映像技術開発の推進

郵政省で は、電気通信技術審議会の答 申 「21世紀 を展望 したデ ジタル映像技 術の在 り方につ い

て」(5年1月)を 受 けて、デ ジタル映像技術 の研究開発を推進 しているが7年 度 にお ける主 な

施策 としては、以下の ものがあ る。

ア 国際標準化活動への寄与

通信 ・放送 ・蓄積 メデ ィアにお ける統一的 な映像符号化技術で あ るMPEG-2の 国際標準

化作業 においては、 その相互運用性 や符号化特性 を確認す るための実験 が重要であ る。郵政省で

は、通信 ・放送機構 の出資 によ り設立 された㈱横浜画像通信 テクノステー ションにおいて、NH

K等 と共同で7年10月 及び12月 にMPEG-2確 認実験 を実施 し、MPEG国 際標準化 会合へ寄

与文書 を提出 した。

イ 超高精細映像の広帯域lSDN伝

送実験/

ウ 高度映像技術開発推進会議(AIM)

1駕

竪蟄1

＼
i碧 嘩欝 」
＼

超高精細デジタル映像システム

謄

メデ ィア融合時代 における次世代映像 システムの研究開発の推進 を総合的 に行 うため に5年

2月 に設立 されたAIMで は、7年 度か ら次世代日知象アーキテクチャ、映像 メタデータ、超高精

細映像、 インターネ ッ ト高度映像等の テーマに関す る研究 を行っている。

(6)宇 宙通信技術開発の推進

ア 宇宙通信システムの将来像 と今後の研究開発の推進

郵政省 は、7年1月 、電気通信技術審議会 に対 して、「宇宙通信 システムの将来像 と今後 の研究

開発の推進方策」 について諮問を行い、同審議会では 「宇宙通信開発委員会」 を設置 し、審議 を

行って きた。同委員会で は、7年2月 か ら5回 の審議を重ね、7年6月 、中間取 りま とめを行 い、

電気通信技術審議会 に報告 した。

この中間取 りまとめは・宇 占通信 の現状 と将来展望及び宇宙通信技術の研究開発の現状 と今後

の動向等 について概括的な整理 を行 い、当面取 り組 むべ き研究開発 とその推進方策 につ いて まと

めた ものであ る。

その後・同委員会 において宇 宙通信 システムの将来像及び今後の研究開発課題 を明確化 した上

で・今後必要 とされる技術の宇 由実証や宇宙通信利用技術の開発等、研究 開発の推進方策や衛星

通信 の普及促進 方策 につ いて審議が行われてお り、郵政省 は、8年5月 ごろに電気通信技術審議

会か ら答申を受 け、今後の宇宙通信の研究開発等 の各種施策 に反映 してい くこととしてい る。
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イ 通信放送技術衛星(COMETS)

我が国の社会経済の発展 に伴 い、宇宙通信 に対す るニー ズは今後一層増大 し、かつ高度化 ・多

様化 してい くもの と考 えられ る。

通信放送技術衛星(COMETS)は 、9年 度夏期の打上 げを目標 に2年 度か ら開発 されている

衛星で、高度移動体衛星通信技術及び高度衛星 放送技術等 の技術開発及び実験 ・実証を行 うこ と

を目的 とした衛星で あ る。

具体的 には、衛星通信の分野で は、高度移動体衛星通信 システムに関す る技術開発、衛星放送 に

おいては、地域別衛星放送、大容量ISDB(統 合デ ジタル放送)及 び立体 テレビ放送等 に関す る技

術開発が課題 となってお り、COMETSを 利用 してこれ らの課題 に取 り組む こととしている。

7年 度は、郵政省通信総合研究所 において、地上実験 設備及び 並局実験設備の研究開発 を行 う

とともに、宇宙開発事業団が行 う搭載機器のプロ トフライ トモデル試験に対す る支援 及び試験結

果の評価 を行った。

また、郵政省で は、科学技術庁 と協 力 して、7年3月 か ら、高度移動体衛星通信 システム、地

域別衛星放送、大容量ISDB(統 合デ ジタル放送)及 び立体 テレビ放送 に関す る実験計画の策

定、実験結果 の評価 ・検討な どを有効かつ効率的 に推進す るため 「COMETS通 信 ・放送実験

推進会議 」を開催 している。

ウ 技術試験衛星

(ア)技 術試験衛星VI型(ETS-VI)

技術試験 衛星VI型(ETS-VI)は 、6年8月 に打 ち上げ られたが、アポ ジエ ンジンの不調 に

よ り、静止化が断念 されてだ円軌 直に投入され、運用上の工夫 を行 い、各種の実験、性能確認 を

行って きた。

8年1月 、大型静止三軸衛星バ ス技術の確立、衛星間通信等の今後の高度 な通信技術に必要 な

成果 を得 るこ とがで きたので、定常段階 を終了す ることとした。

(イ)技 術試験衛星V皿型(ETS一 皿)

技術試験 衛星V皿型(ETS一 皿)は 、二つの宇宙機が軌 道上で接近、結合す るための ランデブー ・

ドッキング技術や宇宙環境下で各種作業 を行 うための遠隔操作型宇宙用 ロボ ッ ト技術及びデー タ

中継衛星 を利用 して、地上 か ら宇宙機 を操縦す るための高度な運用技術の修得を目的 として、9

年度夏期 に打 ち上 げ る予定の衛星で、郵政省 は、関連す る研究 を2年 度か ら行 っている。

工 陸上移動体衛星通信及び移動体衛星音声放送 システムの研究開発

郵政省で は、21世 紀初頭 に実現が予想され るSバ ン ド移動体衛星通信 システム、Sバ ン ド移動

体 デジタル音声衛星放送 に必要 となる衛星技術の研究開発及び宇宙 における実験 ・実証 を目的 と

した衛星の研究 を4年 度 に着手 した。13年 度 ごろに宇宙実証 を行 うことを目標 に ミッシ ョン機器

の開発研究 を行 っている。

(7)情 報通信 における国際的な取組

ア 広帯域ネ ッ トワークのグ ローバルな相互運用性(GlBN)共 同プ ロジェク トの推進

7年2月 、ベルギーのブ リュ ッセルで開催 された 精 報社会に関す る関係閣僚会合」で合意 さ

れた11プ ロジェ ク トの一つであ るGIBN共 同プ ロジェ ク トは、各国の広帯域 ネッ トワー ク試験

研究施設問 を国際海底 ケーブル及び国際衛星通信回線 によ り接続 し、広帯域 ネ ッ トワー クの相互

接続1生実験 を行 うとともに、広帯域ネ ッ トワー クを利用 したサー ビスの相互運用性実験等 を行 う

こ とによ り広帯域ネ ッ トワー ク・サー ビスの開発を促進 し、情報通信社会の効用をデモンス トレー
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ションす る ものであ る。

そこで、郵政省で は、7年 度第一次補正予算 によ り、広帯域衛星 ネ ッ トワー ク伝送施設 として、

衛星通信研究 センターを郵政省通信総合研究所鹿島支所 に整備 し、広帯域ネ ッ トワー ク接続施設

として、広帯域ネ ッ トワーク用構 内設備 を郵政省通信総合研究所 に整備 した。

イ 国際的な超高速情報通信ネ ッ トワークの構築の ための施設整備

我が国企業の経営革新、ネ ッ トワー クを活用 したニュー ビジネ スの創 出を図ってい くためには、

設計 ・開発 ・生産 ・販売等 の企業活動 に関す る映像 ・データ等の膨大 な情報 を、国境 を越 えて瞬

時 にかつ大量 に伝送 ・交換で きる国際超 高速 情報通信ネ ッ トワークの活用が有効であ る。そこで、

郵政省 は、7年 度第一次補正予算 によ り、 ①超高速i青報通信ネ ッ トワークの国際的な相互接続、

②超高速情報通信ネ ッ トワー クの具体的活用方法の開発 ・実証実験のための施設整備 を行った。

具体的 には、郵政省通信総合研究所 において、超 高速ネ ッ トワー ク国際相互接続施設 を整備 し、

大容量国際回線 によ り国内外の超高速情報通信ネ ッ トワークを接続す ることによって、国際的 な

相互接続性確保のための技術開発 を行 うこ ととしている。 また、通信 ・放送機構 において、超 高

速情報通信 ネ ッ トワークの具体 的活用方法 の開発 ・実証実験施設 を整備 し、海外の同種施設 と接

続す るこ とによって、相互運用性の確保のための技術開発 を行 うこととしている。

ウAPllテ ス トベ ッ ド・センター、テクノロジー ・センターの整備

7年9月 、中国の上海で開催 された「APEC電 気通信専門家会合」でAPII構 築への具体 的

行動の一環 として、パ イロットプ ロジェク トが合意 された。この うち、APIIテ ス トベ ッ ド・プ ロ

ジェク トは、APEC内 で、テス トベ ッドやパ イロッ ト網の相互接続実験 を行 うもので ある。

そこで、郵政省では、7年 度第二次補正予算 によ り、アジア ・太平洋地域の テス トベ ッ ドやパ

イロット網 を相互 に接続す る拠点 として、ネ ッ トワーク相互接続、ネ ッ トワーク技術の共 同研究 ・

実験等 を実施す る 「APIIテ ス トベ ッドセンター」及びアジア太平洋地域 にお ける情報通信基

盤技術 の国際共同拠点 として、遠隔学習、技術移転等の利用技術の共同研究 ・開発 ・検証 を実施

す る 「APIIテ クノロジーセンター」 を郵政省通信総合研究所関西支所 に整備 している。

(8)通 信 ・放送機構における研究開発の推進

ア 高度三次元画像情報の通信に関する研究開発

通信 ・放送機構 において、複数の二次元画像i青報 を、高度 に圧縮 して伝送 した後 ホ ログ ラ フィ

技術 を用 い、元の対象物 の三次元動画像 を リアルタイムで復元す ることを可能 とす る研究開発 を、

4年10月 か ら行っている。7年 度 においては、動画像表示技術 の研究開発 を開始 した。

イ 情報通信セキュ リティ技術に関する研究開発

多様 なメデ ィアによる多種 多様 な情報通信 における情報の漏 えい、改 ざん、不正利用、不正 な

データベースアクセス等 を防止 す るため、 これに必要 な暗号化技術、認証技術、高度安全アクセ

ス制御技術及 びこれ らに係 るユーザ インタ フェー ス技術 に関す る研究開発 を通信 ・放送機構 にお

いて、7年10月 か ら開始 した。

ウ 異種ネ ッ トワーク間高速接続技術の研究開発

郵政省で は、7年 度第一次補正予算 によ り、 通信 ・放送機構 に対 し出資 を行 い、 同機構 で は、

岡崎 リサーチセ ンター において異種ネ ッ トワー ク間高速接続技術研究 開発 を9年 度 まで行 うこ

ととしてい る。

具体的には、地域CATV網 をアクセス回線 として、国内の広帯域網 を介 し、マルチ メデ ィア

情報 を駆使 した通信サー ビスを実現す ることを目的 として、異な るプ ロ トコルのネ ッ トワー クか
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ら容易に情報 を引 き出す技術及びCATVと 既存網 ・広帯域網 を介 して、同期の とれた動画、音

声 を伝送す る技術 について研究開発 を行 うもので ある。

工 超高速光通信 に適 した通信デバイスの開発のための研究開発

今後、あ らゆ る人が、電子図書館、 ビデオ ・オン ・デマン ド、 テレショッピング等 を利用す る

にはそれを支 える通信 ネッ トワー クの大容量化が必要であ る。 そこで、郵政省で は、7年 度第二

次補正予算 により、通信 ・放送機構 に出資 を行 い、同機構 では、研究開発業務 として光通信の超

高速 ・大容量化 を図 るための通信デバ イスの研究開発を行 うこ ととしている。

オ 分散型映像ネ ッ トワークにおける研究開発

郵政省で は、7年 度第二次補正予算 によ り、通信 ・放送機構 に出資を行い、同機構で は、研究

開発施設を整備 し、8年 度か ら3年 間、以下の研究開発を行 うこ ととしている。

(ア)あ いまい検索 ・提示技術に関する研究開発

東京臨海部 に リサーチセンターを設置 し、複数のデータベー スにアクセス して必要 とす る映像

を簡易に検索 し見やす く表示す る技術の研究開発 を行 う。

(イ)ネ ッ トワーク制御 ・管理技術に関する研究開発

長崎県佐世保市 に リサーチセンター を設置 し、広帯域ISDNの 特徴 であ るバ ーチャルチャネ

ル、バーチャルパ スの設定、解除等の制御 ・管理技術の研究開発を行 う。

力 阪神 ・淡路地域 における研究開発基盤の整備

(ア)情 報通信分野における起業支援に資す る共同利用型研究開発拠点の整備

阪神 ・淡路地域の復興 に当たっては、雇用の安定 と確保 を図 り、地域を活1生化させ るための経

済復興が重要であ る。

そのために、郵政省 は、神戸市復興計画のシンボルプ ロジェク ト中の神戸起業ゾー ン整備構想

を支援す るために、7年 度第二次補正予算によ り、通信 ・放送機構 に対 し出資を行い、同機構で

は、神戸市 と連携 して新たなサー ビス(第 二種 電気通信事業者 による映像電子 メール等)に 必要

な技術開発 を行お うとす る者が共同で利用で きる擬似的 な公衆網 を整備す るこ ととしている。

(イ)次 世代デジタル映像通信 に関す る総合的な研究開発

今後 映像 通信が普及す るこ とに伴 い、適用 されるネ ッ トワー ク構成 も多様化 されることが想

定 され、種々の環境の下で高速映像通信が安定的に行 われ るこ とが求 め られる。

そこで、郵政省 は、7年 度第二次補正予算 により、通信 ・放送機構 に対 し出資を行い、同機構

では、神戸市 と連携 して、①映像ネ ッ トワークにおけるサーバーの最適配置 に関す る研究開発、

② インターネ ッ ト上での即時的な映像通信 を実現す る通信手段の開発、③通信衛星 を利用 した映

像データ伝送技術 の研究 を行 うこ ととしている。

(9)郵 便システムの技術開発推進

郵政省郵政研究所では、21世 紀の郵便 システムを目指 した技術 開発を促進 す るために、本省関

連部門 との密接 な連携 を保 ちつつ、郵便処理の自動化のための技術開発及び郵便事業高度化のた

めの情報通信 に関す る技術開発 を行っている。7年 度で は主 として① ～⑦の ような研究を行った。

① 郵便物あて名読み取 りの高度化を目指 し、複数の文字認識 アル ゴリズムの組合せ による認識

複合化方式の研究 を推進 している。具体的 には、 これ までに実施 した手書 き数字 及び漢字を対

象 とした文字認識技術 コンテス トの結果の分析 を もとに、7年 度は、よ り広範囲な数字認識手

法の組合せ評価、漢字複合化の実現方式の研究 を実施 した。 また、6年 度か ら研究用 として提

供 してきた手書 き数字データベー ス 「IPTPCDROM1」 を用 い、最新の技術動向の把
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握 のための認識技術調査 を国内外の研究機 関を対象 として実施 した。

② 配達準備作業の最終段階であ る道順組立作業(郵 便物 を配達順 に並べ替 える作業)は 、区分

作業 に比 べ、機械 化が進 んで いない。 このため、5年 度か ら、道順組立 の 自動化 に関す る研究

を進 めてお り、7年 度 は、小型で作業性 の高い、完全 自動化 した道順組 立機 を目指 し、 自動 再

供給機構 を備 えた道順組立機の試作 を行った。

③ 郵便処理の計画業務 における様々な意思決 定を、熟練者 の知識 ・経験 を生 か しつつ、 よ り最

適 にかつ迅速 に行 うことが可能 とな るよ う、7年 度 は、OR等 の手法 を用 いた意思決定支援 に

関す る研究 を6年 度か ら継続 して推進 している。 さらに、7年 度か ら、配達 区画調整 ・配達経

路決定支援 システムの開発 に着手す るとともに、新郵便処理 システムにお ける施設配備 ・要員

計画 につ いてシ ミュレー ションによる研究 を実施 した。

④ 郵便局の窓口事務処理の抜本的 な効率化 と窓 ロサー ビスの迅速化等お客様 サー ビスの一層の

向上 を図 るために、郵便 窓口のインテ リジェ ン ト化 を進 めてい くことが必要であ る。そのため、

6年 度か ら 「インテ リジェン ト窓 口に関す る研究会」を開催 し、窓 口事務の統合化 ・情報 シス

テム化 を研究 し、郵便窓 口事務処理 システムの開発 を行 うとともに、時間外サー ビスに も対応

で きるよ うなサー ビス機器の研究 を推進 している。7年 度は、次期 インテ リジェン ト窓 口の構

築 に向 けたシステム設計 に関す る研究 を実施 した。

⑤ 大型郵便物及び国際郵便物 の局内処理 は、普通郵便物 に比べ機 械化が進 んで いない状況 にあ

る。 この分野の機械化の推進 を図 るため、7年9月 か ら局内処理の現状分析及び対象郵便物の

形状、郵便 番号記載状況等の調査 ・分析 を行 い、効率的 な機械処理 システムの構築の研究 を開

始 した。

⑥ 近年、普及が進 んで いるファクシ ミリや電子 メール等 の電気通信技術 を利用す ることによ り、

紙 に とらわれない様 々な新 しい媒体 によるサー ビス形態が可能 とな りつつあ り、新た な形態 の

郵便サ ービスの展開 を図 り、利便i生の向上 に結び付 けてい くこ とが求 め られてい る。そのため、

7年10月 か ら「電気通信技術の郵便への応用 に関す る研究」を開始 し、電気通信技 術等現状 の分

析 及び電気通信技術の利用 によ り可能 となる郵便サー ビス等新サー ビスの イメー ジ検討 を行 っ

てい る。

⑦ 現行の官製葉書は、多 くの筆記用具等の使用 に万能性を持 たせてあ るため、版画用 としては

必ず しも最適 な用紙 とはいえない状況であったこ とか ら、 これに対応で きる版画用葉書用紙 の

調査研究及び試作品の開発 を実施 した。 その成果 に基づ き8年 用 「お年玉付年賀葉書」の内1

億枚 が 「版画用年賀葉書」 として試行的 に発売 された。

2標 準化活動の一層の推進

(1)標 準化に対す る取組

通信 を行 うためには・相互 に接続で きるこ とが必要であ り、不特 定多数のユーザ ー間で円滑 な

通信 を行 うためには・ネ ッ トワーク及びシステム相互間の通信 方式等の標一準化が不可欠であ る。

電気通信 に関す る標準化 は・国際的 には主 にITUが 行ってお り、 これを受 けて国内の標準化が

行 われている。
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ア 国際標準化活動

電気通信 に関す る国際標準化 は、ITUのITU-T及 びITU-Rを 中心 として活動が行わ

れている。

イ 国内標準化活動

我が国にお ける電気通信の国内標準化 に対す る取組 は以 ドの とお りである。

① 郵政大臣の諮問機関であ る電気通信技術審議会は、ITUに おける国際標準化活動 に適切 か

つ効率的 に対応す るため、電気通信標 準化委員会及び無線通信委員会を設置 し、我が国の主張

又は意見 を取 りま とめる とともに、国際標準化活動への寄与 を行っている。

電気通信標準化委員会は、ITU-Tの 活動の うち、技術 に関す る事項 についての我が国の

寄与及び対処について審議 を行っている。

無線通信委員会は、ITU-R内 に設置 された無線通信総会及 び無線通信研究委員会の活動

の うち、技術 に関す る事項 についての我 が国の寄 ケ及び対処 につ いて審議 を行っている。

② 電気通信利用の高度化 ・多様化、新 システムの導 入 ・普及 に伴 う通信方式の統一 に対す るニー

ズに対応す るため、電気通信技術審議会に推奨通信方式委員会を設置 し、望 ましい標準通信方

式 としてJUSTを 制定 している。

③HATS推 進 会議 を開催 し、高度通信 システムに関す る相互接続1生の確保 に向け、活動 を行っ

ている。

④ 民間の機 関 としては、電気通信全般 に関す る標準の作成及び その普及 を行 うTTC、 通信分

野 における電波利用 システムに関す る標準規格の作成及び その普及を行 うARIB、 ケーブル

テ レビの技術 に関す る標準規格の作成及びその普及 を行 うNCTEAが 活動 を行っている。

⑤OSI対 応装置等の国際標準 に準拠す る端末及びシステムに関す る各種支援策等 を推進 して

い る。

ITUの 標準化活動 に対 して、我が国で は、電気通信技術審議 会の成果を一層活用 し、民間標

準機関 との連携 を強化す るとともに国際標準化活動への参加 を強化 している。

(2)情 報通信標準化プログラム、相互接続性 ・相互運用性の推進方策等

郵政省 は、7年5月 、電気通信技術審議会か ら、2年5月 に諮問 した 「高度情報社会 を展望 し

た電気通信 の標準化 に関す る基本方策 につ いて」に対 し、情報通信標準化プ ログラム、相互接続

性 ・相互運用性 の推進方策等 を取 りまとめた一部答申を受 けた。 その概要は次の とお りであ る。

① 相互接続性 ・相互運用性 を確保す るためには情報通信の技術的事項 について標準化が行われ

るこ とが重要であ る。 また、標準化は、ネ ッ トワーク設備、端末機器及び関連部 品等の共通化

に役立つ ため、大量生産 によるコス トダ ウンが期待 され、市場の拡大等 を推進す ることが可能

にな る。 このよ うに、相互接続性 ・相互運用性の確保 と標準化の推進 は、情報通信産業の成長

を促 す重要な要素 となってい る。

② 相互接続性 ・相互運用性 の確保 を図 り、情報社会の構築 を円滑 に進 めるためには、必要な時

期 に標準化 が実現 されている必要があ る。 そのため、同答申では、情報通信標準化プ ログ ラム

として、情報通信ネ ッ トワーク等 を実現す るための標準化 目標 が示 されている。

③ 相互接続1生・相互運用性 の推進方策等 におけ る政策的対応 として、ITU活 動 の強化、迅速

化、ITUフ ォー ラム活動 との連携の推進、国内の標準化体制の強化及 び国際連携の強化が提

言 されている。
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(3)標 準化活動 と知 的所有権

我が国の標準化及び知的所有権 に係 る問題 についての対処法 を明確 化す るため、郵政省 は、6

年10月 、 「21世紀 に向 けた通信 ・放送の融合 に関す る懇談会」の下 に「標準化 に係 る知的所有権 に

関す る検討会」 を開催 して、標準化 にかかる知的所有権の取扱 い及び標準化機関等の役割 、デ ファ

ク ト標準 と知的所有権、欧米の知的所有権政 策等 を踏 まえた我が国の標準化 にかか る知的所有権

の在 り方等 につ いて検討 を行 い、7年8月 に最終取 りま とめを行った。

本取 りまとめにお いては、①ITU等 標準化機関 における知的所有権 の取扱 いの改善、② デ ファ

ク ト標準 にお ける知的所有権 の取扱 いの改善、③合理的 な知的所有権i許諾環境 の整備等の必要 性

等 について提言 されてい る。

(4)OSlシ ステムの国内への普及促進

OSIシ ステム とは、異機 種端末間や異 システム間の通信 を可能 とす るための標準の体系であ

り、国際的 には、ITU-TとISOが 協調 して国際標準 を定めている。 また、行政改革大綱 に

おいて、国の行政機関が 盾報 システムを整備す る場合には、ITU-T勧 告 またはISO規 格 に

基づ くOSIシ ステムを導 入す るよ う提言 されてお り、郵政省 として もTTC標 準 を実装す る製

品がOSIシ ステムの対象 となるよう、TTCをITU-T勧 告等 に基づ く国内標準 を作成す る

機 関 として告示 している。

さ らに、民間におけるOSI製 品の導入促進 を図 るため、低利 融資や税制上の優遇措 置 を講 じ

てい る。

(5)相 互接続 性確保の推進

郵政省 は、標準 に基づ いて開発 された システムの相互接続1生を確認す る必要性か ら、ユ ーザー、

メーカー、事業者等か らなるHATS推 進会議 を開催 してい る。HATS推 進会議で は、相互接

続試験 を推進す るため6分 科会(基 本接続、 ファクシ ミリ、PBX、LAN間 接続、 コンピュー

タ ・ター ミナル、テレビ電話 ・会議)で 具体的検討 を行ってお り、相互接続試験 実施連絡会 を設

置 し、各 システム ・端末 について、現行の技術基準 に基づ き相互接続 性の確認 を行っている。

7年 度 においては、 テレビ電話 ・会議及びLAN間 接続 装置 につ いて相互接続i生試験 を実施 し

良好 な試験 結果 を得た。

また、ISDNサ ー ビスの国際的 な相互接続i生の確保 を目的 として、EU及 び韓国 との間でI

SDN相 互接続試験 が実施 されている。 このほかに も米国及 び欧州の民間団体 との間で、 テレビ

会議 システムの相互接続試験が実施 されてい る。

(6)ア ジア ・太平洋地域における標準化の推進

今後21世 紀 に向 け、アジア ・太平洋地域の社会経済の発展 において、情報通信ネ ッ トワー クの

円滑かつ効率的 な構 築は必要不可欠で ある。特 に、国際 ・国内標準化活動 を通 じた相互接続 性の

確保、特定のメーカーに依存 しないシステムの構築(マ ルチベ ンダ化)が 重要で あ るが、 アジア ・

太平洋諸国単独で標準化 活動 を行 うには人材面等 か ら困難 な点 も多いため、技術協力等 によって、

標準化,占動 のレベルア ップを図 る必要があ る。

このため、郵政省では、①APT研 究委員会の研究課題 に対す る取組、②APT研 修(標 準化

コー ス)の 実施、③ISDN国 際共同研究会(AIC)で の活動等 を行っている。

㎜


